
人と自然と文化が躍動する

環境創造都市
人と自然と文化が躍動する

環境創造都市
人と自然と文化が躍動する

環境創造都市

第2次北杜市総合計画第2次北杜市総合計画

北杜市北杜市

第２次北杜市総合計画

発　　　行    北 杜 市
企画・編集    北杜市企画部企画課
　　　　　    〒408-0188　山梨県北杜市須玉町大豆生田961－１
Ｔ　Ｅ　Ｌ    0551ｰ42ｰ1321    Ｆ   Ａ   Ｘ　0551ｰ42ｰ1129
Ｕ　Ｒ　Ｌ    http://www.city.hokuto.yamanashi.jp/

第
２
次
北
杜
市
総
合
計
画

北
杜
市



1

第2次

北杜市総合計画



はじめに

　北杜市は、山梨県北西部に位置し、美しい山岳景観に加え、国蝶オオムラサキの生息数、ミネラ
ルウォーターの生産量、日照時間がそれぞれ日本一と言われており、自然環境に恵まれた文字ど
おり「山紫水明」の地といえます。
　また、市内には「平山郁夫シルクロード美術館」や「金田一春彦記念図書館」を代表とする美術
館、図書館、資料館などが数多くあり、「一流」の作品を身近に触れることができます。
　このたび、今後10年間のまちづくりを進めていくための指針となる「第２次北杜市総合計画」を
策定しました。
　計画の策定にあたり、市民アンケートを実施するとともに、地域委員会及び各種団体等へのヒ
アリングに加え、若い世代の声を反映させるため、中高校生や子育て世代へのヒアリングのほか、
北杜市総合計画審議会での審議、パブリックコメントの実施など幅広い方法で市民の意見・要望
を聴取し、計画へ反映しました。
　第１次北杜市総合計画に関する一定の評価をいただいたことから、市の将来像やまちづくりの
方針について、基本的な考え方は継続することとし、基本コンセプト「人と自然と文化が躍動する
環境創造都市」を掲げ、まちづくりの方向として「８つの杜づくり」を設定しています。
　しかしながら、人口減少や少子高齢社会、生活環境のグローバル化や資源循環型社会への移行
など、行政を取り巻く社会・経済環境は急激に変化しており、新たな地域の課題を踏まえる中でま
ちづくりを進めていかなければなりません。
　また、求められる行政サービスが多様化、複雑化する中で、市民、団体・企業、行政などの連携、
協働が必要不可欠となっています。計画に基づく事業の推進に当たっては、市民の皆様の御理解
と御協力、積極的な参画をお願い申し上げます。
　最後に、総合計画の策定に際し、貴重な御意見、御提言をお寄せいただきました市民の皆様を
はじめ、慎重かつ十分な御審議をいただきました総合計画審議会委員、その他関係各位に対し厚
く御礼申し上げます。

平成２９年３月

北杜市長
渡 辺　英 子
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第 1 章　総合計画策定にあたって

1．総合計画策定の趣旨
　本市では、「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」を基本コンセプトに、第1次北
杜市総合計画に定める8つの杜づくりを施策の柱として、常にチャレンジ精神と改革意
識を持ち、力みなぎるふるさとを築くべく、市民と行政が一体となりまちづくりに取り
組んできました。その結果、現在の総人口は、概ね計画目標を維持しています。
　しかし、全国的にみると少子化による人口減少や高齢化が急速に進んでおり、本市に
おいても人口減少を抑制し地域活力を維持することが重要な課題となっています。本市
では平成 26 年度に「北杜市定住促進計画」を、平成 27 年度には「北杜市人口ビジョン・
総合戦略」を策定し、さらに長野県富士見町、原村と連携した定住自立圏構想に取り組む
など、定住人口の維持・増加を図りながら、持続可能なまちづくりを進めています。
　今、自治体は、あらゆる分野での見直しや改革を迫られていますが、このような状況
下、自治体に求められるのは、自らの責任と判断で進むべき方向を決め、自ら実行する力
です。あわせて、これからのまちづくりには、市民参加と協働が必要不可欠となってい
ます。
　総合計画は、本市の魅力を十分に活かしたまちづくりを行う上で非常に重要な役割を
担っています。美しい山岳景観、国蝶オオムラサキの生息地、名水の里、日本一の日照時
間など山紫水明の地としての豊かな自然資源と首都圏からの利便性など地域特性を踏ま
え、魅力ある豊かな暮らしを創出できるよう、各個別計画との整合性を図る中で、個性あ
る本市独自の施策を総合的かつ計画的に実施するため、第2次北杜市総合計画を策定し
ます。

2．基本的な考え方
　第2次北杜市総合計画の策定にあたり実施した地域委員会及び団体・ 企業等へのヒア
リングにおいて、前計画に関する一定の評価とともに、次期計画においても継続する方向
で進めて欲しいとの意見が多くありました。このような意見を踏まえ、市の将来像やま
ちづくりの方針について、基本的な考え方は第1次総合計画に掲げた基本コンセプトや
８つの杜づくりを踏襲することとします。しかしながら、人口減少や少子高齢社会の到
来、生活環境のグローバル化や資源循環型社会への移行など、行政を取り巻く社会・ 経済
環境は急激に変化しています。このような状況を考慮し、新たな地域の課題を踏まえる
中で、10年後の平成38年における本市の将来像とそれを実現するための基本的な方向
性を示すこととします。
　また、求められる行政サービスが多様化、複雑化する中で、市民のニーズに的確に対応
するためには、まちづくりの主役である市民のみなさまの協力のもと計画の策定を進め
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る必要があります。そのため、市民アンケートを実施するとともに、前述したヒアリング
に加え、若い世代の声を反映させるため、中高校生や子育て世代へのヒアリングのほか、
北杜市総合計画審議会での審議、パブリックコメントの実施など幅広い方法で市民の意
見・要望を聴取し、基本構想及び基本計画へ反映しました。
　市民の参画により策定された総合計画に基づき、今後10年間、市民、団体・企業、学校、
行政などが連携、協働しながら、まちづくりを進めていきます。

3．計画の構成と期間
　この総合計画は、「基本構想」「基本計画」「実施計画」をもって構成します。

（1）基本構想

本市及び本市の存する地域社会の将来の目標並びに目標達成のための基本的施策を
明示するものをいう。

　第1次総合計画において掲げられた将来像や基本理念については、基本的にその方
向性は継続されるものと考えます。しかしながら、人口減少や少子高齢社会、生活環境
のグローバル化や資源循環型社会への移行など、行政を取り巻く社会・ 経済環境は急
激に変化しています。このような状況を考慮し、新たな地域の課題を踏まえる中で、基
本構想では、今後10年間で目指すまちの将来像を定め、その将来像の実現に向けた基
本的なまちづくりの考え方を示すこととします。

（2）基本計画

基本構想に基づき具体的な市行政の方向を明らかにするため、本市行政の基本的な
重要事項について作成する計画をいう。

　基本構想で示された目指すまちの将来像の実現に向けたまちづくりの考え方に基づ
き、市政運営にあたる行政からのマニフェストとして位置付け、各分野の現状と課題を
明らかにしつつ、その解決に向けた具体的な施策を体系的、総合的に示すものです。
　また、人口減少による税収入や地方交付税の縮減、高齢化等に伴う社会保障費の増
大など厳しい財政状況の中、的確な財政見通しのもとに、実効性のある計画を目指し
ます。
　前期基本計画の計画期間は、平成29年度から平成33年度までの5か年とし、後期基
本計画は、平成34年度から平成38年度までの5か年とします。なお、前期基本計画に
は、後期基本計画の計画期間を展望する構想的な事業も掲載します。
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（3）実施計画

基本計画に基づき具体的な事務・事業の実施に関して作成する計画をいう。

　基本計画に掲げられた事業の実効性を担保するため、財政見通しに裏付けされた実
行可能なもののみを掲載することとし、可能な限り費用、財源、時期などを示します。
計画期間は3か年とし、毎年度進捗状況を把握しつつ、見直しを行います。

　■計画の期間

（4）総合計画と他の個別計画との関係
　総合計画は、まちづくりのあらゆる分野を網羅し、将来における北杜市のあるべき
姿と進むべき方向性についての基本的な指針となる行財政を、総合的かつ計画的に運
営していくための最上位計画です。
　個別計画は、最上位計画である総合計画に基づいて策定される、特定の分野に関する
個別の具体的な計画であり、その分野の将来像や目標を掲げ、その実現に向けた具体
的な取組を明らかにするものです。各個別計画については、その策定や見直しの際に、
総合計画との整合性を図る必要があります。

年　　度

基 本 構 想基本構想

基本計画

実施計画

前期 基本計画 後期 基本計画

第3次総合計画の策定

実施期間3年、毎年見直し

29 30 31 32 33 34 35 36 37 38
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第 2 章　市の概要

1．位置と地勢
　本市は、山梨県の北西部に位置し、北は八ヶ岳連峰、東は瑞牆山、金峰山を代表とする秩
父山系、茅ヶ岳、西は甲斐駒ヶ岳から連なる南アルプスと周囲を山々に囲まれています。
　八ヶ岳及び茅ヶ岳南麓に広がる火山性の台地部分と、釜無川による沖積平野にあたる
地域という、大きく分けると2つの地理的特性を持っている地域であり、両地域は釜無川
によって削り取られた河岸段丘である七里ヶ岩によって隔てられています。
　また、秩父多摩甲斐国立公園、南アルプス国立公園、八ヶ岳中信高原国定公園、県立南ア
ルプス巨摩自然公園を有し、生物圏保存地域として南アルプスがユネスコエコパークに
登録されるなど、全国有数の美しい自然環境に恵まれた地域です。

2．面積
　総面積は602.48 k㎡で、山梨県の総面積の13.5％を占めています。山梨県で最も面
積の大きな市であり、可住地面積は143.26 k㎡（23.8％）、林野面積は459.22 k㎡で
76.2％を占めています。
　耕地面積は 51.70 k㎡（8.6％）で、田耕地面積 31.40 k㎡、畑耕地面積 20.30 k㎡と
なっています。

3．沿革
　昭和の大合併から平成の大合併に至る約46年間、峡北地域には明野村、須玉町、高根
町、長坂町、大泉村、小淵沢町、白州町、武川村の8町村が位置しながらも、独自の生活文化
圏として発展してきました。
　しかしながら、地方分権時代を見据え、平成16年11月1日に明野村、須玉町、高根町、
長坂町、大泉村、白州町、武川村の7町村が合併し、北杜市が発足しました。その後、北杜
市と小淵沢町は、北巨摩郡としてこれまで築いてきた歴史や文化等の地域的一体性を踏
まえ、住民福祉の一層の向上を図るため、平成18年3月15日に合併し、新北杜市として
新たな地域創造の歩みを始めました。
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■変遷図

蔵 原 村
小 池 村
村山西割村

安都那村
明治７年
箕 輪 村
箕輪新町
村山東割村

※片颪は、白州町合併時に花水に改名している。

韮崎市（穂坂村）
三之蔵村

上 手 村
朝 神 村
明治７年

東 向 村

熱 見 村
明治７年

小淵沢村

小笠原村

小淵沢町

白 州 町

長 坂 町

高 根 町

須 玉 町

北 杜 市北 杜 市

大 泉 村

武 川 村

明 野 村

（
片
颪
）

（
柳
沢
）

（
松
向
）

※

浅 尾 村
浅尾新田村
上神取村
下神取村

新 沢 村
明治７年
若神子新町
境之沢村

安都玉村
明治７年
長 沢 村
堤　　村
村山北割村

五町田村
上黒沢村
下黒沢村

甲 村
明治７年

浅 川 村
樫 山 村

清 里 村
明治８年

明治８年
谷 戸 村
西井出村

小荒間村
白井沢村
大井ヶ森村

小 泉 村
明治８年

上教来石村
下教来石村
鳥 原 村
大武川村

鳳 来 村
明治８年

台ヶ原村
白 須 村

菅 原 村
明治８年

横 手 村
大坊新田村
柳 沢 村

駒 城 村
明治７年

山 高 村
黒 沢 村
三 吹 村

新 富 村
明治８年

新 奥 村
宮 脇 村
牧 原 村

武 里 村
明治８年

秋 田 村
明治７年

日野春村
明治７年

清 春 村
明治８年

大八田村
夏 秋 村

長坂下条村
長坂上条村
日 野 村
渋 沢 村
塚 川 村

中 丸 村
片 颪 村
松 向 村

篠 尾 村
明治８年

武 川 村
昭和８年

上笹尾村
下笹尾村

上津金村
下津金村

津 金 村
明治７年

豊 田 村
明治８年
穴 平 村
小 倉 村

若神子村
明治８年

大 蔵 村
藤 田 村
大豆生田村

比 志 村
小 尾 村

増 富 村
明治８年

小笠原村
明治22年

江 草 村

須 玉 町
昭和31年

高 根 村
昭和31年

篠 尾 村
明治22年

高 根 村
昭和29年

穂 足 村
明治７年

（小倉）

（穴平）

多 麻 村
明治22年 須 玉 町

昭和30年

若神子村
明治22年

昭和30年３月１日

昭和34年４月１日

昭和37年10月１日

平成16年11月１日 平成18年３月15日

昭和29年３月31日

昭和30年１月20日
昭和30年３月30日
昭和30年７月１日

昭和30年７月１日

昭和30年７月１日
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4．人口と世帯
　本市の人口は、昭和55年以降、増加傾向にありましたが、平成22年以降減少に転じ、平
成27年国勢調査によると45,111人（平成22年の前回調査より1,857人減少）となっ
ています。

　■人口の推移

（資料：国勢調査）　

　世帯数をみると、昭和45年の12,224世帯から一貫して増加傾向にあり、平成27年に
は18,408世帯と、およそ1.5倍となっています。一方、平均世帯人員は昭和45年の3.87
人から減少を続け、平成27年には2.45人にまで減少しています。このことから、市内世
帯の核家族化が進展し、また単身世帯が増加している様子がうかがえます。

　■世帯数及び平均世帯人員の推移

（資料：国勢調査）　
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60,000
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■世帯数　　　　1世帯あたり人数
S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

12,224 12,561 12,897 13,609
14,501

15,583 16,664
17,797 18,281 18,408

0.00
0.50
1.00
1.50
2.00
2.50
3.00
3.50
4.00
4.50

3.87
3.60 3.44 3.31 3.19

3.04 2.87 2.71 2.57 2.45



77

基
本
構
想

　本市の人口を年齢3区分別にみてみると、15歳未満の年少人口は、おおむね減少傾
向にあり、昭和45年の11,415人（24.1％）から平成27年の4,613人（10.2％）へとお
よそ半減しています。15 ～ 64歳の生産年齢人口は、横ばいで推移していましたが、近
年は減少がみられ、平成27年には23,995人（53.3％）となっています。一方、65歳
以上の老年人口は、増加傾向にあり、昭和45年の5,413人（11.4％）から平成27年には
16,457人（36.5％）と、およそ3倍になっています。このことから、本市においても少
子高齢化が進展していることがわかります。

　■年齢3区分別人口推移

　■年齢3区分別人口比率 

（資料：国勢調査）　

人

0～14歳 　　　　15～64歳 　　　　65歳以上

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
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35,000

H27H22H17H12H7H2S60S55S50S45

11,415

30,528

5,413

9,628

29,216

6,398

8,619

28,303

7,398

8,380

28,471

8,184

9,623

28,833

7,736

11,206

28,604

7,508

12,477

28,544

6,860

13,503

28,452

6,189

14,639

27,054

5,261

16,457

23,995

4,613

■0～14歳　　■15～64歳　　■65歳以上

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

S55

S60

H2

H7

H12

H17

H22

H27

S45

S50

24.1 64.5 11.4

21.3 64.6 14.1

19.4 63.9 16.7

18.2 63.2 18.6

16.7 62.4 20.8

15.9 60.5 23.7

14.3 59.6 26.1

12.9 59.1 28.0

11.2 57.6 31.2

10.2 53.3 36.5
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　本市の産業別就業人口をみてみると、昭和50年の25,839人からおおむね横ばいで推
移しています。ただし、平成22年には生産年齢人口が減少に転じたことを背景に、前回
調査から2,552人減少し、23,496人となりました。
　就業人口数自体はそれほど変動がみられませんでしたが、その内訳は大きく変わっ
ています。第1次産業は昭和50年の12,279人（47.5％）から平成22年には3,859人

（16.4％）と 8,420 人減少しています。第 2 次産業は 5,883 人（22.8％）から 6,157 人
（26.2％）と微増、第3次産業は7,677人（29.7％）から13,480人（57.4％）と5,803人
増加しています。
　このように、第1次産業就業者が大きく減少している一方で、第3次産業就業者の増加
が目立っています。

　■産業別就業人口推移

　■産業別就業人口の割合

（資料：国勢調査）　
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人

■合計　　　　第1次産業　　　　第2次産業　　　　第3次産業
S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

25,839 

12,279
10,284

7,677

5,883 6,718 7,911
8,718

6,860

8,769
10,788

12,153

5,698

8,458 8,143

4,865

13,051 13,798

7,029

5,221
3,859

6,157

13,480

9,693
8,711

25,713 26,322 26,417 26,309 26,059 26,048
23,496

■第1次産業　　■第2次産業　　■第3次産業
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H17
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S50 47.5% 22.8% 29.7%

40.0% 26.1% 33.9%

33.1% 30.1% 36.8%

26.0% 33.2% 40.8%

21.7% 32.1% 46.2%

18.7% 31.2% 50.1%

20.0% 27.0% 53.0%

16.4% 26.2% 57.4%



99

基
本
構
想

% %

実質公債費比率（左軸） 　　　　将来負担比率（右軸）
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5．財政状況

（1）健全化判断比率
　財政の健全性を判断する比率である実質公債費比率および将来負担比率は、いずれ
も低いほど良く、平成19年度から平成27年度にかけて大幅に改善しています。その
結果、平成27年度決算において、平成20年度から平成23年度まで県内13市中最も
数値が高かった実質公債費比率は低い方から4番目となり、同様に13市中4番目に数
値が高かった将来負担比率は低い方から2番目となりました。

　■実質公債費比率と将来負担比率

実質公債費比率：�収入に対して公営企業会計も含めた市の会計全体における公債
費の額が占める割合を示す指標（18％以上は、市債の発行には県
の許可が必要となる。）

将来負担比率：�収入に対して将来に負担する債務の額が占める割合を示す指標
（債務の額が1年分の収入と同額の場合は100％となる。）

（2）基金・市債の推移
　平成27年度決算において貯金である基金は、合併時の50億円と比べると132億円
増加しました。また、借金である市債は、平成17年度末ピーク時1,009億円と比べる
と335億円減少しましたので、合計で467億円改善されたことになります。
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　■基金（全会計）残高推移

　■市債（全会計）残高推移

　一方、市民1人あたりの市債残高は、平成17年度末ピーク時2,015千円と比べると平
成27年度決算において1,401千円に減少しましたが、他市に比べて依然として高い水
準となっています。特に特別会計分の残高が高いことが本市の特徴です。
　その主な要因は、特別会計である簡易水道事業と下水道事業（農業集落排水事業を含
む）について、合併前の町村において整備を進めてきたため、配水池や終末処理場等の施
設数が他市に比べて多いこと等が挙げられます。

　■市民一人当たりの市債残高対比表（平成27年度末現在）
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（3）決算額の推移
　平成27年度決算の歳入（普通会計）構成割合をみると、地方交付税が約38％で最も
高くなっています。地方交付税のうち普通交付税の算定にあたっては、人口を算定基
準としているものが多いため、人口が減少することによる交付税の減少が見込まれま
す。さらに、平成27年度以降は合併に伴う特例措置による普通交付税の増加額が段階
的に縮減され、平成32年度以降は増加額がなくなります。

　■決算額の推移（H28は予算額）

　歳入の柱である市税については、平成19年度の75億円をピークに、平成20年9月の
リーマンショック以降は70億円前後となっています。また、固定資産税の占める割合が
高いため、比較的安定した税収が確保されています。

　■市税決算額の推移（H28は予算額）
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第 3 章　市を取りまく課題

1．人口減少と少子高齢化社会
　国立社会保障・ 人口問題研究所によると、本市の人口は平成27年の45,111人から平成
52年には、32,880人にまで減少すると推計されています。また、人口構成をみると平成
22年以降、生産年齢人口が減少に転じた一方、老年人口は増加の一途をたどっています。
　このような中、子育て世帯が安心して暮らせるまちづくりを継続していくほか、若者の
流出防止や U ターン増加のために、北杜市の歴史、芸術・ 文化などを幼少期から伝える
ことにより、ふるさとに対する自信と誇りを育む教育が求められています。また、若者
が安心して生活できるような環境の整備、特に雇用の場の確保や住宅環境の整備などを
図る必要があります。
　一方、本市は豊かな自然や首都圏からの近さなどが人気で、子育て世帯からアクティブ
シニアまで幅広い層が移住している地域でもあります。「北杜市人口ビジョン・総合戦略」
を着実に推進していくことにより、本市の持つ魅力を市内外へ情報発信し、移住定住促進
をより一層推進していくことも重要です。
　あわせて、普通会計の歳入の構成割合を見ると、地方交付税が約4割を占めています。
地方交付税のうち普通交付税の算定にあたっては、人口を算定基準としているものが多い
ため、人口の増減は、交付税の算定に影響を及ぼします。また、生産年齢人口の減少に伴
う税収の減少が懸念されるとともに、老年人口の増加により社会保障にかかる経費が増大
することが見込まれることから、より効率的かつ効果的な行財政運営が求められています。

2．地域コミュニティの希薄化
　全国的な傾向として、核家族化の進展、価値観の多様化、ライフスタイルの変化等に加
えて、地域コミュニティの希薄化が進んでいます。その一方で、人口減少や少子高齢化が
進むと、地域コミュニティなしでは生活が難しくなっていくことも予想されます。その
ような中、本市においても、地域コミュニティや互助・ 共助の必要性が一段と高まってい
ます。また、北杜市の文化や歴史、それに深い関わりのある地域行事等を通じて、一体感
を醸成していくことも重要です。

3．安全・安心に対する意識の高まり
　東日本大震災以降、防災意識が高まっていますが、近年は局地的な豪雨、洪水、豪雪など
の異常気象も増加しており、自然災害に対する危機感も高まっています。本市には日本を代
表する活断層があることなど、日常的に防災・減災への取組が求められます。さらに、高齢者
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を中心とした詐欺被害や食の安全性への信頼を脅かすような事件も多発しています。このよ
うに、あらゆる分野において安全・安心に対する意識が高まっています。少子高齢化が進む
中、若年層から高齢者までが安心して暮らせるまちづくりが求められています。

4．環境問題に対する意識の高まり
　石油や石炭などの化石燃料中心のエネルギーに依存してきた結果、資源の枯渇や環境
問題に対して、地球規模で関心が高まっており、地球温暖化対策は全世界の共通課題と
なっています。また、平成27年にパリで開催された COP21において、先進国のみなら
ず全ての国が温室効果ガスの削減目標を設定することとされました。
　このため、環境負荷の少ない低炭素社会、循環型社会の形成、自然と共生できる社会な
ど、持続可能な社会の実現が求められています。

5．地方分権と地域自治
　地方分権が進む中、市民や地域が「自ら責任を持って決定する」との原則のもと、地方分
権社会への移行が進んでいます。そのような中、地域はそれぞれの特性や強みを活かし
つつ、より効果的かつ効率的に地域資源を活用していくことが求められています。あわ
せて、行政と市民の協働、産業界や大学など幅広い主体との連携が必要となっています。

6．社会資本の老朽化
　高度成長期に集中的に整備された社会資本が寿命を迎える中、日本全体で社会資本の
老朽化問題への対応を迫られています。本市は、合併に伴い類似施設が多くそれらの維
持管理経費負担が増加すると推測されています。公共施設及びインフラに関する維持・
更新は、膨大なコスト負担を強いるものであり、既存施設の統廃合、複合目的利用、長寿命
化等を図り、限られた財源の中でより効率的に運用していくことが求められています。

7．協働・連携の必要性
　地域の課題が複雑化する中で、行政単体での対応が難しくなっています。行政と市民、
団体・ 企業などが地域づくりの担い手となり、協働していくことが従来に増して求めら
れています。また、課題解決を図るために大学の知見や民間企業の専門知識を活用する
こと、さらには自治体の枠を超えた広域連携により地域活性化を図ることも必要となる
など、様々な形の連携が求められています。
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第 4 章　市の基本方針

1．まちづくりの基本方針
　本市はまちづくりの基本コンセプト（将来像）として「人と自然と文化が躍動する環境
創造都市」を掲げています。しかし、人口減少や少子高齢化の進行は、全国的な傾向と同
様に本市においても顕著に現れており、人口減少を抑制し、地域活力を維持することが大
きな課題となっています。そこで、今後10年間においては、人口減少と少子高齢化社会
への対応力強化という視点を持ち、以下の5つを基本方針とします。

（1）効率的・効果的な行財政の推進による健全かつ持続可能な市政運営の実現
　北杜市行財政改革大綱・ アクションプランおよび財政健全化計画の着実な実行によ
り一定の成果を上げてきました。しかし、人口減少が避けられない一方で、公共施設及
びインフラに関する維持・ 更新の負担が増していくなど、課題があります。今後は、
より効率的かつ効果的な行財政を推進することにより、更なる健全化を図り、持続可
能な市政運営を目指します。

（2）安全・安心に暮らせるまちづくりの推進
　子育て世代が安心して子どもを産み育てることができるとともに、高齢者、障がい者
をはじめ、地域で暮らす誰もが、安全に、かつ生き生きと活躍できるために必要な環境
形成を目指します。また、東日本大震災以降、社会全体として防災意識が高まる中、市
民が安全に暮らせる社会基盤整備も進めていきます。さらに近所付き合いやふれあい
により、お互いに助け合う相互扶助の意識を醸成し、地域全体で福祉、防災、子育て、
教育など様々な問題を一つずつ解決していくことができるようなまちづくりを目指し
ます。

（3）恵まれた自然環境を活かす循環型社会の形成
　本市は風光明媚な景観を有するとともに、ミネラルウォーターの生産量や日照時間
が日本一であるなど、水と光に恵まれた山紫水明のまちです。また、本市にまたがる名
峰南アルプスがユネスコエコパークに登録されるなど、極めて恵まれた自然環境を有
しています。これらの自然環境を保全していくことは市民の生活にとって、また、北
杜市の魅力を高めるうえで重要です。この自然環境を守り、次代に伝えていくことは
私たちの責務といえます。市民ひとり一人が環境問題への意識を高めながら、自然環
境と人の営みが共生する循環型社会の形成を目指します。
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（4）芸術・文化の振興と次世代への継承
　本市においては、恵まれた自然環境の中で、歴史と伝統の上に豊かな芸術・ 文化の土
壌が形成されています。また、本市には芸術・ 文化関連施設が集積しているとともに、
様々な分野の芸術家も多数居住しています。そのため、一流の芸術・ 文化に身近に触
れることのできる機会に恵まれています。また、芸術・ 文化は次世代を担う子どもた
ちが、幼少時から触れ親しむことにより、ふるさとに対する自信と誇りを持つことに
もつながります。芸術・ 文化を振興し、次世代へ継承していくことにより、こころ豊
かで生き生きとした活力あるまちづくりを目指します。

（5）協働・連携による地域自治の確立
　地方分権社会において、市民、議会、行政の役割と責任を明確にした自治体運営のた
めの基本原則を定め、身近な地域の課題について、自ら考え、自ら解決することのでき
る協働体制を構築していきます。また、地域の課題が複雑化し多方面にわたる専門知
識が求められる中、企業、高等学校や大学、金融機関などいわゆる産・官・学・金・労・
言の連携も不可欠です。さらに、本市は定住自立圏構想における中心市として長野県
の富士見町、原村と協定を締結し、県域を越えた自治体とも連携しながら圏域全体の活
性化を図っています。このように、本市は様々な協働・ 連携体制をとりながら、地域自
治の確立を図っていきます。

基本コンセプト基本コンセプト

人と自然と文化が躍動する

環境創造都市
芸術・文化の振興と
次世代への継承

恵まれた自然環境を活かす
循環型社会の形成

効率的・効果的な行財政の推進による
健全かつ持続可能な市政運営の実現

安全・安心に暮らせる
まちづくりの推進

協働・連携による
地域自治の確立
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2．市の将来都市像
　本市の基本コンセプト（将来像）である「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」を実
現するために、4つの将来都市像を設定し、その展開を図ります。

（1）8つの個性が光るネットワーク都市
　8つの地域を中心として多様な地域性を有することから、地域の個性と特性を最大
限に活かしたまちづくりを行います。
　8つの地域は、それぞれ生活拠点として位置づけ、地域に密着した行政需要に対し
てきめ細かな対応を行う上での拠点とします。
　これらの拠点は、交通や通信によって有機的に連携し、より細かな市民ニーズの把
握を行いながら、都市全体の均衡ある発展を目指すとともに、市としての一体的なつな
がりを強化します。

（2）自然と暮らしが調和する環境共生都市
　本地域の最大の資源である自然環境を守り育てていくため、生態系の保護や循環型
社会の構築、効率的なエネルギーシステム、景観形成、公害防止、公衆衛生基盤の整備な
ど多様な側面から環境に配慮したまちづくりを行います。
　そのため、市民の環境全般に対する理解や意識を醸成することや、環境との調和に対
して実効力のある仕組みをつくります。

（3）水と緑と太陽を活かした交流産業都市
　良好な自然環境を背景とした、米、野菜、そば、果樹、畜産物、乳製品、花きなどの多
様な農業を活かして、それに安全性や廉価性、商品性を付加し、「北杜市ブランド」化を
図ります。また、これらと観光拠点との連携を図ることにより、高付加価値の農商工業、
サービス業等が立地する交流産業都市を形成します。

（4）地域で育む生活文化都市
　地域で培われた生涯教育、芸術・ 文化、コミュニティなどの伝統を活かし、市民と行
政のパートナーシップにより、さらに高水準の福祉と文化のネットワークづくりを進
めます。
　豊富な人材を活かすことにより、歴史や生活習慣などを見直しながら、地域に根差し
た生活文化を持ったまちづくりを推進します。
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第 5 章　市の将来見通し

1．人口

（1）総人口の推計
　国立社会保障・ 人口問題研究所による将来人口推計（平成25年3月）によると、総人
口は減少の一途をたどり、平成52年には、32,880人にまで減少する見通しとなって
います。
　こうした状況に対し、平成27年度に策定された「北杜市人口ビジョン・ 総合戦略」で
は、子育て支援事業により出生率を向上させ、移住定住促進事業により子育て世代の転
入者の増加や転出者の抑制を図ることで人口減少率を抑え、平成52年には40,000人
を維持することを目指しています。
　第2次北杜市総合計画においても、観光・ 交流人口の増加を定住人口の増加に結び
付け、地域の活力向上を図るべく、魅力ある地域づくりに向けた施策に着実に取り組ん
でいきます。

　■将来人口推計

人

北杜市人口ビジョン 　　　　国立社会保障・人口問題研究所推計（H27は国勢調査の結果を反映）
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（2）年齢3区分別将来人口の推計
　年齢3区分別将来人口においても、国立社会保障・ 人口問題研究所の推計によれば、
年少人口の減少が続くほか、生産年齢人口も著しく減少するため、老年人口比率がほ
ぼ半分を占めることが予想されています。
　「北杜市人口ビジョン・ 総合戦略」においては、子育て世代への支援充実を図る中で、
特に若い世代の移住定住促進を進めていくこととしています。

　■年齢3区分別将来人口推計

（資料：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）」）
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（45.8%）

14,457
（44.0%）

老年人口（人）
（65歳以上）

16,457
（36.5%）
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2．財政

（1）合併に伴う特例措置の終了
　合併市町村に対しては、普通交付税の合併算定替えや合併特例事業債の活用など、
財政支援が合併後 15 年間措置されていますが、本市では、平成 32 年度にはこれらの
措置が終了することとなります。このことから、特例措置終了後の一般財源の減収等に
対応できる財政基盤づくりが必要となります。

　■交付税の段階的縮減

　■合併特例事業債（発行可能額340億円　発行期限平成32年度）

（2）今後の展望
　普通交付税の合併算定替えを始めとする、合併に伴う特例措置の終了や人口の減少
による財政への影響が課題となっており、今後の厳しい財政状況が予想されます。
　普通交付税の特例措置や合併特例事業債の発行など、合併に伴う財政的なメリット
を受けられる期間内に、特例措置の終了などを見据えた十分な準備を行う一方、「北杜
市人口ビジョン・ 総合戦略」に基づく少子化対策や移住定住促進などに積極的に取り
組むとともに、例えば、近い将来に大規模改修が必要となる主要施設について合併特例
事業債の活用が可能なものは前倒し実施するなど、将来の市の発展に向け、特例期間中
のメリットを最大限に活用できるよう工夫を行い、後半の期間における持続可能な財
政運営につなげていく必要があります。
　あわせて、公共施設及びインフラに関する維持・ 更新に係る経費が増大する見通し
であり、公共施設等総合管理計画に基づく施設の整理統合などを進め、これらに係る
経費をできる限り抑制する必要があります。また、上下水道事業の将来の事業継続性
や安定性を高めるためにも地方公営企業法の適用を着実に進め、業務改善を図ってい
く必要があります。
　さらに、北杜市行財政改革大綱に基づき、その着実な取組により、健全化への取組を
強化することが重要です。

合併算定替の適用期間

合併算定替えに
よる増加額
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事業費

普通交付税算入の仕組み

95%合併特例事業債
5%

一般財源
5%

一般財源

合併特例事業債の70%普通交付税措置合併特例事業債の70%普通交付税措置



20

第 6 章　まちづくりの方向と推進体制

1．8つの杜づくり
　本市のあるべき将来像を実現するため、「8つの杜づくり」をまちづくりの方向として
掲げ、取り組むこととします。

1．教育・文化に輝く杜づくり
　原体験や実体験を重視した「原っぱ教育」の更なる充実を図り、知識や教養、社会性の
習得とともに、個性や自立心、思いやりの心などを育み、心身ともに健やかで次世代を
担う人材の育成に取り組みます。また、子どもから高齢者まで誰もが学び、スポーツ
を楽しむことのできる環境を整備するとともに、ふるさと「北杜」への誇りと愛着を持
てるよう、生涯学習の充実に努めます。

2．産業を興し、富める杜づくり
　地域経済の活力を維持し、安定的な雇用の確保を図るため、新たな産業の創出や企業
誘致に取り組むとともに、地場産業の振興を充実させ、活気あふれる地域づくりにつな
げていきます。また、営農組織、新規就農者への支援や農業法人の更なる誘致など農業
振興への取組を強化し、国内有数のフードバレーである本市の優位性を活かすため宣
言した、「安全・安心 日本の台所」を推進します。

3．安全・安心で明るい杜づくり
　市民が健康で快適な生活を送ることのできる環境づくりに取り組むとともに、次
世代を担う子どもたちの成長を地域全体で支え、元気な声が響く杜づくりを進めま
す。また、高齢者、障がい者をはじめ、地域で暮らす誰もが自分らしく、生き生きと
充実した人生を送ることのできるまちを目指します。さらに、市民や地域、行政が連
携することで、地震、水害、雪害などの災害に強いまちづくりを推進するとともに、
防犯対策や交通安全対策、消費者対策の充実に努め、安全・ 安心のまちづくりを推進
します。

4．基盤を整備し豊かな杜づくり
　市民が快適に利用できるよう土地、道路、上下水道などの生活基盤の整備を進める
とともに、市民の利便性向上に向けた公共交通ネットワークのあり方を検討するなど、
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魅力あふれる都市空間や居住環境の充実を図ります。また、本市は山紫水明の地とし
て、豊かな自然環境を有しています。自然との調和を前提に景観の形成に努めます。

5．環境日本一の潤いの杜づくり
　南アルプスユネスコエコパークの登録を機に進めている世界に誇る「水の山」の基盤
となる森林や水資源の保護・ 保全に努めます。また、地球温暖化をはじめとする地球
環境問題が深刻化する中、環境負荷軽減への取組が求められています。再生可能エネ
ルギーの利用促進や省エネルギーへの取組、ごみの削減や再利用活動の推進などによ
る資源循環型社会の構築を目指します。

6．交流を深め躍進の杜づくり
　八ヶ岳観光圏や八ヶ岳定住自立圏など、地域間連携を一層強化し、交流人口の増加を
移住定住につなげるよう努めます。また、地域における住民同士の交流や国際交流及
び企業、高等学校や大学、金融機関などいわゆる産・官・学・金・労・言の連携により、
地域内外でのネットワーク強化を図り、人と地域、行政、事業者などが「つながる」交流
のまちづくりを推進します。

7．品格の高い感動の杜づくり
　世界に誇る「山岳景観」や「名水」、「日照時間」など観光資源の価値をブランド化する
ことにより、魅力ある観光のまちづくりを推進します。また、美術館などの文化施設が
集積しているほか、芸術家などの人材も豊富である強みを生かし、一流の芸術・ 文化、
スポーツなどに身近に触れることのできる機会の充実に努めます。さらに、文化財の
調査、保存等に努めるとともに、次世代に継承する活動を推進します。

8．連帯感のある和の杜づくり
　市民が主役のまちづくりを進めるためには、市民や地域、行政の協働が必要です。市
民が積極的、主体的にまちづくりに参画する風土の形成を目指します。また、地方分権
時代にふさわしい持続可能な行財政運営の確立には、健全な財政を維持するとともに、
質の高いサービスを提供することが求められます。多様化する市民のニーズや環境の
変化から生じる新たな行政課題を解決できる人材の育成に取り組むとともに、柔軟か
つ迅速に対応できる行政組織づくりを実現します。
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基本コンセプト基本コンセプト

８つの杜づくり８つの杜づくり

人と自然と文化が躍動する

環境創造都市
～水と緑と太陽の恵みを次世代に伝えるために～～水と緑と太陽の恵みを次世代に伝えるために～

自然と暮らしが調和する

環境共生都市
８つの個性が光る

ネットワーク都市

水と緑と太陽を活かした

交流産業都市
地域で育む

生活文化都市

産業を興し、
富める
杜づくり教育・文化に

輝く
杜づくり

環境日本一
の潤いの
杜づくり

基盤を整備し
豊かな
杜づくり

連帯感の
ある和の
杜づくり

安全・安心で
明るい
杜づくり

交流を深め
躍進の
杜づくり

品格の高い
感動の
杜づくり

４つの将来都市像４つの将来都市像

教育・文化に輝く杜づくり

産業を興し、富める杜づくり

安全・安心で明るい杜づくり

基盤を整備し豊かな杜づくり

環境日本一の潤いの杜づくり

交流を深め躍進の杜づくり

品格の高い感動の杜づくり

連帯感のある和の杜づくり

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

■まちづくりの展開フロー図
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基
本
構
想基本コンセプト基本コンセプト

８つの杜づくり８つの杜づくり

人と自然と文化が躍動する

環境創造都市
～水と緑と太陽の恵みを次世代に伝えるために～～水と緑と太陽の恵みを次世代に伝えるために～

自然と暮らしが調和する

環境共生都市
８つの個性が光る

ネットワーク都市

水と緑と太陽を活かした

交流産業都市
地域で育む

生活文化都市

産業を興し、
富める
杜づくり教育・文化に

輝く
杜づくり

環境日本一
の潤いの
杜づくり

基盤を整備し
豊かな
杜づくり

連帯感の
ある和の
杜づくり

安全・安心で
明るい
杜づくり

交流を深め
躍進の
杜づくり

品格の高い
感動の
杜づくり

４つの将来都市像４つの将来都市像

教育・文化に輝く杜づくり

産業を興し、富める杜づくり

安全・安心で明るい杜づくり

基盤を整備し豊かな杜づくり

環境日本一の潤いの杜づくり

交流を深め躍進の杜づくり

品格の高い感動の杜づくり

連帯感のある和の杜づくり

重
点
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

2．重点プロジェクト
　本市が掲げる将来像の実現に向けて、戦略的かつ重点的に取り組む優先的な事業につ
いて、第1次総合計画では、10年間のまちづくりの方向性を示す基本構想の中で戦略プ
ランとして位置付けていました。しかしながら、人口減少や少子高齢化が急速に進み、周
囲の環境がめまぐるしく変化している現状においては、重点的、優先的に取り組むべき施
策や事業について、適切に見直していく必要があるため、5年ごとに見直しを行う基本
計画の中に重点プロジェクトとして位置付け、全庁横断的に取り組むこととします。
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3．計画の推進に向けて

（1）推進体制
　地域の多様な生活課題やニーズに対応し、本計画を着実に実行していくためには、地
域住民をはじめ事業者、関係団体、行政など、地域を構成する様々な主体がそれぞれの
役割を果たしつつ、連携・協働していくことが重要です。
　また、本構想が対象とする範囲や施策・ 事業は多岐にわたるため、市の関係各課が横
断的な連携のもとに施策を進める必要があります。特に主要施策である重点プロジェ
クトの推進にあたっては、専門チームを立ち上げ各部・ 課・ 担当者の連絡・ 調整を図
るとともに、市民や事業者、関係団体の連携を取りながら、計画を推進していきます。

（2）PDCA サイクルによる進行管理
　総合計画に基づいて実施される施策・事業については、下図に示す PDCA サイクル
の考え方に基づき、Plan（計画）、Do（遂行）、Check（評価・ 検証）、Action（改善）
という継続的な進行管理を実施します。
　評価に当たっては、事務事業評価により効果を検証するとともに、庁内だけでなく、
市民や有識者などの参画も含めて総合的な視点を取り入れます。

　■ PDCA サイクル

計画の実施事務事業評価
による評価

計画の策定施策や事業の
見直し

DoCheck

PlanAction



基本計画
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教育・文化に輝く杜づくり

産業を興し、富める杜づくり

安全・安心で明るい杜づくり

基盤を整備し豊かな杜づくり

環境日本一の潤いの杜づくり

交流を深め躍進の杜づくり

品格の高い感動の杜づくり

連帯感のある和の杜づくり

１．学校教育の充実
２．生涯学習の充実
３．スポーツの振興

１．農林業の推進
２．商工業の振興
３．雇用対策の充実

１．健康づくりと医療の充実
２．地域福祉の充実
３．高齢者福祉の充実
４．障がい者福祉の充実
５．子育て支援の充実
６．防災対策の充実
７．消防体制・防犯対策の充実
８．交通安全対策の充実

１．土地利用の推進と居住環境の充実
２．まちづくり環境の整備
３．上下水道の整備
４．交通環境の整備

１．自然保護及び環境美化の推進
２．環境保全対策の推進
３．ごみの適正処理と減量化
４．公害防止対策の推進

１．地域連携の強化
２．移住定住の促進と
　 地域コミュニティの強化

１．観光の振興
２．文化財の保護
３．芸術・文化の振興

１．市民参画のまちづくり
２．行政推進体制の強化
３．財政の健全化

重点プロジェクト

　基本計画に掲げる施策の目標を重点プロジェクトに位置付け、重点的、優先的に取り組
むべき事業の推進を図ります。



人と自然と文   化が躍動する

環境創 造都市

～水と緑と太陽の恵みを　　次世代に伝えるために～

（１）自然環境の保全
（２）森林環境の保全
（３）南アルプスユネスコエコパークの保全と活用
（４）地域環境美化活動の充実　　
（５）ごみの不法投棄対策の強化

（１）環境保全事業の推進
（２）地下水利用の適正化　
（３）再生可能エネルギービジョンの推進　　
（４）環境教育の推進　　
（５）地球温暖化防止に向けた活動の推進　　
（６）動物愛護の啓発

（１）一般廃棄物処理基本計画の推進　　
（２）リサイクルの推進　　
（３）災害廃棄物処理計画の推進

（１）公害防止に関する体制づくり　　
（２）市民や事業者への啓発活動

環境日本一の
潤いの杜づくり

自然保護
及び

環境美化
の推進

環境保全
対策
の推進

ごみの
適正処理
と減量化

公害防止
対策
の推進

（１）産官学金労言 連携交流の推進　　
（２）八ヶ岳定住自立圏の推進
（３）地域間交流や国際交流の推進

（１）総合戦略の推進
（２）移住定住に向けた支援策の充実　　
（３）若者の出会いの場の創出

交流を深め
躍進の杜づくり

地域連携
の
強化

移住定住
の促進と

地域コミュニティ
の強化

（１）農地の保全と農業生産基盤の整備　　
（２）特色ある農業・農村づくりの促進　　
（３）北の杜フードバレーの推進
（４）健全な森林の育成と林道の整備

（１）地域商業の活性化
（２）工業の活性化と企業の振興　　
（３）企業誘致活動の推進

（１）就業・就職への支援　　
（２）労働関係の情報収集と提供

 産業を興し、
富める杜づくり

農林業
の
推進

商工業
の
振興

雇用対策
の
充実

（１）原っぱ教育の推進　
（２）学校教育環境の向上　　
（３）中高一貫教育の推進

（１）生涯学習の推進
（２）公民館活動等の支援　　
（３）図書館の利用促進
（４）社会教育の充実
（１）生涯スポーツの充実　　
（２）子どもの体力づくりの推進　
（３）東京オリンピック・パラリンピック
 の合宿誘致によるスポーツの振興

教育・文化に
輝く杜づくり

学校教育
の

充実

生涯学習
の
充実

スポーツ
の
振興

（１）健康づくりの推進
（２）地域医療の充実　　
（３）出産体制の支援
（４）医療保険制度の安定的な運営
（１）地域福祉計画の推進
（２）地域の見守り体制の強化
（３）生活困窮者自立支援の強化　
（４）地域福祉の担い手の育成

（１）ほくとゆうゆうふれあい計画の推進
 と介護保険サービスの充実　　

（２）介護予防・生活支援の推進　　
（３）在宅高齢者福祉の充実

（１）障害者計画の推進　　
（２）障がい者（児）福祉サービスの充実
（３）障害者総合支援センターにおける
 相談体制の強化

（４）障がい者（児）の社会参加及び就労支援

（１）子ども・子育て支援事業計画の推進　　
（２）包括的な子育て支援の充実　
（３）保育園充実プランの推進
（４）幼児期教育の推進
（５）ひとり親家庭への支援　
（６）子育て世代の住まいづくりへの支援

（１）地域防災計画の推進　
（２）地域防災体制の強化　
（３）治山・治水、河川整備の推進

（１）消防体制の整備
（２）消防施設・設備等の整備 
（３）消費者保護の充実

（１）交通安全の推進
（２）交通安全施設の整備

安全・安心で
明るい杜づくり

健康づくり
と

医療の充実

地域福祉
の
充実

高齢者福祉
の
充実

障がい者
福祉の
充実

子育て支援
の

充実

防災対策
の
充実

消防体制・
防犯対策の
充実

交通
安全対策
の充実

品格の高い
感動の杜づくり

観光
の
振興

文化財
の
保護

芸術・文化
の

振興

（１）秩序ある土地利用の推進
（２）市営住宅総合活用計画・
 長寿命化計画の推進　　

（３）一般住宅耐震化の推進

（１）まちづくりに向けた市民参画の促進
（２）市街地整備の推進
（３）景観形成の推進　　
（４）空き家等対策計画の推進

（１）地方公営企業法の適用による
 持続可能な上下水道事業の推進　　

（２）浄化槽整備の推進　
（３）し尿処理と衛生施設の管理

（１）広域幹線道路整備の促進
（２）市内道路網の整備　
（３）道路除雪体制の充実
（４）公共交通の整備

基盤を整備し
豊かな杜づくり

土地利用の
推進と
居住環境
の充実

まちづくり
環境の
整備

上下水道
の

整備

交通環境
の

整備

（１）幅広い市民意見の集約
（２）情報公開の推進　　
（３）広報活動の充実　　
（４）市民との協働によるまちづくりの推進　
（５）男女共同参画ほくとほほえみ夢プラン
 の推進

（１）行政経営の合理化
（２）行財政改革の推進　　
（３）人事管理の適正化　　
（４）公共施設等総合管理計画の推進

（１）健全な財政の確立　
（２）市税等の適正賦課及び収納率向上と
 負担の公平化の実現 

（３）事務事業の見直しと民営化、
 民間委託の推進

連帯感のある
和の杜づくり

市民参画
の

まちづくり

行政推進
体制の
強化

財政
の

健全化

１章

2章 5章

7章

8章

6章

4章

3章

（１）特色ある観光資源の活用
（２）八ヶ岳観光圏の推進
（３）南アルプスユネスコエコパークを
 活用した観光の振興　　

（４）世界に誇る「水の山」の推進　
（５）受け入れ体制の充実

（１）指定文化財等の保護
（２）文化財の情報発信

（１）芸術・文化を育む活動の充実
（２）一流の芸術・文化の提供

第２次北杜市総合計画　前期基本計画体系図 [ 平成29 ～ 33年度 ]
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教育・文化に輝く杜づくり

第1章

杜
づくり

８つの８つの
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1.学校教育の充実

現状と課題

　本市ではこれまで、豊かな自然や人材、文化施設等、地域の資源を十分に活用した原体
験や実体験を重視した教育である「原っぱ教育」を提唱し、心身ともに健康で郷土愛あふ
れる人づくりを目指す取組を実践してきました。本市の特色である「原っぱ教育」を、引
き続き推進し、「夢を持ち 未来を切り拓く 心身ともにたくましい 北杜の子ども」づくり
を目指しています。
　一方、児童生徒数の減少等を背景に、「北杜市立小中学校適正配置実施計画」に基づき、
小中学校の適正配置を進めてきました。小学校については、合併時の15校が平成28年
度末現在では11校になっており、今後、平成31年度に開校する「高根地区統合小学校」の
統合をもって、当面の間は、現状の小学校配置を維持します。中学校については、将来を
見据えて学校規模や教育環境について検討を行っていくことが必要です。
　なお、学校施設については、大規模改修や耐震改修から年数が経過している施設も多
く、改修や修繕箇所が増加しており、計画的な整備や維持補修等が課題となっています。
　また、安全・ 安心な学校給食の実施や、登下校時の効率的で安全な通学手段の確保等、
学校教育環境を整えていくことが必要です。
　県下公立学校で唯一、中高一貫制を導入している北杜市立甲陵高等学校においては、
スーパーサイエンスハイスクール（SSH）※の指定校として中高が連携し、各種の課題に
取り組む中で、コミュニケーション能力や表現力に優れ、人と積極的に関わりを持つ生
徒の育成に努めてきました。その成果が学力のみならずスポーツや文化の面でも現れて
います。

※　スーパーサイエンスハイスクール（SSH）　
文部科学省の指定を受け、高等学校等において、先進的な理数教育を実施するとともに、大学との共同研
究や、国際性を育むための取組を推進すること。また、創造性、独創性を高める指導方法、教材の開発等の
取組を実施すること。
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主要施策

1.　原っぱ教育の推進

　確かな学力の育成、豊かな心と健やかな身体の育成、郷土を愛し未来を切り開く人材の
育成を重点目標とした「原っぱ教育」の更なる推進を図り、知性に富み、心身ともに健康
で、郷土愛にあふれる人材の育成を目指します。また、家庭・学校・地域が連携した教育
を推進し、いじめや不登校等の児童生徒の心の問題に対応するための支援を強化すると
ともに、ICT 教育※や道徳教育、個性や才能を伸ばす教育指導の充実に取り組みます。
　さらに、外国語教育や国際交流を推進する中で、国際感覚の豊かな人材の育成を目指し
ます。
　また、未来を担う児童生徒の健やかな体の成長に大切な教育ファーム事業や地域の農
畜産物等を取り入れた学校給食の実施等、食育・地産地消の取組を推進します。

2.　学校教育環境の向上

　小学校については、「北杜市立小学校施設中長期保全化計画」に基づき、施設の中長期
的な整備等を行います。
　中学校については、学校規模や教育環境の検討を行っていくとともに、施設の整備等を
図ります。
　高等学校については、施設の計画的な維持補修等を実施します。
　さらに、情報活用能力の育成やより良い授業環境の構築を図るため、ICT 教育の環境
整備を図ります。
　また、児童の登下校時の安全確保のため、スクールボランティア等を引き続き配置し、
巡回指導等を行います。児童生徒の通学手段として、効率的で安全なスクールバスの運
行等に努めます。

3.　中高一貫教育の推進

　中学校と高等学校の6年間の中で、計画的、継続的な教育課程を展開することにより、
生徒の個性や創造性を伸ばすため、甲陵中学・高等学校の中高一貫教育を継続します。
　また、SSH の成果を活かした教育に取り組むほか、生徒が切磋琢磨し、学力や精神力、
豊かな人間性の育成等の向上が図られるような環境を整備します。

※　ICT 教育　
時間的・空間的制約等を解消する手段として、ICT（情報通信技術）であるパソコンやタブレット等を活
用し、多様な学習機会を創出する教育のこと。

基
本
計
画

第
１
章
　
教
育
・
文
化
に
輝
く
杜
づ
く
り
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2.生涯学習の充実

現状と課題

　本市では、生涯学習の取組として、市民一人ひとりの学習意欲を高め、ライフステージ
に応じて学び続けることができる生涯学習環境の構築を目指し、様々な学習の機会を提
供してきました。
　一方、新たな受講者の掘り起しや、大勢の市民に参加してもらえる学習講座の開催が課
題となっており、多様化、高度化する市民ニーズを把握する中で、魅力ある学習講座づく
りが必要となっています。また、学校現場における「原っぱ教育」が定着してきた中で、地
域と連携した新たな学習の場へ発展させることが必要です。
　公民館分館は、地域住民の学習活動や文化・ レクリエーション活動の拠点として重要
な役割を担っており、引き続き必要な支援を行っていく必要があります。
　市内8つの図書館では、どの図書館でも貸出・ 返却できるシステムや、学校図書館シ
ステムとのネットワーク化等により、市民が利用しやすい環境を整備してきました。今
後も、県内の図書館や八ヶ岳定住自立圏を構成する近隣町村の図書館との連携を推進し、
より良い読書環境づくりに努めていく必要があります。
　社会教育については、「北杜市生涯学習計画」に基づき各種事業を展開するとともに、
社会教育委員が地域住民と行政とのパイプ役として社会教育施策の充実に努めてきまし
た。今後も、社会教育委員が中心となって社会教育の意味や生涯学習社会構築の必要性
について協議し、意見や考えをまとめながら施策に反映していくことが必要です。
　また、安全で安心して利用できる社会教育施設の環境整備に努める必要があります。
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主要施策

1.　生涯学習の推進

　「北杜市生涯学習計画」に基づき、市民の学習に対するニーズを把握し、各種講座や教室
など様々な学習機会を提供していきます。また、学習講座の企画段階から市民が参画す
ることによって、交流や学習をすることの楽しさや、地域社会の課題解決に携わることの
喜びなどを感じられるとともに、地域の自主的な活動グループの育成や支援等を図りま
す。
　また、「原っぱ教育」が定着してきた中で、地域の人材を活用し、世代間の交流を発展さ
せた新たな学びの場の創出を図ります。

2.　公民館活動等の支援

　公民館分館には、地域活動の拠点として、地域連帯意識の形成に資する積極的な役割が
期待されることから、公民館分館における、市民ニーズに即した公民館活動等を支援しま
す。

3.　図書館の利用促進

　生涯学習の拠点である図書館を市民の誰もが利用しやすく、地域コミュニティの場と
しても活用できるよう、各館の特色を活かした図書館運営を行います。
　近隣自治体の図書館や学校図書館との連携により、図書館利用を促進する取組を進め
るほか、ボランティア活動の活性化を図り地域に根ざした図書館づくりに努めます。
　また、貴重な資料を多くの人が利用できるよう、デジタルアーカイブ※の活用に努めま
す。

4.　社会教育の充実

　社会教育委員会議における研修や研究、調査機能等を強化するとともに、地域活動や各
種事業への参加、市民意識調査等を通じた的確な社会教育の計画づくりを進めます。
　また、青少年健全育成に向けた教育や家庭における教育の取組等、社会教育を行う上で
の推進体制を充実させることにより、多くの市民が各種活動に参加できるよう努めると
ともに、社会教育の拠点となる施設環境の整備等に努めます。

※　デジタルアーカイブ
有形・無形の文化資源（文化資材・文化的財）等をデジタル化して保存等を行うこと。
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現状と課題

　本市では、「北杜市生涯スポーツ推進計画」に基づき、事業の実施や体育施設の適切な
管理や運営等、市民が、いつでも、どこでもスポーツを気軽にできる環境整備に努めて
います。
　また、全国的に子どもの運動離れが進み、体力の低下が懸念されている中、本市におい
ても学校生活に限らず、子どもが継続して各種スポーツに取り組む機会を通して体力の
向上を推進する必要があります。
　さらに、2020（平成32）年に開催される東京オリンピック・パラリンピックに向けて、
本市においても選手団の合宿誘致を行うことで、市施設を有効活用することにより、一流
のスポーツ選手と触れ合える機会の創出に取り組むなどスポーツの振興を積極的に推進
する必要があります。

3.スポーツの振興
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主要施策

1.　生涯スポーツの充実

　市民の親睦や交流、健康増進を図るため、各種指導者の養成や選手の育成を行うととも
に、市民のスポーツ活動やレクリエーションの機会を拡充することにより、生涯スポーツ
の振興に努めます。
　また、社会体育施設の環境整備等に努めます。

2.　子どもの体力づくりの推進

　一流選手によるスポーツ教室などを通して、子どもに体を動かすことの楽しさを体感
させ、スポーツへの興味を引き出し、参加を促すことで体力の向上を図っていきます。
　また、スポーツ少年団の指導者の育成等を支援し、子どもの体力づくりの推進を図っ
ていきます。

3.　東京オリンピック・パラリンピックの合宿誘致によるスポーツの振興

　東京オリンピック・ パラリンピックの開催に伴い、選手団の合宿誘致に取り組むこと
により、一流スポーツ選手との交流を通じて市全体のスポーツ振興を図ります。
　また、合宿誘致後の市営施設については、スポーツやレクリエーション等の場として
より一層の利用促進を図ります。
　なお、民営の施設については、民間との共催によるイベント等を通して競技の普及を
図っていきます。
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産業を興し、富める杜づくり

第2章

杜
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1.農林業の推進

現状と課題

　豊かな水資源や、日本一の日照時間、首都圏からの近さという好立地を背景として、市
内に農業法人が24社（平成28年度現在）進出するなど、本市は日本で有数の農業法人の
参入地となっています。今後も担い手農業者への農用地の集積と優良農地の保全のため、
農業生産基盤の整備や長寿命化が求められています。
　一方、農業を取り巻く環境として、近年は農畜産物の販売価格低迷や農地の遊休化、農
業者の高齢化や後継者不足、農業人口の減少が深刻な状況になっています。新規就農者
及び営農組織の育成や市内農畜産物の販路拡大等を図るとともに、市民農園、観光農園等
の農地の多様な活用、特産品の開発やブランド化を推進するなど、時代のニーズに応じた
対策が必要となっています。また、現代社会においては、毎日、安心して食することがで
きる健やかな暮らしが求められていることから、本市の恵まれた自然環境のもと生み出
された「安全な食」を国内外にアピールするため、平成26年11月に「安全・ 安心 日本の
台所 北杜市」宣言を行いました。食の安全・ 安心や食育推進の観点から、地産地消にか
かる取組を更に展開していくため、農畜産物の安定的な確保と農家からの調達ルートの
確立が必要となっています。さらに、農作物への鳥獣害対策として、増加するニホンジカ
等の捕獲頭数を増やすとともに、今後は、捕獲した鳥獣等をジビエ※として加工や販売等
に利活用する必要があります。これらを踏まえて、将来的には生産者や食品加工・ 販売
業者等のネットワークづくりを進め、新たな産業の振興により地域の活性化を図ること
が重要となっています。
　本市には、未整備の森林が多数存在しており、アカマツ林、広葉樹林等を中心とする里
山は、松くい虫被害の継続的な発生、薪炭利用の低下による枯損木の放置など荒廃が進ん
でいます。水源涵養や国土保全、生物多様性の保全等、森林の有する多面的機能を高度に
発揮していくためには、「北杜市森林整備計画」に基づく、森林の整備や保全が必要です。
また、林道については、間伐等の適切な森林整備に不可欠であるため、既設林道の改良や
維持管理を中心に整備を行っていく必要があります。

※　ジビエ
狩猟によって、食材として捕獲された野生の鳥獣のこと。主にフランス料理での用語で、主に畜産との対
比として使われる。
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主要施策

1.　農地の保全と農業生産基盤の整備

　これまで進めてきた農道や水路等の農業生産基盤については、補修・ 更新等により長
寿命化を図るとともに、地元のニーズを把握した上で、土地改良事業を推進します。なお、
小規模な農道等については、地元主体で行う整備活動を支援します。
　また、担い手農業者の耕作地を確保するため、遊休農地の解消に取り組むとともに、あ
る程度連担する農地については、農業法人が参入する営農地として活用できるよう推進
していきます。

2.　特色ある農業・農村づくりの促進

　市内農畜産物の特産品の開発やブランド化の推進を図るとともに、当地域の基幹作物
の水稲については、地理的表示 (GI) 保護制度※等の認証制度を積極的に活用し県内外へ
情報発信します。
　また、就農者の確保や育成、生産者グループの育成や支援、営農組織の育成や法人化を
促進するため、新規就農者や規模拡大希望農家等を積極的に支援するとともに、消費者の
ニーズに応えた有機栽培など環境に配慮した農産物の生産振興と流通を促進するための
取組を進めます。
　さらに、地産地消を推進するため、生産者と消費者双方の身近な直売活動の支援や地
域の農畜産物等の消費拡大に取り組むなど、生産者、消費者、食品産業事業者等のネット
ワークづくりを総合的に推進します。あわせて、学校給食等における地域の農畜産物等
の利用拡大を推進し、地域に根ざした支援を行っていきます。
　農作物への鳥獣害対策については、地域ぐるみの追払い活動や防除への支援を行うと
ともに、捕獲者等の育成支援を図るなど積極的に推進します。
　また、捕獲による鳥獣を有効活用するため、ジビエの消費拡大に取り組みます。

※　地理的表示 (GI) 保護制度
地域には長年培われた特別な生産方法や気候・風土・土壌などの生産地の特性により、高い品質と評価
を獲得するに至った産品が多く存在し、これら産品の名称 ( 地理的表示 ) を知的財産として保護する制
度のこと。
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3.　北の杜フードバレーの推進

　市内の農業従事者、営農組織、農業法人等、農業に携わる事業者に加え、食に関連した流
通、加工、販売事業者等が連携し、新たな産業を興し地域を活性化する中で「安全・ 安心 
日本の台所 北杜市」から全国に食の安全・ 安心を届ける「北の杜フードバレー※」の構築
に向けた取組を推進します。

4.　健全な森林の育成と林道の整備

　森林の荒廃を防止するため、「北杜市森林整備計画」に基づき、森林所有者の自主的な
森林整備を支援するほか、林業事業者等との連携による森林整備を推進します。
　また、「世界に誇る『水の山』」宣言の主旨を踏まえ、清らかな水環境を生み出す水源涵
養のために森林の適正管理を推進するとともに、森林整備に対する理解を深めるための
講座等を開催します。
　なお、松くい虫被害の対策については、将来的な被害発生を軽減するため、樹種転換等
の対策を進めます。
　さらに、林業で排出される未利用材の利活用策等を進めていきます。
　また、林道については、改良や維持管理を中心とした整備を図ります。

※　フードバレー
アメリカのコンピューター産業の集積地「シリコンバレー」に由来する、食の集積地という意味合いの造
語。
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2.商工業の振興

現状と課題

　本市は、広範囲な地域であるとともに個々の地域特性が強く、商圏域が分散していると
いう特徴があります。その中で、特産品等の商品販売促進のイベントや商店街魅力再生
事業等、本市の商業・ 商店街の活性化に向けた取組がなされています。しかし、近年は消
費者のニーズの多様化、大規模店の進出等により、中小小売業者を取り巻く環境は非常に
厳しいほか、商店経営者の高齢化が進み、後継者不足が深刻な問題となるなど、商店街及
び商店の衰退が著しい状況にあります。今後は、人が集まり賑わい、活気にみちた商店街
を形成していくために、商業者の自助努力を促進し、個店の魅力を高めるための支援や指
導を強化するとともに、後継者の育成を図り、地域の特色を活かした商業の活性化を推進
する必要があります。
　工業については、今後は、新たな商品開発や販路開拓等を進める企業に対する支援等に
より、活性化を推進する必要があります。また、市内で事業を営む企業の振興を図るため、
異業種交流を行うことによって共に助け合い、学びあい、お互いが健全に発展できる機
会を創るとともに、地域社会に貢献していくことを目的とした北杜市企業交流会を引き
続き支援していく必要があります。
　本市では、市内の既存事業者に関連した事業を営む企業等や、本市の特色である豊か
な自然を活かせるような環境にやさしい企業等の誘致を積極的に展開するほか、ベン
チャー企業の創出及び育成を図っていく必要があります。
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主要施策

1.　地域商業の活性化

　多様化する消費者の買い物動向に対応した商業の振興を図るため、商店街の活性化、商
工会を通じた商業振興、地域に密着した商業活動、農商工連携の促進等を支援するととも
に、事業者の経営強化と個店の魅力向上のための店舗づくりや、多様な販売促進活動の支
援等を図ります。

2.　工業の活性化と企業の振興

　市内企業等が取り組む新たな商品開発や販路開拓等を支援するとともに、市内で新た
に創業する事業者を支援し、工業の活性化を図ります。
　また、北杜市企業交流会の活動を支援するほか、市内企業の要望集約や人材育成の支援
等を行うとともに、企業ガイドブックや市ホームページ等を活用し、就労希望者に市内企
業を広く紹介し、企業の振興を図ります。

3.　企業誘致活動の推進

　企業の進出や設備投資等に関する情報を収集し、本市の特性を活かした誘致活動を積
極的に展開します。
　また、誘致が可能な土地や空き工場に関する情報等を収集し、立地希望企業へ紹介する
など、誘致活動を推進します。
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3.雇用対策の充実

現状と課題

　本市では、「北杜市定住促進就職祝金支給制度」により、U ターンや I ターンによる若
者の定住を促すとともに、就業者等が入居できる賃貸物件の整備や、雇用マッチングの機
会創出を目的とした就職ガイダンスの充実等により、雇用の促進に向けた取組を行って
きました。
　そうした中、地域内では事務系の求職が多く、企業側では技術者等の人材を求めている
ことから、ミスマッチが起こっている状況が見受けられ、公共職業安定所等と連携して
労働関係の情報収集を行うなど、雇用機会の拡大を図ることが求められています。
　さらに、少子高齢化と人口減少が進行している状況にあっては、労働力人口の減少、地
域産業の担い手不足、地域経済の衰退も懸念されており、こうした課題を解決するため、
地域資源や地域特性を活かして、雇用創出や人材育成等に積極的に取組むことが必要に
なっています。
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※　実践型地域雇用創造事業
内閣府が認めた地域再生計画に基づく厚生労働省の委託事業。「農業」、「商工業」、「観光業」を重点分野
として、北杜市と地域経済団体等からなる「北杜市雇用創造協議会」が事業主体となって取り組む、雇用対
策。

主要施策

1.　就業・就職への支援

　市内企業に勤務する就業者の住環境の充実を図るとともに、若者をはじめ、女性や高年
齢層に対する企業情報の提供や、企業の就労者に対する人材育成等の支援を強化し、雇用
の安定促進を図ります。
　さらに、「実践型地域雇用創造事業」※を活用し、市内の様々な業種において、経営力強
化に係る支援や地域求職者に対する企業の人材ニーズに応じた育成メニューの提供、合
同就職面接会等に取り組み、若者の定着や女性の活躍に資する安定的な雇用創出を図る
とともに、魅力ある職場環境づくりや多様な働き方の普及なども進めていきます。

2.　労働関係の情報収集と提供

　公共職業安定所をはじめ、関係機関や企業との連携を密にして、求職や求人の情報収集
と提供に努め、雇用機会の拡大を図ります。
　また、市内企業と就労希望者とのマッチング機会を創出するため、就職ガイダンスを開
催するほか、学校と連携したインターンシップ等への取組を支援します。
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1.健康づくりと医療の充実

現状と課題

　近年、高齢化、医療の高度化等による医療費の増加が大きな問題となっており、予防を
中心とした健康づくりや疾病の早期発見・早期治療の重要性が高まっています。
　本市では、生活習慣病やメタボリック症候群の予防対策として、食生活や運動を中心と
した健康教室を開催してきました。また、疾病の予防や早期発見を目的とした総合健診
や人間ドックを実施しており、受診率は県内でも高い水準にあります。
　健康づくりの推進には、市民の健康に対する意識付けが重要であり、若者から高齢者ま
で幅広い世代が主体的に健康づくりを行える取組を推進する必要があります。あわせて、
より多くの市民が総合健診を受けられる体制の整備や、食育の推進等の「安全・安心な食」
を健康づくりに活かす必要があります。
　また、現代社会の傾向として、生活環境や家族形態の多様化により、悩みや不安、スト
レスを感じながら生活している人が増えており、こころの健康の保持増進が重要となっ
ています。
　地域医療については、いわゆる「団塊の世代」が75歳以上となる「2025年問題」を見
据えた対応が急務となっています。また、住み慣れた地域で適切な医療や介護が受けら
れる「地域包括ケアシステム」の構築が求められています。
　本市では、「北杜市立病院改革プラン」に基づき、医療体制の充実を図ってきました。
しかし、慢性的な医師不足は解消しておらず、医師や看護師等医療スタッフの更なる確保
に努める必要があります。また、県の「山梨県地域医療構想」に基づく病床機能の転換へ
の対応や在宅医療の充実等、地域医師会との連携を図りながら地域医療の体制整備に努
めていく必要があります。地域の医療ニーズに対応するため、特定診療科等の診療所の
開設に対する助成を実施し、新たに小児科の診療所や助産所が開設されています。
　本市の国民健康保険の運営は、高齢化等による医療費の増加や被保険者数の減少等に
より、厳しい状況にあります。今後も、医療保険制度を堅持するため、総合健診の受診率
の向上をはじめ、健康増進事業、保険税（料）の収納率向上等を継続的に実施する必要があ
ります。また、平成30年度からは国民健康保険制度の財政運営の責任主体が市町村から
県に移管されるため、円滑に移行するための準備を進めていく必要があります。
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主要施策

1.　健康づくりの推進

　発病を予防する一次予防を推進するため、健康づくり推進協議会を中心に保健福祉推
進員や食生活改善推進員等の地域組織の育成等を行い、保健師等の専門職による健康相
談や健康教育の実施、個人に合わせた生活習慣の改善や運動習慣の確立等の健康づくり
活動を推進します。
　「北杜市健康増進計画」に基づき、生活習慣病の予防に関する取組を重点的に行います。
がん検診や特定健診等の受診率の向上を図るとともに、疾病の重症化、感染症等の予防対
策を推進します。
　「北杜市食と農の杜づくり推進計画（北杜市食育推進計画）」に基づき、安全・安心な食
の普及啓発を推進するとともに、食生活改善推進員、栄養士、保健師が連携し、望ましい
食生活の実践を促進します。また、農業が持続的に発展する豊かで住みよい地域づくり
により、市民の健康な暮らしを支える取組を推進します。
　また、こころの健康づくりの重要性について普及啓発を進め、相談ができるようサポー
ト体制の充実を図ります。

2.　地域医療の充実

　医師・看護師等医療スタッフの確保、育成に努めるとともに、市立病院及び市立診療
所の経営の健全化、市民に提供する医療体制の充実に努めます。
　住み慣れた地域で、安心して適切な医療や介護が受けられるよう「地域包括ケアシステ
ム」の構築に取り組みます。
　また、在宅医療、救急医療や災害医療等の医療ニーズの多様化に対応するため、地域医
師会と連携を図り地域医療の充実を推進します。

3.　出産体制の支援

　安心して出産ができるように助産師等による相談支援の充実や出産施設等開設支援を
図ります。

4.　医療保険制度の安定的な運営

　健康保険制度を堅持するため、保険給付の適正化や、医療費の抑制につながる健康維持
等の事業を引き続き実施します。
　また、税率の見直しや収納率の向上に努め、国民健康保険制度、後期高齢者医療制度の
健全な運営を図ります。
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2.地域福祉の充実

現状と課題

　近年、少子高齢化の進展、地域コミュニティの希薄化、価値観の多様化、福祉の担い手の
不足、生活困窮者の増加、子どもの貧困問題等、地域における福祉ニーズは複雑かつ多様化
しています。
　このような社会状況の下、本市では、ひとり親世帯、障がい者、生活保護受給者等への
就労を支援するため「ほくとハッピーワーク※１」を設置し、就労と福祉を結び付けた先進
的な取組を行っています。また、民間事業者と連携し地域住民を見守る「あんきじゃん
ネットワーク事業※２」にも取り組んでいます。
　今後は、市民一人ひとりの『幸せな暮らし』を支えていけるように、市民、地域の団体や
機関、行政等の地域全体がネットワークをつくり、「地域ぐるみの福祉」を一段と推進し
ていくことが必要です。
　そのために、地域福祉の担い手の育成や多様化する福祉課題に対応するため、行政や
地域住民、関係団体と連携を図りつつ、地域や個々の状況に応じたコーディネートをし
ていくとともに、「地域のつながり」を強化していく取組が求められています。

※１　ほくとハッピーワーク
北杜市と山梨労働局・韮崎公共職業安定所が一体となって、ひとり親世帯、障がい者、生活保護受給者、
若年世代等から相談を受け、それぞれの希望に応じながら就労を支援する窓口。

※２　あんきじゃんネットワーク事業
「あんきじゃん」とは、甲州弁で「安心だね」という意味。
地域の中で活動する新聞事業者、郵便局、宅配業者、金融機関等の民間事業者の方に、通常の業務の中で
地域の高齢者、障がい者、孤立の恐れのある方等の家庭を訪問した際に、異常を感じた時は市へ通報し
てもらう取組。
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主要施策

1.　地域福祉計画の推進

　「北杜市地域福祉計画」に基づき、誰もが安心して暮らせる住民参加と支えあいの福祉
のまちづくりを推進します。
　高齢者、障がい者、児童等への福祉施策を基本として、地域のコミュニティの中で、人
と人とのつながりを大切にし、助けたり、助け合ったりとお互いの関わりを意識して築き
上げていくことに取り組んでいきます。

2.　地域の見守り体制の強化

　本市では、古くから相互扶助により、地域の人々が協働して、地域課題の解決を行うこ
とが多くありました。今後、人口減少や高齢化等が地域の中で進行すると、地域の付き
合いが希薄となり、孤立する世帯や地域も多くなると考えられます。
　現在は、民生委員・児童委員、あんきじゃんネットワーク、地域住民等による地域の
見守りを行っていますが、社会福祉法人、ＮＰＯ法人、医療機関、介護事業者等による地
域内外の様々な担い手と連携して、見守り体制の強化に努めます。

3.　生活困窮者自立支援の強化

　私たちの一生の間には、様々な事情で生活に困ることがあります。自分たちの力だけ
では、問題を解消し生活を続けて行くことが難しいこともあり、相談支援、就労支援、家
計相談支援等の取組により、日常生活の自立、社会生活の自立、経済的な自立につなげ
ます。
　また、困窮が連鎖しないよう、子どもの未来に希望が持てるよう支援します。

4.　地域福祉の担い手の育成

　「北杜市地域福祉計画」に基づき、「自助」、「共助」、「公助」を適切に組み合わせた地域
社会を実現するため、ボランティアや関係団体との連携、公的なサービスの的確な提供
により、地域社会が円滑に機能するように取り組みます。このため、「地域のつながり」
を強化するとともに、ボランティアへの支援や養成を通じて、地域福祉を支える人材を
育成することに努めます。
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3.高齢者福祉の充実

現状と課題

　本市の高齢化率は35.7％（平成28年4月1日現在）となり、全国平均の26.7％（平成
27年統計）と比較しても非常に高くなっています。一方で、本市には「元気高齢者」が多
く、要介護認定率は10.1％で、全国平均の17.9％と比較して低い水準となっています。
さらに、平成18年度末の要介護認定率の12.9％から2.8ポイント低下しています。こ
れは、介護予防に重点をおいた諸施策の実施や全国に先駆けて取り組んだ介護予防・日
常生活支援総合事業の効果とも考えられます。
　しかしながら、いわゆる「団塊の世代」が後期高齢者になる2025（平成37）年には、本
市の高齢化率は41.1％に上がり、そのうち後期高齢者は56.6％を占めると推計されて
います。また、近年は生活に困窮している高齢者や独居高齢者が増加しており、高齢者の
ニーズも多様化しています。そのため、ボランティア、NPO等、多様な事業主体による
介護予防・生活支援サービスの提供体制を支援していくとともに、高齢者の社会参加を
通じた住民主体の地域づくりを推進していくことが必要です。
　また、国の調査によると2025（平成37）年には、65歳以上の高齢者の約5人に1人が
認知症高齢者になることが見込まれており、認知症への理解を深めるための普及啓発を
より推進していくことが必要です。
　高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能力に応じ自立した日常生活を営
むことができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が包括的に確保される「地域
包括ケアシステム」の構築が求められています。

主要施策

1.　ほくとゆうゆうふれあい計画の推進と介護保険サービスの充実

　介護を必要とする高齢者の日常生活を支えるために、介護保険制度を円滑に運営して
いくことが必要であり、必要量に応じた介護サービスを切れ目なく提供していくため、
「ほくとゆうゆうふれあい計画（北杜市老人福祉計画・介護保険事業計画）」に基づき、計
画的な事業展開を図ります。
　要介護・要支援状態となっても、必要な介護サービスを自らの選択で利用でき、可能な
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限り自立した日常生活を送ることができるよう、介護サービスの充実、制度の安定的運営
の確保を図るとともに、介護保険制度の改正等に対する的確な対応や相談体制の強化に
努めます。
　また、高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、市民のニーズ等を反
映した地域密着型サービスの一層の充実と適正な配置を推進します。

2.　介護予防・生活支援の推進

　高齢者が健康かつ活動的であり、生き生きと自立した生活を送れるよう、介護予防や生
活支援への取組を推進していきます。
　高齢者自らが介護予防事業の担い手となり、社会的な役割を持つことを支援し、生きが
いをつくることで介護予防につなげるとともに、住民が主体となり地域の身近な場所で
行う高齢者の通いの場の展開を支援することで地域における介護予防の取組を拡大して
いきます。
　認知症地域支援推進員や認知症初期集中支援チームの活動を中心として、認知症高齢
者や家族への適切なサービスの提供を推進するとともに、関係機関と連携強化を図りな
がら認知症に関する理解を深めるための普及啓発を行います。
　高齢者等の在宅生活を支えるため、生活支援コーディネーター※１（地域支え合い推進
員）と協議体※２により、新しい生活支援サービスの創出やボランティア等の担い手養成、
地域資源の開発やネットワーク化等を推進し、生活支援サービスの提供体制の構築を推
進します。

3.　在宅高齢者福祉の充実

　高齢者が安心して在宅生活を送ることができるよう、地域包括支援センターを中心と
した包括的支援の充実を図るとともに、適切なサービスの提供や環境の整備を推進しま
す。あわせて、介護を行っている家族に対する支援を行います。
　高齢者が疾病を抱えていても、在宅で療養し、自分らしい生活を続けられるよう、地域
における医療・介護関係機関の連携を推進することで、包括的かつ継続的な在宅医療や
在宅介護の提供を推進します。

※１　生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）
地域において、主に生活支援サービスの資源開発や協議体の構築について調整を行う人。

※２　協議体
ここでいう協議体とは、生活支援コーディネーターと介護予防・生活支援サービスの提供主体等が参
画し、定期的な情報共有及び連携強化の場として、中核となるネットワークのこと。
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4.障がい者福祉の充実

現状と課題

　近年、障がい者の自立と社会参加を推進するため、国の法制度が改正され、障がい者福
祉における地域の役割がより重要になってきています。
　本市では、障がいのある人もない人も、共に生き生きとした人生を送ることができる地
域社会の実現を目指しています。そのため、関連する法制度の改正等にいち早く対応す
るとともに、「北杜市障害者総合支援センター（かざぐるま）」を設置し、専門的な相談や
権利擁護に関する総合的な支援を行っています。障がい者が地域において自立した日常
生活や社会生活を営むことができるようにするために、個々のニーズに応じた多様な支
援を効果的かつ効率的に組み合わせて実施しています。
　また、障がい者に対する権利擁護、虐待の防止や差別の解消について、地域の理解を高
めることにも取り組んでいます。
　障がい者を支援する家族が不安や悩みを抱えているケース、家族や団体の高齢化等、支
援する側を支える取組も求められています。そのため、相談体制の充実や支援者が交流
できる場を創出するなど、支援者を手助けする環境整備を進める必要があります。
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主要施策

1.　障害者計画の推進

　「北杜市障害者計画」に基づき、障がい者が自立して生活できることを支援するため、
暮らしへの支援、健やかな育ちへの支援、社会参加への支援に取り組みます。

2.　障がい者（児）福祉サービスの充実

　障がい者（児）が、その有する能力や適性に応じ、日常生活又は社会生活を営むことが
できるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた障害福祉サービスの給付や地域生活支
援事業による補助、障がい者医療制度による助成等、それぞれに必要なサービスを組み
合わせ『クオリティ・オブ・ライフ※』の向上に取り組みます。

3.　障害者総合支援センターにおける相談体制の強化

　基幹相談支援センターである「北杜市障害者総合支援センター（かざぐるま）」におい
て、本人や家族からの相談に応じ、日常生活を豊かに過ごせるよう支援して行きます。
　また、障がい者に関連する法制度の改正等に対応し、権利擁護、虐待の防止、差別の解消
等にも適切に取り組みます。

4.　障がい者（児）の社会参加及び就労支援

　障がいの有無にかかわらず、お互いに人格と個性を尊重し、安心して暮らすことがで
きる地域社会の実現を目指します。
　また、就労を通じて、生きる喜びと自信が得られるよう支援に努めます。

※　クオリティ・オブ・ライフ
一人ひとりの人生の質や社会的にみた生活の質のこと。人間らしい生活や自分らしい生活を送り、人生
に幸福を見出しているか、ということを尺度としてとらえる概念のこと。
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5.子育て支援の充実

現状と課題

　本市における出生数は、平成18年に297人と初めて300人台を割り込んで以降、平成
28年には210人と減少傾向をたどっています。出生率の減少を食い止めるためには、
子どもを安心して産み育てられる環境づくりや子育て支援の充実に取り組む必要があり
ます。
　近年は、女性の社会進出に伴う就労形態や子育て環境の変化により、保育サービスへの
ニーズが多様化しています。また、地域とのつながりの希薄化等を背景に、子育てに不安
を感じる母親が増えています。育児ストレスが高まる中で、社会的孤立や虐待に至る事
例も少なくありません。母親が孤立して問題を抱えないよう、家族、地域や関係機関で連
携し、子育てを行える体制づくりが望まれるほか、子どもや保護者のニーズ等に柔軟に対
応し、気軽に相談ができる地域ネットワークの構築が課題となっています。
　このような状況の中、本市では、平成26年度には「北杜市子ども・子育て支援事業計画」
を、平成27年度に「第2次北杜市保育園充実プラン」を策定し、更なる子育て支援の充実
と保育園の在り方等について具体的な取組を定めています。平成27年度には病児・病
後児保育園の開園、平成28年度には市立保育園3園を保育所型認定こども園に移行、土
曜日保育の一日受け入れなど、保育サービスの充実に取り組んでいます。また、本市の特
色ある子育て支援策として実施している保育料第2子以降無料化においては、継続的に
実施するとともに、市外幼稚園へ通園する園児、一時保育においても対象とし、保護者の
経済的支援の拡大を進めています。
　なお、子育て世代が安心して住み続けるには、子育てにやさしいまちづくりを進める必
要があります。本市では、子育て支援住宅「はっぴいタウン」の整備に取り組んでおり、平
成27年9月に須玉団地、平成29年1月には大泉団地の入居を開始したほか、武川団地に
おいても整備を進めています。平成27年10月には、子育て世代マイホーム補助金を創
設し、子育て世代の住まいづくりを経済面からも支援しています。
　一方で、離婚率は全国的に増加の一途をたどっており、ひとり親家庭が今後も増加す
るものと推測されます。ひとり親家庭では、子育てをする上で経済的、社会的、精神的に
不安定な状態に置かれることが多く、家庭生活においても、多くの問題や悩みを抱えてい
ます。そのため、ひとり親家庭に対する育児及び自立への支援や経済的支援等を充実さ
せる必要があります。
　また、これらの取組を進める上においては、「北杜市子ども・子育て会議」にて意見を
伺うとともに、母親のネットワークの構築を目指した「防災ママ」や「子育てサークル」等
の母親の声を広く集め、子育て環境の改善に取り組んでいます。
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主要施策

1.　子ども・子育て支援事業計画の推進

　「北杜市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、「子どもたちの声が響くまち－北杜」
の実現のため、多様な施策を展開していきます。
　子育て世代のニーズに的確に応えていくことに加えて、子どもたちの健全な成長を図
るために、「北杜市子ども・子育て会議」の意見を伺いながら、受入施設や遊び場等のハー
ド・ソフトの両面における環境整備の更なる充実を図ります。

2.　包括的な子育て支援の充実

　妊娠準備期から子育て期にわたるまでの様々なニーズに対して、総合的な相談や支援
をワンストップで提供する、新たな「子育て世代包括支援センター」を設置しています。
センターでの支援体制を強化するため、保健師、助産師、保育士、臨床心理士等の専門職を
配置し、子育て相談の充実を図るとともに、地域や関係機関等と連携しながら、母子保健
と子育て支援事業を一体的に行い、妊娠・出産・子育てにおいて切れ目のない支援を行
う「北杜市版ネウボラ」の推進や、子どもの心と体の健やかな発達支援について、保護者の
意識の向上を図るとともに、子どもの成長に合わせた事業の推進を図ります。
　また、妊婦一般検診費や不妊治療費の助成等、子育て世代に対する経済的支援の充実を
図るとともに、発育や発達に心配のある子や虐待の恐れがある子、配偶者からの暴力の被
害者等に対しては、早期発見及び支援等を関係機関と密に連携を図りながら事業に取り
組みます。
　母子愛育会や子育てサークル等の子育て世代を支援するための組織においては、組織
の育成や交流の機会を充実させるとともに、地域で見守り、地域全体で支える市民参加型
の事業の推進を図ります。
　保護者が安心して就労できるよう、放課後児童クラブや放課後子ども教室等、児童が安
全に集まることができる居場所づくりを促進します。

3.　保育園充実プランの推進

　「北杜市保育園充実プラン」に基づき、より良い保育の推進に努め、働きながら子育てを行
う保護者への支援を図るため、通常保育、一時保育、延長保育、休日保育等の保育ニーズに
対応するとともに、私立保育園、市外幼稚園へ通園する園児に対しても支援策を図ります。
　また、老朽化等による保育施設の整備については、「北杜市立保育園整備計画」を策定
し、計画的な施設整備を進めます。
　なお、保育園における教育ファーム等の各種事業により食育・地産地消を実践し、健康
で心豊かな子どもの成長を支援します。
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4.　幼児期教育の推進

　「北杜市保育課程」に基づき、幼児期の教育（保育園、認定こども園）から小学校における
教育へ円滑に移行できるよう、小学校と情報交換を密にするとともに、交流を深め、子ど
もの成長や特性に応じた教育を展開します。
　また、地域との交流活動等を通じ、自然や文化を大切にする心や子どもの自己肯定感を
育て、小中学校で実践している「原っぱ教育」へとつなげていきます。

5.　ひとり親家庭への支援

　ひとり親家庭の自立を支援する相談や各種制度等の情報提供を進めるとともに、育児
及び自立への支援や経済的支援の充実、組織活動への支援を実施します。
　また、ひとり親家庭が持つ様々な悩みに対応するため、「北杜市子育て世代包括支援
センター」内において相談業務を充実させ、円滑な支援につなげていきます。

6.　子育て世代の住まいづくりへの支援

　子育て世代に対して、安心して子育てができる住環境を提供し、子育て世代の移住定住
の促進を図るため、子育てに配慮した仕様を備えた「子育て支援住宅」の整備を進めると
ともに、入居者に対し、市内金融機関と連携した住宅取得に向けたライフ・プランニング
相談等を行うなど、子育て世代の住まいづくりを支援します。
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6.防災対策の充実

現状と課題

　近年、東日本大震災や熊本地震等の大規模災害が相次いで発生しました。また、本市に
は国内でも比較的大きな活断層があることなどを踏まえて、地震や風水害等の災害から
地域を守る体制づくりが求められています。
　本市では、「北杜市地域防災計画」及び「北杜市国民保護計画」に基づき、地域防災体制
の強化を図り、非常時における体制の充実に努めてきました。また、防災マップを全戸に
配布し、日頃の準備や心構え、避難時の対応、避難地や避難所、土砂災害特別警戒区域等の
エリア等を周知しました。今後は、更なる周知を図るとともに、現地調査等も行いながら、
警戒避難体制の充実を図り、自主防災組織の設立育成等の防災体制を強化し、災害に強い
まちづくりを推進することが求められています。
　一方、本市は市民に一番身近な基礎自治体として市民生活に密着した行政サービスを
提供していることから、災害時であっても行政サービスを休止することが市民生活に重
大な影響を及ぼすと考えられる行政業務については、継続して実施する必要があります。
また、災害時相互援助協定を締結している自治体との関係強化や民間企業との物資調達
協定等、連携体制の強化も求められています。
　防災関連施設については、デジタル防災行政無線や防災ラジオ等、非常時の情報連絡
網の整備や、公共施設等の耐震化、各種施設へのAEDの設置、防災備蓄倉庫における備
蓄品の充実等の整備が求められています。
　なお、治山・治水、河川整備については、国や県が管理する河川の主要な区間の一部に
未整備箇所もあるため、関係機関と連携・協議し、整備促進と適正な管理を求めていく必
要があります。

主要施策

1.　地域防災計画の推進

　本市における防災対策は、「北杜市地域防災計画」及び「北杜市国民保護計画」を基本的
かつ総合的な計画としてその内容を市民に周知する取組を進めるとともに、実践に即し
た防災訓練や避難伝達訓練、避難誘導訓練等、市民を安全に守るための訓練を効果的、
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継続的に実施します。特に、自ら避難することが困難な避難行動要支援者※１について
は、平常時から地域活動等を促進し、発災時には、関係機関が避難行動要支援者名簿を基
に安否確認を行うなど、適切かつ的確に避難支援が行えるような体制を図ります。地域
の自主防災活動の中心となる地域防災リーダーの研修を実施するとともに、自主防災組
織の育成、防災備蓄品等への支援も継続しながら、災害に強いまちづくりを推進します。
　その一方で、市民生活に重大な影響を及ぼすと考えられる行政業務は、災害対応中で
あっても継続して実施する必要があることから、「北杜市業務継続計画」に基づき、非常
時優先業務を視野に、人や物等の限られた資源を最適配分しながら、行政業務の継続及び
迅速な回復を図ります。
　また、災害時相互援助協定を締結している自治体との関係を強化するとともに、新たな
協力関係についても検討します。さらに、食料や物資の販売店との物資調達協定等、官民
を超えた防災の取組を推進します。

2.　地域防災体制の強化

　防災連絡網の体制については、デジタル防災行政無線や防災ラジオ等により、市内の
居住地全域を網羅するよう促進します。
　災害時の防災備蓄等については、地域のニーズに合った水や食料等の備蓄品の計画的
な管理を行うとともに、要配慮者※2に対応した備蓄品の配備等の充実を図ります。
　また、公共施設の耐震化については、既存施設の方向性を見据えた上で対応していくと
ともに、AEDを設置するなど、日頃の非常時対策についても推進します。
　さらに、多面的な防災の取組として、デジタル簡易無線機の配備や耐震性貯水槽の整
備等、他の防災施設とともに充実を図ります。

3.　治山・治水、河川整備の推進

　県が管理する山林や河川は、自然環境や景観との調和に配慮した整備の促進と、鳥獣害
対策も踏まえた適切な管理について要望していきます。
　また、市が管理する河川は、宅地等と隣接している箇所を優先して、危険度・緊急度等
を考慮する中で着実に整備します。
　土砂災害特別警戒区域等の災害危険地域については、市の防災マップ等を活用し、市民
に周知を図るとともに、県と協調して土砂災害危険箇所パトロール等の現地調査を行い、
警戒避難体制の充実のための環境整備を図ります。

※１　避難行動要支援者
災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に、自ら避難することが困難な人。

※２　要配慮者
高齢者、障がい者、乳幼児、その他の特に配慮を必要とする人。
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7.消防体制・防犯対策の充実

現状と課題

　本市の消防力は、広域消防（常備消防）と消防団（非常備消防）により維持されています。
広域消防は、北杜市・韮崎市・甲斐市（旧双葉町）の区域において峡北広域行政事務組合
消防本部が統括管理しており、消防団は、消防組織法に基づき、市に設置し、地域における
消防防災のリーダーとして、住民の安全・安心を守る重大な役割を担っています。
　消防団においては、団員数の減少が課題となっており、新入団員の確保に努めるととも
に、効率的な運営を図るため、組織体制の見直しを検討する必要があります。また、消防
団における女性の活躍が全国的に注目される中で、本市においても女性消防団員の加入
促進に向けた取組が求められています。
　一方、非常時における地域消防の対応力を強化するためには、消防団と自主防災組織等
との連携を図りながら地域の力を集結した取組を進めることが重要です。また、現有の
消防力を最大限に活用し、より効率的かつ効果的に対処できるよう消防施設等の管理状
況の把握や適切な整備も求められています。
　防犯対策については、消防団による防火の見回りや防犯診断を行うなど、日頃から地域
住民の意識を促しています。また、消費者保護については、商品購入時のトラブルや高齢
者をねらった詐欺事件等が多発するなど重要性が増しているため、市民が安全・安心な
消費生活を送ることができるよう、勉強会開催等による啓発活動の強化や相談体制の充
実が求められています。
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主要施策

1.　消防体制の整備

　広域消防と消防団がより連携しながら、地域防災力の充実強化に努めます。
　また、消防団の組織については、今後、団員数の減少に伴い部単位での活動に支障が見
込まれる場合は、統合再編も視野に入れるなど効率的な組織体制の確立を図ります。
　さらに、魅力ある消防団づくりを行いながら、女性消防団員の加入促進を図ります。
　また、自主防災組織等と連携する中で、非常時における対応力の強化を図ります。

2.　消防施設・設備等の整備

　消防体制の整備を踏まえながら、より効率的かつ効果的に活用できるよう適正な整備
等を進めます。
　また、防犯対策として、防犯灯設置への助成等を行います。

3.　消費者保護の充実

　消費生活の被害の未然防止・拡大防止のため、啓発や広報活動の充実を図るとともに、
消費者被害が適切かつ迅速に解決、救済されるよう相談会を積極的に開催します。
　また、高齢者や障がい者等、消費者被害に遭いやすい人の見守り活動等を行う「見守り
ネットワーク」の構築や身近なところで相談できるよう市役所内に消費生活相談員の配
置を進めます。
　さらには、消費生活協力員等と連携し、各種法に基づく監視活動の強化を図るととも
に、消費者団体である消費生活研究会を支援するため、会の活動を積極的に市民に周知す
るなどして若年層の会員加入促進にも努めます。
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8.交通安全対策の充実

現状と課題

　交通安全の推進については、道路網の整備に伴い通行車輌も増加する中で、交通事故の
増加が懸念されます。また、本市においては、高齢者の交通事故が全体の25％を占める
など、高齢者の交通安全対策の強化も課題となっています。
　このような中、交通事故の防止に向け、事故発生状況の原因分析を踏まえた交通安全教
育を、幼児から高齢者までの幅広い年齢層に実施し、交通安全意識の醸成を図る必要があ
ります。
　また、交通事故の発生又は発生の恐れがある危険箇所に対して、交通安全施設の整備や
適切な維持や管理を継続していく必要もあります。
　さらに、国道や県道など、本市が直接管理していない道路等については、県等の関係機
関と連携や協議をし、交通安全対策を進める必要があります。

主要施策

1.　交通安全の推進

　交通事故原因分析に基づいた高齢者、幼児・児童等に対する交通安全教育の充実及び
関係機関との連携による啓発活動の強化を図ります。特に、高齢者への交通安全対策の
強化に取り組みます。

2.　交通安全施設の整備

　交通事故の発生又は発生の恐れがある危険箇所へは交通安全施設の整備及び適切な維
持管理を行います。特に、歩道やグリーンベルト等の交通安全施設の整備を促進し、関係
機関との連携により、児童生徒の通学路の安全確保を図ります。
　さらに、国道や県道など、本市が直接管理していない道路等については、県等の関係機
関と連携や協議をし、交通安全対策を推進します。
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１.土地利用の推進と居住環境の充実

現状と課題

　本市では、「北杜市まちづくり計画」及び「北杜市まちづくり条例」に基づき、地域の特
性に配慮した土地利用の推進とその適正化を図っています。
　また、土地境界の明確化を進め、今後も、土地情報の利活用を図っていく必要がありま
す。
　現在、管理している市営住宅50 団地については、築年数の経過により設備等の老朽化
が進んでいる住宅が多く、順次、建替え等の整備を進めています。このような中、国は、既
存の市営住宅を改修し長寿命化を図り、市営住宅の維持管理を図っていく方針を打ち出
しています。本市においても、「北杜市営住宅総合活用計画・長寿命化計画」に基づき、「建
替え」から「改修」へ事業をシフトする中で、人口減少や高齢化等に対応した市営住宅の整
備を進めていく必要があります。また、世代のニーズや企業等から要望がある市営住宅
については、居住先の安定供給を図るために整備を進めていく必要があります。
　さらに、耐用年数を超過した戸建て市営住宅の解体や一般住宅の耐震化、アスベスト
対策等についても推進していく必要があります。



65

主要施策

1.　秩序ある土地利用の推進

　「北杜市まちづくり計画」及び「北杜市まちづくり条例」に基づき、地域の特性に配慮し
た土地利用の推進を図るとともに、国土調査の成果図等を管理し、土地境界の明確化を推
進することによって、土地情報の利活用を図ります。

2.　市営住宅総合活用計画・長寿命化計画の推進

　「北杜市営住宅総合活用計画・ 長寿命化計画」に基づき、子育て世代や就業者向け住宅
の整備や高齢化に対応した市営住宅の整備を進めるとともに、既存の市営住宅の耐震化
等を進めます。

3.　一般住宅耐震化の推進

　一般住宅の耐震化やアスベスト対策については、国の制度を活用する中で、啓発を含め
推進します。
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2.まちづくり環境の整備

現状と課題

　本市の市街地は、特定の地域に集積していないことから、都市計画区域の設定によるま
ちづくりではなく、「北杜市まちづくり計画」及び「北杜市まちづくり条例」に基づき、本
市らしい魅力あるまちづくりに取り組んできました。今後は、「市民、事業者、行政の協
働により魅力あるまちづくりを行う」という基本的な考え方を市民に周知し、名実ともに
市民参画によるまちづくりを推進していく必要があります。
　市街地整備については、バリアフリー化等のユニバーサルデザイン※に配慮したまち
づくりが求められています。このような中で、小淵沢駅舎等の整備を行っており、平成
29年の完成を目指しています。今後は、長坂駅をバリアフリー化に整備していくととも
に、伝統的な街並みの景観を有する地域については、整備の在り方を検討していく必要が
あります。
　景観整備の取組については、統一感のあるサインを計画的に整備するため、「北杜市サ
イン計画」を策定し、景観形成に努めています。今後は、市民参画の景観づくりを支援し
ていくとともに、統一したサインを整備していく必要があります。また、平成28年3月
に「北杜市景観計画」及び「北杜市景観条例」の一部改正を行い、地上設置型太陽光発電施
設については、新たに届出対象とし、県のガイドライン・ 市の指導要綱と併せて、より景
観に配慮した設置となるように指導するとともに、建築基準法等の改正を国に求めてい
ます。
　年々増加している空き家等への対策については、計画的に推進するため、平成28年に

「北杜市空き家等対策審議会」を設置するとともに「北杜市空き家等対策計画」を策定しま
した。今後、この計画に基づき、予防対策、利活用対策、特定空き家等への必要な措置等
に取り組んでいく必要があります。

※　ユニバーサルデザイン
文化・言語・国籍の違い、老若男女といった差異、障害・能力の如何を問わずに利用することができる施設・
製品・情報の設計（デザイン）をいう。
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主要施策

1.　まちづくりに向けた市民参画の促進

　「北杜市まちづくり計画」及び「北杜市まちづくり条例」に基づき、市民参画によるまち
づくりを推進します。

2.　市街地整備の推進

　「北杜市都市再生整備計画」に基づき、市街地の整備を進めていくとともに、今後必要と
なるバリアフリー化等の整備については、検討し取り組んでいきます。

3.　景観形成の推進

　「北杜市景観計画」及び「北杜市景観条例」に基づき、市民参画の景観づくりを支援して
いくとともに、「北杜市サイン計画」に基づく景観形成に努めます。
　また、地上設置型太陽光発電施設等については、景観に配慮した設置となるよう引き続
き指導していくとともに、建築基準法に該当する建築物に該当しないことなどを踏まえ、
法等の改正を国に引き続き求めていきます。

4.　空き家等対策計画の推進

　「北杜市空き家等対策計画」に基づき、地域住民が安心して生活できる環境を守るため、
予防対策、利活用対策や特定空き家等に対する代執行等を含めた措置をするなどの対策
を総合的かつ計画的に推進します。
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現状と課題

　本市には、46箇所の簡易水道事業が存在します。簡易水道事業の経営統合へ向けて、
平成28年度を目標年度に統合整備を進めてきましたが、事業の進捗に遅れがみられると
ともに、老朽化が進む水道施設の更新や耐震化が大きな課題となっています。
　また、これまでの課題であった水道料金や加入金の統一については、加入金を平成23
年に統一し、水道料金を平成29年3月調定分から2体系による新料金に統一しています。
　下水道事業に関しては、快適な生活環境の向上と公共用水域の環境保全を目的に取り
組んできました。その結果、下水道整備区域については平成27年度末で普及率86.6％、
接続率78.7％、農業集落排水事業については、計画に対し100％の整備率となっていま
す。また、課題であった下水道使用料の統一についても、平成26年度に統一しました。
今後も下水道への早期接続を更に促進していく必要があります。
　一方、下水道処理区域以外の地域では、合併浄化槽の設置を普及するとともに、適正な
生活排水処理の推進に努める必要があります。また、老朽化している汚水処理施設につ
いては、経費負担の軽減を図るとともに、効率的かつ効果的な稼働と長寿命化にも取り組
む必要があります。
　なお、上下水道事業は、平成32年4月から地方公営企業法の適用を受けた公営企業会
計に移行します。今後、人口減少に伴う使用料収入の減少が見込まれる中で、公営企業と
して安定した上下水道事業を持続していくためには、経営の合理化や効率化を進めると
ともに、老朽化が進む施設の統廃合を含めた更新や使用料金の適正化等にも取り組んで
いく必要があります。
　し尿処理と衛生施設の管理については、「北杜市生活排水処理基本計画」に基づき、北
部ふるさと公苑及び峡北広域行政事務組合峡北南部衛生センターの2か所で中間処理を
行っています。峡北広域行政事務組合峡北南部衛生センターは、稼働後40年が経過し、
施設の老朽化等のため抜本的な対策が求められていることや、下水道の普及や人口減少
の進展等による搬入量の減少が進み、中間処理施設の効率的な運用が求められています。
このため、北部ふるさと公苑については、人口動態や生活排水処理の動向を考慮した施設
規模の適正化等の整備に取り組んでいく必要があります。

3.上下水道の整備
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主要施策

1.　地方公営企業法の適用による持続可能な上下水道事業の推進

　上下水道事業の地方公営企業法の適用及び簡易水道事業の上水道事業への移行に向
け、料金徴収等業務の民間委託、上下水道センターの統合を含めた組織再編を進め、更な
る経営の効率化に努めます。
　あわせて、公営企業会計を導入することにより、市民をはじめ利用者の理解を得ながら
適正な上下水道料金の見直しに努め、公営企業として持続可能な事業経営を目指します。
　また、安全・ 安心な水道水の供給や生活環境の保全を図るため、中長期整備計画、長寿
命化計画、危機管理計画、アセットマネジメント※等を策定し、老朽化が進んでいる上下
水道施設の長寿命化や更新、耐震化等、計画的な施設整備と効率的な維持管理に取り組み
ます。

2.　浄化槽整備の推進

　下水道未整備区域については、地域のニーズや財政状況等を勘案、検討の上、合併浄化
槽設置の普及も視野に入れ、適切な生活排水処理整備を推進します。
　また、法定点検や保守点検等の実施義務を周知徹底することにより、適切な生活排水処
理を推進します。

3.　し尿処理と衛生施設の管理

　し尿等の処理については、搬入先の絞り込みや下水道施設との共同処理等、市内処理の
統一化を目指し、地域住民等と協議を進めます。

※　アセットマネジメント
長期的な視点に立ち水道施設のライフサイクル全体にわたって効率的かつ効果的に施設を管理運営する
こと。
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現状と課題

　広域幹線道路については、国道20号及び141号で渋滞損失時間が長い交差点や交通
事故が続発している箇所があるため、更なる整備を県等へ要望していくことが必要です。
　中部横断自動車道（長坂～八千穂）については、「社会資本整備審議会道路分科会関東
地方小委員会」において計画段階評価の審議が行われ、概ねのルート帯などの対応方針が
決定していますが、中央自動車道の代替ルートや災害、物流、救急医療施設への緊急輸送
路として、地域住民の安全・ 安心の確保に寄与することから早期の整備計画区間への格
上げ及び早期の事業着手に向けた取組が課題となっています。
　市道については、車両等の通行に支障を来す路線について、その緊急性と財政面との
バランスを考慮する中で、解消を図っていく必要があります。また、市道や法定外道路等
の除草や側溝清掃等の維持管理については、これまで以上に市民の協力と理解を求めて
いく必要があります。なお、積雪による通行の確保については、積雪量が10cm 以上の
場合、指定された主要市道の除雪や、凍結した路面への融雪剤散布等の体制を整えてい
ます。しかしながら、地域の除雪活動は、行政の対応だけではなく、市民の協力が必要で
あり、特に高齢者世帯への対応には、地域を挙げての自主的な活動等が重要となっていま
す。
　公共交通の整備は、市民アンケートでもその充実を求める声が多い重要な課題となっ
ています。路線バスは、主な利用者である児童生徒や高齢者等の日常生活に欠かすこと
ができない交通手段ですが、地域ごとの路線密度、運行頻度等にばらつきがあるため、バ
ランスのとれた交通システムと利用者ニーズに合わせた運行の整備が求められていま
す。あわせて、広大な市内全域を路線バスで対応するには限界があるため、乗り合いなど
の地域での助け合いをお願いしつつ、新たな公共交通の検討を進める必要があります。

4.交通環境の整備
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主要施策

1.　広域幹線道路整備の促進

　国道20号及び141号と主要地方道、一般県道の渋滞、事故多発箇所について、あらゆ
る機会を捉え、その解消のための道路整備を県等へ要望していきます。
　また、中部横断自動車道の整備促進については、関係機関の支援等を通じ、早期の整備
計画区間への格上げ及び早期の事業着手に向けた活動を強化します。

2.　市内道路網の整備

　市道等については、渋滞、事故多発箇所等を踏まえた「北杜市道路整備基本計画」の見直
しを図り、緊急性や投資効果を十分考慮する中で整備を進めるとともに、市民との協働に
よる維持管理等を一層推進していきます。
　さらに、「北杜市橋梁長寿命化実施計画」に基づき、橋梁の修繕等を推進していきます。
　また、法定外道路については、市民や地元利用者が維持管理できるよう支援します。

3.　道路除雪体制の充実

　市民の協力を得ながら重要度、緊急度を考慮した上で、主要市道の除雪を優先して実施
していきます。
　また、市道と農林道を含めて除雪が効率的に出来るよう除雪ルートの見直しを行って
いきます。
　大雪の際には、地域住民の協働による除雪体制が重要であるため、行政区への働きかけ
を強化します。

4.　公共交通の整備

　既存の公共交通を有効的に活用し効率的な運行体系を確立するとともに、利用者の利
便性や交通弱者等に配慮したバス運行に取り組みます。
　あわせて、利用者や地域住民等の意見聴収や地域内の公共交通事業者と連携する中で、
新たな公共交通を検討します。
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１.自然保護及び環境美化の推進

現状と課題

　水と緑と太陽と澄んだ空気に包まれた本市にとって、自然と人間の共生は大きな課題
です。本市では、市民共有の貴重な財産である緑豊かな森林や、清らかで豊富な水資源等
の自然環境を適切に保全し、良好な状態で次の世代へ引き継いでいくことを目的に環境
保全協力金制度を創設し、自然環境の保全に資する施策を推進しています。平成26年に
は、南アルプスがユネスコエコパークに登録されたことを契機に北杜市南アルプスユネ
スコエコパーク地域連絡会を設立し、豊かな自然環境を後世に守り伝えるとともに、持続
可能な資源を利活用する取組がスタートしています。また、秩父多摩甲斐国立公園を中
心とする地域の生態系に対する保全意識の高まりにより、平成28年には山梨県と山梨、
埼玉、長野県内の10市町村で構成する甲武信水の森ユネスコエコパーク登録推進協議会
が設立されたことから、ユネスコエコパークへの登録に向けて推進していく必要があり
ます。なお、山梨県の「特定鳥獣保護・管理計画」や官民連携によるアニマルパスウェイ（小
動物用歩道橋）の設置等、野生動物や希少動物の保護と適正管理にも努めています。さら
に、水源涵養と民有林の管理、保護、育成のために里山整備を推進し、「音事協の森※」等多
様な連携による市民参加の森づくりを進めています。今後も、「人と自然と文化が躍動
する環境創造都市」の実現に向けて、市民一人ひとりが意識しながら自然環境の保全に努
める必要があります。
　地域の環境美化については、道路や河川等集落内の清掃活動は定着していますが、高齢
者の参加が比較的多いことから、今後は若い世代の参加により、継続的、永続的に実施し
ていくことが課題となっています。また、花いっぱい運動を推進していますが、今後も、
住民自らが、自らの手で地域の生活環境を守っていくという自覚を深めるとともに、更な
る自主性を持った活動へと発展させることが必要になっています。
　一方、山岳地域及び別荘地等の道路沿線や山林原野では、不法投棄によりごみが散乱し
ている場所もあるため、監視体制を強化することが必要となっています。また、悪質な不
法投棄については、山梨県や関係機関と連携した対応に努めるとともに、厳しい措置を講
ずるよう関係機関等への働きかけを強化していく必要があります。

※　音事協の森
日本音楽事業者協会が、地球温暖化防止を目的とした植林・植樹プロジェクトにおいて、森林の育成を進
める場として整備した森林のこと。
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主要施策

1.　自然環境の保全

　「森を育て、水を守る」をテーマとした企業等からの協力金による環境保全基金を活用
し、自然環境の保全に資する各種施策を推進します。
　また、貴重な動植物等を保護するため、市民等との協働による生息調査や水質調査を行
い、的確な情報提供と自然生態系等を学習できるオオムラサキセンターを活用し、様々な
学習会の開催等を通じて、市民等の自然保護や環境保全に対する意識の醸成を図ります。
　さらに、生息数や生息場所の変化により問題となっている野生動物の保護と適正管理
に努めます。
　なお、甲武信水の森ユネスコエコパーク登録に向けて、甲武信水の森ユネスコエコパー
ク登録推進協議会において、調査研究や関係機関への要望を行うなど、推進を図ります。

2.　森林環境の保全

　森林の公益的機能の維持及び増進のため、里山整備事業や樹種転換等を推進するとと
もに、多様な連携による市民参加の森づくりを進めます。
　さらに、ボランティア等へ森林整備のためのフィールド紹介を行うとともに、森林環
境を保全する意識を向上するための取組を進めます。

3.　南アルプスユネスコエコパークの保全と活用

　甲斐駒ヶ岳を中心としたエリアの貴重な自然や水、これらを育んできた森林等の保全
に努めます。
　また、自然環境と多様な文化のつながりを市民共有の財産として位置づけ、人々の交流
や連携を拡大し、これら豊かな資源を継続的、永続的に利活用した魅力あるまちづくり
を推進します。

4.　地域環境美化活動の充実

　地域環境美化活動を通じて、環境保全の人づくり及び地域づくりを推進します。
　また、市民との協働あるいは住民独自で進められている環境美化活動への支援を行い
ます。
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5.　ごみの不法投棄対策の強化

　監視パトロールの強化を進めるとともに、地域並びに関係機関と連携して不法投棄防
止の啓発活動を推進し、不法投棄させないための仕組みづくりに努めます。
　また、適正処理困難物※等については、生産事業者等に対し責任分担や処理システムの
整備を促すとともに、収集処理体制の見直しに努めます。

※　適正処理困難物
市町村が処理する一般廃棄物のうち、全国的に適正な処理が困難となっているもの。
廃棄物処理法は、こうした廃棄物を環境大臣が「適正処理困難物」に指定できると定めている。タイヤ・
テレビ・冷蔵庫・スプリング入りマットレスの4品目が指定されている。
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現状と課題

　本市では、「北杜市環境基本条例」及び「北杜市環境基本計画」に基づき、環境の保全に
関する施策を総合的かつ計画的に推進してきましたが、新たなエネルギー環境や社会情
勢の変化に見合った取組を推進するため、平成26年3月に「北杜市環境基本計画」を改訂
し、更なる環境保全事業の取組を進めてきました。
　地下水の適正利用については、市民参加の森づくりの促進や市民の自然保護意識の醸
成を進めるほか、「ミネラルウォーターの生産量　日本一」を後世に引き継いでいくため、
地下水を利用する企業や団体との連携及び協力体制を進める中で、森林や水資源の保護
及び保全に努める必要があります。また、南アルプスユネスコエコパークのエリア内で
井戸の設置申請が増大した場合を想定し、適正な地下水資源の活用をコントロールでき
る仕組みなど、水資源の保護及び保全に努める必要があります。
　また、本市の地域特性を活かした自然エネルギーの有効活用を図るため「北杜市地域新
エネルギービジョン」を策定し、全国地方自治体のトップランナーとして再生可能エネル
ギーの導入を進めてきました。さらに、地球環境やエネルギーを取り巻く状況の変化や、
東日本大震災を教訓とする災害への備えにも配慮し、本市の魅力をより高めるため「北杜
市再生可能エネルギービジョン」を平成28年2月に策定し、誇りの持てる持続可能な社
会の実現を目指す取組を進めています。その結果、平成28年度末時点で、学校施設等に
は太陽光発電24箇所、風力発電2箇所、太陽熱利用5箇所を、体育施設等の公共施設につ
いても、太陽光発電14箇所、風力発電3箇所、小水力発電1箇所、ハイブリッド街路灯5
箇所及び避難所等にソーラー LED 街路灯３箇所を整備し、導入してきました。今後につ
いても、災害等に際し使用可能な再生可能エネルギーの導入を推進する必要があります。
　世界的な地球温暖化による気象変動や自然破壊等の地球環境の悪化は、年々深刻化し
ています。環境問題への取組は、喫緊の課題となっていますが、総合的かつ継続的な視点
が不可欠であり、単なる知識の習得だけでなく、自然体験等の体験活動を中心とした学習
の機会を多くもたせることで、自然観や文化的、生活的視点を含めた広義の環境観を養う
ことが重要です。
　地球温暖化対策への取組や地域資源を活用した再生可能エネルギーの推進活動につい
ては、全ての世代、家庭、学校、職場、地域等のあらゆる場において、連携をとりながら総合
的な活動を行うことが必要となっています。
　動物愛護については、近年、各家庭で飼育するペットの増加に伴い、動物たちへの対応、
飼育者の心構え、義務等についての啓発活動も引き続き必要となっています。

2.環境保全対策の推進
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主要施策

1.　環境保全事業の推進

　「北杜市環境基本計画」に基づき、社会環境、自然環境、生活環境、地球環境、環境行政に
関する5つの基本方針に沿った環境保全事業の推進に取り組みます。

2.　地下水利用の適正化

　地下水を利用する企業や北杜市営水道が共同で地下水の変動の監視を継続し、森林涵
養や水資源の保護及び保全を行い、「北杜市地下水採取の適正化に関する条例」等に基づ
き、適正な地下水の活用をコントロールしていきます。
　また、「地下水保全・ 利用対策協議会」を中心に、広く市民に地下水の状況を伝えるこ
とで水への安心感と自然保護に対する意識の醸成に努めます。

3.　再生可能エネルギービジョンの推進

　「北杜市再生可能エネルギービジョン」に基づき、地球環境問題、エネルギーを取り巻
く状況の変化、東日本大震災等の自然災害への備えにも配慮した、持続可能な社会を目的
とした取組を進めます。
　あわせて、従来から取り組んでいる再生可能エネルギー導入及びその恩恵を、災害対
策、地球温暖化防止対策、環境教育等でより一層、市民等が実感できるように取組を進め
ます。

4.　環境教育の推進

　市民一人ひとりが環境保全に関心を持って行動できるよう、市民、事業者、行政等がそ
れぞれの責任と役割等により、協働して人材育成や情報の提供に努め、次世代に受け継ぐ
基盤づくりに努めます。
　さらに、豊かな自然環境を確実に後世へ伝えていくため、知識の習得に加え、体験を重
視した環境教育を充実させ、市民の環境保全に対する意識の醸成を図ります。
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5.　地球温暖化防止に向けた活動の推進

　「北杜市地球温暖化対策・ クリーンエネルギー推進協議会」等、市民が取り組む地球温
暖化防止に向けた様々な活動の支援を行います。

6.　動物愛護の啓発

　ペットの飼い方やマナー教室等の動物愛護の啓発活動を継続的に実施します。
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現状と課題

　本市では、生活系一般廃棄物の収集及び運搬を行い、峡北広域環境衛生センター及び市
の指定した処理施設において、処分及び資源化を行っています。また、「北杜市一般廃棄
物処理基本計画」に基づき、ごみの適正処理を推進しています。さらに、リサイクルの
徹底化を進めるとともに、分別収集マニュアルを作成し、その普及を図っています。
　一方、東日本大震災等の大規模災害を教訓に、災害時の廃棄物処理は被害が発生してか
らではなく、防災的な観点からも可能な限り事前に対策を講じておくことが重要である
ため、平成27年度に「北杜市災害廃棄物処理計画」を策定し、市民、事業者、行政等が平常
時からの役割についての取組を進めています。

3.ごみの適正処理と減量化
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主要施策

1.　一般廃棄物処理基本計画の推進

　環境負荷の少ない循環型社会の実現に向けて、4R（リフューズ、リデュース、リユース、
リサイクル）※や、ごみ減量化、家庭での生ごみ処理に向けた呼びかけを行うことにより、
排出抑止や資源化を推進します。
　また、「北杜市一般廃棄物処理基本計画」について進捗状況を把握し、見直しを行い、適
切なごみ収集処理を進めます。

2.　リサイクルの推進

　ごみのリサイクルに対する理解を深めるとともに、コスト低減かつリサイクル率向上
のため一人ひとりが適正な排出を行えるよう学習会等を実施します。
　また、市民に対して、ごみ・ 資源物排出日程表により適正な排出を促すとともに、分別
収集マニュアル等でごみの分別や資源リサイクル化を推進します。

3.　災害廃棄物処理計画の推進

　「北杜市災害廃棄物処理計画」に基づき、発災時における市民、事業者等の役割を平常時
から周知等を行い、災害発生後の廃棄物の処理が円滑に処理できるよう努めます。

※　4R（リフューズ、リデュース、リユース、リサイクル）
リフューズ（Ｒｅｆｕｓｅ　不要なもの、余計なものを断る）、リデュース（Ｒｅｄｕｃｅ　ごみを減ら
す）、リユース（Ｒｅｕｓｅ　使えるものは繰り返し使う）、リサイクル（Ｒｅｃｙｃｌｅ　資源としてま
た使う）の頭文字をとったもの。また、この行動を順番に行うこと。
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現状と課題

　本市では、大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭といった、典型7公
害に対する苦情件数は少ないですが、社会情勢の変化や可住地の拡大等により今後は増
加する可能性があります。
　公害に対しての苦情は、周辺住民への影響を考えない一部企業の活動や、住民同士の生
活パターンや考え方の相違等から発生する事が多いことから、多面的な視野で対応して
いく必要があります。

主要施策

1.　公害防止に関する体制づくり

　庁内関係各課をはじめ、県の関係部局、関係機関、住民組織等との情報共有と連携を強
化し、公害関係法令の遵守状況や公害発生のおそれがないか監視体制づくりを図ります。

2.　市民や事業者への啓発活動

　市民に対しては、広報紙や自主放送番組等を通じて広く公害に対する意識の向上を図
ります。
　また、企業等に対しては、事業活動に伴う公害発生の防止策の徹底を図るよう要請しま
す。

4.公害防止対策の推進
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交流を深め躍進の杜づくり

第6章
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1.地域連携の強化

現状と課題

　本市ではこれまで、中日本高速道路（株）八王子支社等の企業や、北杜高等学校、山梨大
学、早稲田大学等の教育機関と連携協定を締結し、相互の発展と地域社会の活性化に寄与
する取組を進めるなど、産（産業界）・ 官（行政機関）・ 学（教育機関）による連携及び交流
を進めてきました。近年では金（金融機関）・労（労働団体）・言（メディア）の幅広い機関
との連携強化が求められる中で、平成27年度には指定金融機関である山梨中央銀行をは
じめ、収納代理金融機関である甲府信用金庫、山梨県民信用組合、梨北農業協同組合とも
連携に関する協定書を締結しました。今後、少子化や首都圏への人口集中等により、県内
企業は人材確保が困難な状況になると見込まれることから、高等学校や県内大学等と連
携し、地域の人材確保、人材育成に努める必要があります。また、各分野における専門的
な知見からの幅広い意見を取り入れながら、より実効性の高い施策に取り組み、地域の
活性化を図っていくことも必要です。
　平成22年に、本市と長野県富士見町、原村の3 市町村をエリアとした「八ヶ岳観光圏」
が国の認定を受け、県境を越えた広域連携による観光振興に取り組んでいます。また、平
成27年には、同じく3市町村で「八ヶ岳定住自立圏の形成に関する協定」を締結しました。
今後は、少子化による人口減少と高齢化社会を迎える中で、県域を越えた新たな連携や協
力により将来にわたって安心して暮すことができる地域を構築し、圏域全体の魅力を高
め、交流人口及び定住人口の増加を促進していく必要があります。
　国内の地域間交流については、イベントへの出店等にとどまっている状況であるため、
市としての交流の在り方や内容について検討が必要です。また、国際交流については、姉
妹都市等との交流を通して、国際感覚豊かな地域リーダーを育成していくとともに、ボ
ランティア等の人材の確保と育成も必要となっています。
　また、国際化の波を受けて市内に在住する外国人は、500人程度で市の人口の約1.1％
で推移しているほか、本市を訪れる外国人は増加傾向にあるため、外国人への対応の在り
方についても検討していく必要があります。
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主要施策

1.　産官学金労言 連携交流の推進

　連携関係にある企業、大学等とはこれまで以上にその連携を強化し、具体的な施策の実
現を図ります。さらに、新たな企業や大学等との連携協定を模索します。
　また、県内大学等と連携（地（知）の拠点事業（COC ＋）※）し、ツーリズム、子育て支援等
に取り組み、地域の人材育成に努めます。

2.　八ヶ岳定住自立圏の推進

　「八ヶ岳定住自立圏の形成に関する協定書」に基づき、構成市町村が相互に連携や協力
を行い、生活機能の強化、結びつきやネットワークの強化及び圏域マネジメント能力の強
化の政策分野に取り組み、八ヶ岳圏域の交流人口及び定住人口の確保と地域の活性化を
図ります。

3.　地域間交流や国際交流の推進

　地域間交流は、今後の交流の在り方を友好都市等と検討し、相互の理解に基づいた活動
を進めます。
　また、国際交流においては、既に交流を行っている自治体との関係をより深めるととも
に、交流事業に携わるボランティアの確保と育成に努め、活用の充実も図ります。
　さらに、市内に在住する外国人に交流の場を提供し、様々な国との交流を通じて、異文
化や生活習慣等について、相互理解につなげる機会を推進します。
　あわせて、外国人が過ごしやすい環境をつくるため、必要な行政サービスの情報が入手
できるよう、様々な媒体を活用したやさしい日本語や外国語表記による情報提供に努め
ます。

※　地（知）の拠点事業（ＣＯＣ＋）　
『大学を「地（知）の拠点（ＣＯＣ＝ Center of Community）」へ』をキャッチフレーズに、地域の課題（ニー
ズ）と大学の資源（シーズ（教育・研究・社会貢献））のマッチングによる地域課題の解決を行うこと。
さらに、ＣＯＣに「＋（プラス）」することにより、地方の大学群と、地域の自治体・ 企業やＮＰＯ、民間団体
等が協働し、地域産業を自ら生み出す人材など、地域を担う人材育成を推進すること。
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2.移住定住の促進と地域コミュニティの強化

現状と課題

　急激な人口減少や少子高齢化という大きな課題に対し、地方版の総合戦略として、本市
においても「北杜市人口ビジョン・ 北杜市総合戦略」を策定し、『住み続けたいまち、住ん
でみたいまち』の実現に向け、5つの重点プロジェクトの取組が進められています。
　また、NPO 法人ふるさと回帰支援センターが公表した移住希望地域ランキングで、山
梨県は平成27年に2位、28年には1位と、多くの移住希望があります。その中でも本市は、
豊富な自然環境と首都圏からの近さという立地条件を強みとして、子育て世帯からアク
ティブシニアまで幅広い世代から移住希望があります。一方で、住宅、特に賃貸物件が少
なく、住居を確保できないがゆえに移住を断念する人もいるため、空き家の活用を求める
声も多くなっています。移住定住人口の増加と地域の活性化を図るため、「空き家バンク」
の活用を一層進めるとともに、市有地の有効活用等についても進めていく必要がありま
す。
　なお、移住定住希望者のニーズに対応するため、市役所内に設置している移住定住相談
窓口の強化を図るとともに、地域に精通した住民及び移住経験者を任命した移住定住相
談員と連携を図る必要があります。さらに、新規卒業予定者や市内への就職者等に対し
ても、定住につながるような支援が必要となっています。一方で、地域コミュニティの希
薄化が危惧されていることから、移住定住者の受け入れにあたっては、移住定住相談窓口
や移住定住相談員を活用し、行政区への加入の必要性を訴える必要があります。
　大きな社会問題である少子化の要因として、未婚化や晩婚化が挙げられています。本
市の未婚率は国や県より高く、晩婚化等のため夫婦の子ども数が長期的に減少傾向にあ
ることなどから、結婚支援の相談窓口機能を持った「北杜市出会いサポートセンター」に
おいて、結婚相談員等によるきめ細やかな結婚相談等を進めるほか、相談所への登録者の
拡大、出会いの場の創出等の結婚支援に取り組んでいますが、長期間を要する事例もある
ため、継続的な支援が求められています。なお、成婚に結び付いても結婚後に市外へ住居
を構える事例が多いため、住宅等の結婚後の支援も必要となっています。
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主要施策

1.　総合戦略の推進

　「北杜市人口ビジョン・ 北杜市総合戦略」に基づき、地域の活力を維持し、将来にわたり
安心して暮らし続ける施策に取り組み、まちの魅力を高め、定住人口の維持及び増加を
図りながら、持続可能で活力あるまちづくりを進めます。

2.　移住定住に向けた支援策の充実

　空き家物件の登録数が十分でないため、登録に向けての情報収集や広報活動と併せて、
空き家活用の支援策に取り組み、登録件数の増加を図ります。これにより、利用登録者等
の物件ニーズに応え、移住定住者の増加を促します。
　また、市営住宅を活用した短期間滞在可能な住宅の推進や、移住定住に向けた市有地の
有効活用を進めます。
　市役所内に移住定住相談窓口を設置し、本市に移住定住を希望する方々へのニーズに
応えます。
　さらに、地域コミュニティの構築も重要なことから、各地区に置く移住定住相談員とも
連携を図りつつ、行政区への加入促進に努めます。
　あわせて、住民がコミュニケーションを図れる機会を創出するなど、地域や世代間のつ
ながりを促します。

3.　若者の出会いの場の創出

　「北杜市出会いサポートセンター」において、継続的できめ細やかな結婚支援を推進し
ます。
　また、登録者の拡大を図りながら、若者の出会いの場を積極的に創出します。
　さらに、結婚後に本市への定住を促進するため、就業、住宅等の支援の強化を図ります。
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品格の高い感動の杜づくり

第7章
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1.観光の振興

現状と課題

　本市は、清らかで豊かな水資源や、山岳等の美しい自然景観をはじめ、非常に多くの観
光資源を有していますが、十分に活用されているとはいえません。そのため、各地に点在
する観光資源を結びつけて魅力ある観光商品として売り込んでいくことが課題となって
います。このような中、平成27年には「世界に誇る『水の山』」宣言を行いました。南アル
プス等に恵まれた自然環境によって育まれた名水を活かし、ブランドの構築や推進等に
取り組むこととしています。
　近年では近隣自治体とのネットワーク強化による観光振興に取り組んでいます。本市
と長野県富士見町、原村の3 市町村で構成される「八ヶ岳観光圏」では、広域連携による観
光振興を進めており、観光庁からも全国でトップクラスの評価を受けています。さらに、
観光地域づくりの新たな推進体制を確立していくことが求められる中で、日本版 DMO ※

の取組を進める必要があります。
　平成26年には、南アルプスがユネスコエコパークに登録されたことを契機に北杜市南
アルプスユネスコエコパーク地域連絡会を設立し、豊かな自然環境を後世に守り伝え発
信するとともに、持続可能な資源を利活用する取組がスタートしています。
　このように、観光客を呼び込むための施策に取り組んでいますが、一方で、受け入れ体
制を整備することも必要です。それぞれの地域で独自の活動を行っている観光協会や観
光事業者、観光案内所、観光施設等が連携し、宿泊を促すようなサービスを提供するとと
もに、豊かな資源を効果的に活用した旅行商品の開発や、情報発信等を行っていくことが
必要です。また、観光客の利便性向上の観点から、観光施設の充実を図っていくことも課
題となっています。
　さらに、2020（平成32）年には東京オリンピック・ パラリンピックが開催されるこ
とから外国人観光客の増加が予想されるため、外国人観光客の誘客を図る取組が必要と
なっています。

※　日本版ＤＭＯ　
DMO ＝ Destination Management/Marketing Organization の略
地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地
域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しながら、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくり
を実現するための戦略を策定するとともに、戦略を着実に実施するための調整機能を備えた法人のこと。



91

主要施策

1.　特色ある観光資源の活用

　美しい山岳景観に加え、国蝶オオムラサキの生息数、ミネラルウォーターの生産量、日
照時間が日本一と言われており、自然環境に恵まれた文字どおり「山紫水明」の地を誇る
本市の魅力を伝えるため、資源を磨き上げるとともに新たな資源を発掘するなど、各種事
業に取り組みます。

2.　八ヶ岳観光圏の推進

　八ヶ岳観光圏による長野県富士見町、原村との連携を強化する中で、観光誘客に向けた
事業に取り組みます。また、日本版 DMO の取組への支援を行います。

3.　南アルプスユネスコエコパークを活用した観光の振興

　南アルプスユネスコエコパークへの登録を機に、ユネスコエコパーク関係団体との連
携を強化する中で、豊かな地域資源を活用した観光の誘客に向けた事業に取り組みます。

4.　世界に誇る「水の山」の推進

　「世界に誇る『水の山』」宣言を活かし、国内外に向けて水の資源としての価値を周知し
ながら、ブランド構築等に努めます。

5.　受け入れ体制の充実

　観光地の整備や充実を図るとともに、観光関係者と連携した受け入れ体制の整備や、観
光客が再び訪れるように安全・安心で快適な観光地づくりを行います。
　また、東京オリンピック・ パラリンピックが開催されることから、外国人観光客に対応
した情報発信や受け入れ体制の整備を推進します。
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現状と課題

　本市には、国指定の天然記念物である「山高神代ザクラ」をはじめ、地域にとって重要な
文化財が多数存在します。これらの適切な保護及び保全を図るため調査や研究を進め、
適切な保護措置をとる必要があります。
　また、文化財を活用した魅力あるまちづくりや景観づくりを含めた、文化財の保護意識
を高めるための効果的な普及や活用方法の検討を行う必要があります。一方で、無形民
俗文化財の保持者、伝承者の高齢化への対応が課題となっています。
　市内の郷土資料館には、地域の歴史を伝える古文書等が保存されていますが、本市の貴
重な郷土資料を後世に残すために、適切に保存する必要があります。また、平成27年度
には、本市にゆかりのある先人たちの功績を紹介する「ほくと先人室」を浅川伯教・ 巧兄
弟資料館内に開設しています。これら先人たちの功績を広く発信していく取組が必要と
なっています。さらに、「八ヶ岳定住自立圏共生ビジョン」に基づき、構成市町村の文化
財や資料館を活用したイベント等の取組を推進していく必要があります。

2.文化財の保護
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主要施策

1.　指定文化財等の保護

　文化財の指定基準を定め、指定文化財の取扱いを見直すとともに、その保護や活用に
ついて、市民、市民団体、行政が連携して行う体制の構築に向けた取組を進めます。また、
埋蔵文化財の調査により年々増加する出土品の適切な保存を図ります。

2.　文化財の情報発信

　本市に数多くある文化財について、資料館での企画展や各種講座等の開設をはじめ、多
様な方法を通じて全国に情報発信し本市を PR するとともに、学校と連携し将来を担う
子どもが地域の文化財の保全や伝承に関心が持てるよう努めます。
　また、浅川伯教・ 巧兄弟をはじめ、本市ゆかりの先人たちの功績を顕彰し、広く情報発
信するための取組を進めるとともに、新たな人物や、関連資料の発掘に努めます。
　さらに、八ヶ岳圏域の町村と連携し、各資料館で同一テーマの企画展を実施するなど地
域の PR の強化に努めます。
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現状と課題

　本市には、清春芸術村や平山郁夫シルクロード美術館、中村キース・へリング美術館等、
全国に誇れる文化施設が数多く存在します。また、豊かな自然に囲まれた癒しの空間を
求めて、多くの芸術家や文化人等が市内に移住してきています。この素晴らしい地域資
源を市内外の多くの人に知っていただくことで、芸術・ 文化の面からも本市の良さを理
解していただくことが必要です。また、本市における芸術・ 文化の活動を支えてきた団
体の自立についても支援をしていく必要があります。
　本市では、3つのホール（須玉、高根、長坂）を拠点として、その特性を活かした自主事
業や共催事業に取り組むとともに、他の公共施設や民間施設等も活用し、アーティスト
の支援や育成、市民の自発的な活動への支援等に取り組み、芸術・ 文化の発信、推進に努
めてきました。今後も、身近な場所で一流の芸術・ 文化に触れる機会の提供や、市民が主
体的に行う芸術・文化活動等を充実させるために協力や支援を行う必要があります。
　また、「八ヶ岳定住自立圏共生ビジョン」に基づき、長野県富士見町、原村と連携して芸
術・文化の振興を図っていく必要があります。
　さらに、市内に在住する多くの芸術家や文化人を通じて、一流の芸術・ 文化に触れる機
会を設け、理解を深めていくことも必要です。

3.芸術・文化の振興



95

主要施策

1.　芸術・文化を育む活動の充実

　本市の芸術・ 文化の推進を図るため、企業等の協力金による「北杜市芸術文化スポーツ
振興基金」を活用し、市民に優れた芸術・ 文化の鑑賞機会等を提供する団体等を支援して
いきます。
　また、本市における芸術・ 文化の活動を支えてきた団体には自立が促進されるよう引
き続き支援をしていきます。
　3つのホールを拠点とし、それぞれのホールの特性を活かした、自主事業や共催事業
を企画し、市民に一流の芸術・文化事業を提供していきます。
　さらに、「八ヶ岳定住自立圏共生ビジョン」に基づき、訪れる全国の方々との交流を深
め、交流人口から定住人口への増加につなげられるよう、圏域内の芸術・ 文化の振興を図
ります。

2.　一流の芸術・文化の提供

　一流の文化人等による公演等により、質の高い知を取り入れる機会を設け、『ふるさと』
に対する誇りの高揚へつなげます。
　また、市内に在住する芸術家や文化人等のネットワークを活用し、市民に一流の芸術・
文化に触れる機会を創出していきます。
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連帯感のある和の杜づくり
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1.市民参画のまちづくり

現状と課題

　本市では、市ホームページに掲載している電子メールや、本庁及び各総合支所の窓口に
設置している「市長への手紙」により、広く市民から意見、要望、提案等を受け、回答を集約
して広聴活動を行っていますが、市民の顔が見えないという課題もあり、地域に出向くこ
とが必要となっています。また、定例市議会後に「市政報告会」を開催するなど、今後も幅
広く市民の意見をいただく機会を設ける必要があります。
　一方、開かれた市政を推進するため、「北杜市情報公開条例」に基づき、公文書の情報公
開を行っているほか、審議会等の会議も原則公開とし、透明かつ公正な市政運営に努めて
います。また、市民にとって身近な広報紙「広報ほくと」や市ホームページ、ＣＡＴＶによ
る自主放送番組「週刊ほくとニュース」、ＦＭ八ヶ岳等を使った広報活動によって、市政の
方向性や状況を市民に積極的に情報提供しています。
　さらに、市民との協働によるまちづくりを進めるため、相談や支援窓口の設置を検討す
るなど、協働支援体制の整備を進めていますが、市民と行政がこれまで以上に双方の役割
を明確にして、共にまちづくりを進めていく必要があります。また、8つの区域ごとに
20 人以内の委員で構成される地域委員会を設置しています。地域の意見を集約し市に
提言する機関として、今後も地域委員会による地域づくりを推進していく必要がありま
す。
　男女共同参画については、「ほくとほほえみ夢プラン」（北杜市男女共同参画推進プラ
ン）や「男女共同参画都市」宣言等に基づき、男女があらゆる分野に共に参画し、共に責任
を分かち、自立した個人としての多様な社会の実現を目指しています。しかし、性別で役
割を決めつけてしまう考え方や、これに基づく地域の慣習等、今なお根強く存在してい
るため、引き続き、推進活動に取り組んでいく必要があります。また、女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する法律が制定されたことを背景に、女性が職業生活において、
その希望に応じて十分に能力を発揮し活躍できるための支援措置を講じる必要がありま
す。
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主要施策

1.　幅広い市民意見の集約

　広く市民の声を聴くため、市民が集う場所に出かけ、行政の施策や事業等を伝えるとと
もに、市民からの意見等を聞く広聴活動を行っていきます。
　また、幅広い市民意見の集約のため「市政報告会」の開催等の取組を推進します。

2.　情報公開の推進

　開かれた市政を推進するため、「北杜市情報公開条例」及び「北杜市審議会等の会議の
公開に関する要綱」に基づき、公文書の情報公開や審議会等の公開を進めます。

3.　広報活動の充実

　広報紙、市ホームページ、自主放送番組等を有効に活用し、市政の方向や状況等を、幅広
い年代の市民に分かりやすく提供するとともに、市民参画の行事や子どもたちの活動等、
若い世代にも関心を持つことができる情報を取り入れます。

4.　市民との協働によるまちづくりの推進

　現在まで、市民が市と協働してより良い地域づくりを行うため、大きな役割を担ってき
た地域委員会について、今後も地域の意見を集約し提言する重要な機関として積極的に
地域づくりへの活用を図ります。
　さらに、市民一人ひとりが主体的にまちづくりに参画し、地域の特性を発揮できる仕組
みづくりを検討します。

5.　男女共同参画ほくとほほえみ夢プランの推進

　「ほくとほほえみ夢プラン」に基づき、男女共同参画社会のための多様な取組を推進し
ます。
　さらに、思春期からの DV 対策の強化及び充実を図るとともに、女性が職業生活等にお
いて、その希望に応じて十分に能力を発揮し活躍できるための支援に努めます。
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2.行政推進体制の強化

現状と課題

　効率的かつ効果的な行政を運営していくためには、組織や分掌業務を随時見直す必要
があります。また、本庁舎、総合支所及び出張所の在り方を検討するとともに、市有施設
や設備のより一層の合理化や適切な管理に努めていく必要があります。さらに、近隣自
治体との一部事務組合で行っている事業については、社会経済状況の変化や施設の老朽
化等を踏まえ、関係自治体や県とも協議を進め、課題解決にあたる必要があります。
　行財政改革については、「北杜市行財政改革大綱・ アクションプラン」に基づき、最小
の経費で最大の効果が得られるよう、継続的な取組を進めています。
　国では、「行政サービスの水準や職員の士気に影響が生じているとの指摘があること
から、地方公共団体においては、行政需要や地域特性等それぞれの実情に応じた定員管理
に取り組む必要がある」としています。これを踏まえ、平成28年3月に策定した「第3次
北杜市定員適正化計画」では、第2次までの計画で実施した大幅な職員削減は行わず、職
員の年齢構成の偏りを検証しつつ、行政課題にスピード感をもって対応できる適正な人
員配置に努めていくこととしています。また、職員の人材育成や能力向上により行政サー
ビスの水準を維持及び向上させていくことも必要です。
　なお、地方公務員法の改正により、平成28年度から人事評価制度を導入し、その結果
を人事管理に活用するとともに、この制度を基に人材育成を図っていくことが求められ
ますが、そのためには、公平かつ客観的に平準化した評価を行うことが課題となってい
ます。
　また、市が所有する公共施設等については、人口減少等による公共施設等の利用需要の
変化及び多額の更新や改修の費用が見込まれることから、平成28年3月に策定した「北
杜市公共施設等総合管理計画」に基づき、公共施設等のマネジメントを進めていく必要が
あります。
　さらに、統廃合後の学校教育施設等における有効活用等や、固定資産台帳の整備を進め
る中で、顕在化してきた利用計画が無い土地等については、売却や賃貸等の有効活用を進
めていくことが求められます。



101

主要施策

1.　行政経営の合理化

　行政事務の効率化を図り、行政サービスの向上に資するため、新たな市民ニーズに対応
した組織の整備や類似した事務の整理を行い、より効率化を目指した行政運営に努めま
す。また、職員の行政経営に対する意識改革や職員間の情報共有等を行い、経営的な視点
をもって、効率的な運営に努めます。
　また、「北杜市公共施設等総合管理計画」の方針に基づき、本庁舎、総合支所及び出張所
の在り方について検討します。
　一方で、広域消防やごみ処理などの広域的な行政課題については、効率的かつ効果的に
行政サービスが提供されるよう、広域的な連携を推進します。

2.　行財政改革の推進

　財政基盤の強化、組織や事務の簡素化及び効率化、市民と行政の役割分担の明確化を基
本理念に、引き続き「北杜市行財政改革大綱・ アクションプラン」に基づき、行財政改革に
取り組みます。

3.　人事管理の適正化

　「北杜市定員適正化計画」に基づき、適正かつ計画的な定員管理、職員の人材育成と能力
向上に資する多様な研修を実施します。
　また、人事評価制度を人事管理に活用することにより、複雑化、多様化する市民ニーズに
的確に対応できる高い能力をもった職員の育成を行い、行政サービスの向上を図ります。

4.　公共施設等総合管理計画の推進

　「北杜市公共施設等総合管理計画」の方針に基づき、道路、橋梁、上下水道施設等の公共
インフラを含むすべての公共施設等について、最適なストック量と最適な管理運営を実
現するため、公共施設等のマネジメント機能の確立とその推進体制の構築を図ります。
　また、統廃合後の学校教育施設等の使用可能な公共施設等については、有効に活用でき
るよう検討します。
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3.財政の健全化

現状と課題

　これまで本市では、財政の健全化を「1丁目一番地」に位置付けた上で、平成18年以降、
3次にわたり策定した行財政改革大綱等に基づき、公共事業の縮減や職員数の削減、指定
管理者制度の導入等、財政健全化に向けた取組を積極的に実施してきました。
　平成27年度決算における財産区を除く全会計の基金残高は、合併時の50億円と比べ
ると132億円増加し、全会計の市債残高は、平成17年度末ピーク時の1,009億円と比べ
ると335億円減少しましたので、合計で467億円の改善となりました。
　この結果、財政の健全性を判断する指標である実質公債費比率は平成 19 年度の
19.0％から平成27年度は9.1％、将来負担比率も平成19年度の160.5％から平成27
年度は5.1％となり、大幅に改善しました。
　以上のように、財政健全化の取組は着実に成果として現れていますが、人口減少による
税収の減少や、高齢化の進行に伴う社会保障関係費の増加等の要因に加え、特別会計を含
めた市債残高は依然として高い水準となっていること、平成27年度からは普通交付税の
段階的縮減が始まっており平成32年度には普通交付税の特例措置が終了すること、財政
的に有利な起債である合併特例事業債の発行が平成32年度までで終了すること、公共施
設及びインフラに関する維持や更新に係る経費が増大する見通しであることなどから、
引き続き、財政健全化の取組を進め、持続可能な財政運営の確立を図っていくことが大き
な課題となっています。
　市税収入全体の50％以上を占める固定資産税は、償却資産申告の推進、家屋全棟調査
の結果反映等により、今後もある程度の収入が見込めますが、個人市民税は、人口減少等
の要因により年々減少しており、税収確保の面からも人口増加につながる施策の実施が
急務となっています。
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主要施策

1．健全な財政の確立

　合併に伴う特例措置の終了や今後の公共施設等に関する維持や更新に係る経費の増加
等を見据え、持続可能な財政運営の確立を図るため、市債の繰上償還や発行抑制、公共事
業費や総人件費の抑制、補助金の整理合理化等、財政健全化に向けたあらゆる取組を実施
します。

2．市税等の適正賦課及び収納率向上と負担の公平化の実現

　課税客体の把握による公平かつ公正な課税業務を推進するとともに、滞納整理を強化
することで徴収率の向上を図り、市税収入の確保に努めます。
　また、受益者負担等の見直しを行うことにより、負担の公平化を図るとともに、普通財
産の処分や新たな自主財源の確保を推進します。

3．事務事業の見直しと民営化、民間委託の推進

　PDCA サイクル※に基づく事務事業評価により行政サービスの在り方を見直すととも
に、事業や施設運営等に民間活力を積極的に導入します。
　さらに、出資法人の健全運営に努め、財政状況等の情報公開を進めます。

※　PDCAサイクル　
PDCA は「Plan：計画を立てる、Do：実行する、Check：評価する、Action：改善する」のそれぞれの
頭文字を並べた言葉。4 段階を繰り返すことによって、業務を継続的に改善する仕組みのこと。
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（１）調査目的

　この調査は、『第２次北杜市総合計画』の策定にあたり、現行計画における市民のニー
ズを分析するとともに、市民の生活環境をはじめとするまちづくり全般、市政運営等に対
する評価・意向を把握し、新しい計画に反映することを目的に実施しました。

（２）調査期間

　平成27年11月19日（木）～平成27年12月22日（火）

（３）調査対象

　北杜市に居住する高校生以上の方を対象に、住民基本台帳より3,000人を無作為で抽
出しました。

（４）調査方法

　郵送による配布・回収を実施しました。

（５）回収結果

　有効回答数は1,151票（有効回答率38.4％）となりました。

調査結果中の記号について

（ＳＡ）・・・単一回答 (Single Answer) の略であり、選択回答は1項目のみです。
（ＭＡ）・・・複数回答 (Multi Answer) の略であり、複数の回答を選択できます。
　　　　　　（選択回答の数を制限している設問もあります。）

（ＦＡ）・・・自由回答 (Free Answer) の略であり、自由に記述することができます。
 n・・・・・回答者数（number）をあらわします。
　　　　　　（例えば、「n ＝100」は回答者数が100人ということです。）
※複数回答の場合は合計値が100％にならない場合があります。
※アンケート結果の数値は小数点第2位を四捨五入しており、単一回答であっても

合計が100％にならない場合があります。

「まちづくり市民アンケート調査」報告書

１．調査概要
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１．ご回答者について

属性について（ＳＡ）

（ア）性別

・「男性」(36.1%)、「女性」(43.4%) であり、
「女性」が「男性」より7.3ポイント高いで
す。

・ 無回答 (20.5%) が約2割を占めていま
す。

（イ）年齢

・ 最も多い回答は「70歳以上」(25.3%) と
なっています。次いで「60 歳～ 69 歳」
(22.2%)、「50歳～ 59歳」(16.8%) と
続いています。 30歳～39歳

13.2%

40歳～49歳
13.5%

50歳～59歳
16.8%

60歳～69歳
22.2%

20歳未満　0.0%無回答　1.0%
20歳～29歳
8.0%

70歳以上
25.3%

（n=1,151）

男性
36.1%

女性
43.4%

無回答
20.5%

（n=1,151）

「まちづくり市民アンケート調査」報告書

２．調査結果
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（ウ）職業

・ 最も多い回答は「無職」(23.7%) となっ
ています。次いで「会社員・ 団体職員」
(19.0%)、「自営業」(14.2%) と続いて
います。

（エ）通学・通勤先

・ 最も多い回答は「北杜市内」(42.3%) と
なっています。次いで「自宅」(16.7%)
となっており、回答者の約6割が北杜市
内で働いています。

※前問「（ウ）」において、「主に家事・ 育児
をしている」、「無職」、「その他」と回答
した人を除いています。

（n=705）

自宅
16.7%

山梨県外
6.2%

無回答
15.6%

韮崎市
8.1%

北杜市内
42.3%

南アルプス市
1.1%

その他の
山梨県内
市町村
2.4%

甲府市  4.5%

甲斐市  3.0%

（n=1,151）

自営業
14.2%

会社員・団体職員
19.0%

パート・
アルバイト・内職
13.2% 派遣・契約・嘱託など

3.0%学生  1.1%

その他  4.1%
無回答  1.8%

主に家事・
育児をしている
9.1%

無職  23.7%
公務員  5.7%

会社役員・
団体役員
3.2%

専門的職業
（医師・弁護士
など） 
1.7%
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（オ）居住地域

・	最 も 多 い 回 答 は「 長 坂 町 」(19.6%)
と な っ て い ま す。 次 い で「 高 根 町 」
(18.4%)、「須玉町」(12.4%) と続いて
います。

（カ）居住年数

・	最も多い回答は「30年以上」(36.6%) と
なっています。次いで「10年以上20年
未満」(19.9%)、「20年以上30年未満」
(15.6%) と続いています。

・	なお、居住年数10年未満の方が25.0%
となっています。平成22年の国勢調査
でも、居住年数 10 年未満は 31.3% と
なっています。

（n=1,151）

明野町
9.8%

須玉町
12.4%

白州町
7.5%

武川町
7.0%

無回答  3.5%

大泉町
9.9%

小淵沢町
11.9%

高根町
18.4%

長坂町
19.6%

（n=1,151）

５年未満
14.7%

５年以上
10年未満
10.3%

無回答  3.0%

30年以上
36.6%

10年以上
20年未満
19.9%

20年以上
30年未満
15.6%
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２．北杜市での生活について

北杜市の住み良さ（ＳＡ）

・	最も多い回答は「どちらかといえば住み
良い」(38.7%) となっています。次いで

「住み良い」(25.7%)、「どちらともいえ
ない」(19.0%) と続いています。

・	「住み良い」と「どちらかといえば住み良
い」を合わせた回答者は全体の6割以上

（64.4%）を占めています。

今後の居住意向（ＳＡ）

・	最も多い回答は「ずっと住み続けたい」
(50.6%) となっています。次いで「当分
は住んでいたい」(30.5%)、「わからな
い」(9.2%) と続いています。

・	「ずっと住み続けたい」の回答割合が過半
数を占めています。一方で、「できれば
移転したい」と「すぐにでも移転したい」
を合わせた1割弱（8.3%）の住民が移転
を検討しています。

（n=1,151）

住み良い
25.7%

どちらかといえば
住みにくい

11.0%

住みにくい  4.1% 無回答  1.4%

どちらともいえない
19.0%

どちらかといえば住み良い
38.7%

（n=1,151）

ずっと住み
続けたい
50.6%

できれば
移転したい
7.3%

すぐにでも移転したい
1.0%

無回答  1.5%

わからない
9.2%

当分は住んでいたい
30.5%
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住み続けたい理由（ＭＡ）

・	最も多い回答は「家や土地を持っているから」(79.1%) となっています。次いで「自然
が豊かであるから」(57.2%) と続いています。

移転したいと思う理由（ＭＡ）

・	最も多い回答は「生活に不便だから」(53.7%) となっています。次いで「道路、交通の
便が悪いから」(33.7%)、「病院や福祉施設が充実していないから」、「働きがいのある
職場が少ないから」( いずれも20.0%) と続いています。

0 10 20 30 40 50 60
生活に不便だから

道路、交通の便が悪いから

病院や福祉施設が充実していないから

働きがいのある職場が少ないから

土地柄になじめないから

通勤、通学に不便だから

市に愛着がないから

借家、借地だから

教育環境に問題があるから

その他

53.7%

33.7%

20.0%

20.0%

11.6%

9.5%

6.3%

5.3%

0.0%

17.9%

（%）

（n=95）

（%）住み続けたいと思う理由

家や土地を持っているから

自然が豊かであるから

隣近所の人間関係が良いから

市に愛着があるから

通勤、通学に便利だから

生活に便利だから

交通事故、犯罪等が少ないから

市に発展性、将来性があるから

文化･スポーツ施設等が整備されているから

その他

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100
79.1%

57.2%

11.9%

7.0%

5.8%

3.3%

3.3%

1.6%

0.3%

4.3% （n=933）
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３．北杜市の施策における現在の満足度と今後の重要度について

現在の満足度と今後の重要度について（ＳＡ）

（１）「満足度」スコアおよび「重要度」スコアについて

　第１次北杜市総合計画に掲げる『８つの杜づくり』で展開している主な施策のうち、
39分野について、「現在の満足度」と「今後の重要度」を調査しました。
　各施策の「現在の満足度」及び「今後の重要度」の集計結果を下記の通り数値化して、「満
足度スコア」及び「重要度スコア」を算出し、評価しています（最大値10 ～ 最低値－10）。

現在の満足度 点数
（Ａ）

回答数
（Ｂ）

得点
（Ａ×Ｂ）

満足度スコア
（Ｆ）÷〔（Ｅ）－（Ｄ）〕

そう思う 10 94 940

どちらかといえばそう思う 5 273 1365

どちらとも言えない 0 546 0

どちらかといえばそう思わない −5 87 −435

そう思わない −10 62 −620

無回答 89（Ｄ）

合計 1151（Ｅ） 1250（Ｆ） 1.18

＜満足度スコア＞

（合計得点）÷（無回答を除く回答数）

＜各スコアの計算例：（１）「食育・地産地消の取組み」の「満足度スコア」を計算する場合＞

＜重要度スコア＞

（合計得点）÷（無回答を除く回答数）

現在の満足度 点数

そう思う 10

どちらかといえばそう思う 5

どちらとも言えない 0

どちらかといえばそう思わない −5

そう思わない −10

今後の重要度 点数

力を入れてほしい 10

できれば力を入れてほしい 5

どちらとも言えない 0

あまり力を入れる必要はない −5

力を入れる必要はない −10
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①「満足度スコア」施策別順位
・満足度スコアの平均値は－0.50となりました。

・39施策のうち、満足度スコアがプラスとなったのは11施策であり、28施策で満足が
不満を下回る（満足度スコアがマイナス）結果となりました。

・満足度スコアが最も高い施策は「適正な家庭ごみ収集・処理」 (4.30）であり、次いで「市
政情報のわかりやすい伝達」（2.41）、「生活習慣病予防等の充実」（2.40）と続いていま
す。

・満足度スコアの最も低い施策は「働く場所の確保」（－3.67）であり、次いで「道路除雪作
業の適切さ」（－3.09）、「便利な市民バスの運行」（－3.06）と続いています。

順位 施策名 満足度
スコア 順位 施策名 満足度

スコア

1 (29) 適正な家庭ごみ収集・処理 4.30 21 (16) 子育て世帯への経済支援の充実 −0.45

2 (37) 市政情報のわかりやすい伝達 2.41 22 (6) 農業支援の充実 −0.55

3 (10) 生活習慣病予防等の充実 2.40 23 (3) 生涯学習環境の充実 −0.72

4 (24) 上下水道の整備・充実 2.18 24 (12) 福祉活動の身近な相談環境 −0.80

5 (1) 食育 ･地産地消の取組み 1.18 25 (38) 祭り・伝統文化への市民参加 −0.82

6 (27) 再生可能エネルギー等への取組み 1.08 26 (39) 民間ノウハウによる施設管理運営 −0.98

7 (5) 農道・水路整備の適切さ 0.88 27 (33) 地域資源を活用した観光地づくり −1.04

8 (28) 市民参加型環境美化活動 0.69 28 (4) スポーツに親しむ機会の充実 −1.07

9 (2) 原っぱ教育・義務教育の充実 0.12 29 (14) 高齢者活動・生活サービスの充実 −1.19

10 (34) 企画展・講座事業等の充実 0.10 30 (22) 市民の積極的なまちづくり参加 −1.60

11 (21) 市営住宅戸数の適切さ 0.09 31 (30) 企業・大学等との連携 −1.71

12 (19) 防災体制の強化 −0.03 32 (31) 結婚支援の充実 −2.00

13 (11) 出産支援・乳幼児保健事業の充実 −0.09 33 (23) 自然環境保全の取組み −2.24

14 (36) 文化的環境の醸成 −0.29 34 (15) 障がい者の生活環境整備 −2.27

15 (32) 観光ＰＲ・イベントの充実 −0.32 35 (7) 森林育成・林道整備の適切さ −2.42

16 (17) 保育サービスの充実 −0.32 36 (9) 求人情報・企業紹介等の充実 −2.82

17 (25) 市道維持管理の適切さ −0.33 37 (26) 便利な市民バスの運行 −3.06

18 (35) 青少年育成支援の充実 −0.37 38 (20) 道路除雪作業の適切さ −3.09

19 (13) 介護予防・介護事業等の充実 −0.37 39 (8) 働く場所の確保 −3.67

20 (18) 治山治水・河川整備の適切さ −0.38
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②「重要度スコア」施策別順位
・ 重要度スコアの平均値は4.78であり、すべての施策で「重要」との回答が多く（重要度

スコアがプラス）なりました。

・ 重要度スコアが最も高い施策は「道路除雪作業の適切さ」（7.43）であり、次いで「出産支
援・乳幼児保健事業の充実」（6.22）、「働く場所の確保」（6.21）と続いています。

・ 重要度スコアの最も低い施策は「再生可能エネルギー等への取組み」（2.34）であり、次
いで「市営住宅戸数の適切さ」（2.42）、「企画展・ 講座事業等の充実」（3.03）と続いて
います。

順位 施策名 重要度
スコア 順位 施策名 重要度

スコア

1 (20) 道路除雪作業の適切さ 7.43 21 (3) 生涯学習環境の充実 4.78

2 (11) 出産支援・乳幼児保健事業の充実 6.22 22 (33) 地域資源を活用した観光地づくり 4.77

3 (8) 働く場所の確保 6.21 23 (28) 市民参加型環境美化活動 4.77

4 (10) 生活習慣病予防等の充実 6.18 24 (32) 観光ＰＲ・イベントの充実 4.73

5 (23) 自然環境保全の取組み 5.89 25 (18) 治山治水・河川整備の適切さ 4.73

6 (13) 介護予防・介護事業等の充実 5.88 26 (5) 農道・水路整備の適切さ 4.52

7 (16) 子育て世帯への経済支援の充実 5.78 27 (1) 食育 ･地産地消の取組み 4.48

8 (14) 高齢者活動・生活サービスの充実 5.75 28 (2) 原っぱ教育・義務教育の充実 4.38

9 (15) 障がい者の生活環境整備 5.74 29 (4) スポーツを楽しむ機会の充実 4.25

10 (9) 求人情報・企業紹介等の充実 5.71 30 (36) 文化的環境の醸成 4.05

11 (19) 防災体制の強化 5.52 31 (35) 青少年育成支援の充実 4.03

12 (17) 保育サービスの充実 5.31 32 (39) 民間ノウハウによる施設管理運営 3.88

13 (26) 便利な市民バスの運行 5.06 33 (22) 市民の積極的なまちづくり参加 3.79

14 (25) 市道維持管理の適切さ 5.06 34 (38) 祭り・伝統文化への市民参加 3.62

15 (29) 適正な家庭ごみ収集・処理 5.05 35 (31) 結婚支援の充実 3.39

16 (7) 森林育成・林道整備の適切さ 4.95 36 (30) 企業・大学等との連携 3.32

17 (37) 市政情報のわかりやすい伝達 4.93 37 (34) 企画展・講座事業等の充実 3.03

18 (24) 上下水道の整備・充実 4.89 38 (21) 市営住宅戸数の適切さ 2.42

19 (6) 農業支援の充実 4.82 39 (27) 再生可能エネルギー等への取組み 2.34

20 (12) 福祉活動の身近な相談環境 4.79
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（２）「市民ニーズマップ」による分析について

　第１次北杜市総合計画の各施策について、「現在の満足度」と「今後の重要度」の回答結
果をもとに、「市民ニーズマップ」を作成するとともに、施策ごとの「市民ニーズ値」を算
出し、市民ニーズの分析を行いました。

＜「市民ニーズマップ」について＞

・	「市民ニーズマップ」は、施策ごとに算出した「満足度」及び「重要度」の偏差値を下図の
通りプロットしたマップグラフです。

・	プロットの位置によって、その施策が下表のどの分野に位置するかを把握することが
できます。

重点維持分野 重点改善分野

・満足度、重要度ともに平均値より高い施策。
・市民が満足に感じており、政策の効果が表れている。
重要と感じている施策であり、重点的に維持を図る必
要がある分野。

・満足度が平均値より低く、重要度が平均値より高い施
策。
・市民が重要と感じているにもかかわらず、満足度が低
い項目であるため、優先的に改善に取組む必要がある
分野。

維持分野 改善分野

・満足度が平均値より高く、重要度が平均値より低い
施策。
・市民が満足に感じており、政策の効果が表れている。
今後も満足度を維持していく必要がある分野。

・満足度、重要度ともに平均値より低い施策。
・市民はあまり重要と感じていないが、満足度が低い
項目であるため、満足度を高めることに取組む必要
がある分野。

＜「市民ニーズ値」について＞

・	「市民ニーズ値」は、市民ニーズマップのプロット位置を数値化（市民ニーズマップの原
点からの距離と角度により算出）したもので、市民ニーズの順位を把握することができ
ます。「市民ニーズ値」の数値が高いほど、市民のニーズが高いことを表します。

市民ニーズ値＝距離×（90－角度）÷90

＜市民ニーズ値の算出方法・市民ニーズマップの見方＞

重点維持分野 重点改善分野

維持分野 改善分野

角度

距
離

満足度偏差値高い 低い

高
い

低
い

重
要
度
偏
差
値

マッピング
施策の満足度と重要度を偏差値ごとにプロットしています。
右上に位置するほど市民ニーズが高くなります。

市民ニーズ値
原点からの距離と右上45度の線からの角度により算出して
います。
　　　〔市民ニーズ値＝距離×（90－角度）÷90〕

市民
ニー
ズ値

マイ
ナス
領域

市民
ニー
ズ値

プラ
ス領
域
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①「市民ニーズ値」（偏差値）施策別順位
・	市民ニーズ値が最も高い施策は「道路除雪作業の適切さ」（25.22）であり、次いで「働く
場所の確保」（20.76）、「自然環境保全の取組み」（14.70）と続いています。

・	市民ニーズ値の最も低い施策は「再生可能エネルギー等への取組み」（－18.65）であ
り、次いで「市営住宅戸数の適切さ」（−13.42）、「適正な家庭ごみ収集・処理」（－
13.10）と続いています。

順位 施策名 市　民
ニーズ値

1 (20) 道路除雪作業の適切さ 25.22 

2 (8) 働く場所の確保 20.76 

3 (23) 自然環境保全の取組み 14.70 

4 (9) 求人情報・企業紹介等の充実 14.07 

5 (15) 障がい者の生活環境整備 13.19 

6 (26) 便利な市民バスの運行 9.59 

7 (14) 高齢者活動・生活サービスの充実 7.72 

8 (7) 森林育成・林道整備の適切さ 6.88 

9 (11) 出産支援・乳幼児保健事業の充実 5.24 

10 (13) 介護予防・介護事業等の充実 4.63 

11 (16) 子育て世帯への経済支援の充実 4.43 

12 (19) 防災体制の強化 1.84 

13 (17) 保育サービスの充実 1.80 

14 (33) 地域資源を活用した観光地づくり 1.61 

15 (12) 福祉活動の身近な相談環境 0.97 

16 (25) 市道維持管理の適切さ 0.73 

17 (3) 生涯学習環境の充実 0.64 

18 (6) 農業支援の充実 0.42 

19 (4) スポーツを楽しむ機会の充実 -0.66 

20 (18) 治山治水・河川整備の適切さ -0.79 

順位 施策名 市　民
ニーズ値

21 (32) 観光ＰＲ・イベントの充実 -0.87 

22 (22) 市民の積極的なまちづくり参加 -1.17 

23 (31) 結婚支援の充実 -1.71 

24 (10) 生活習慣病予防等の充実 -2.11 

25 (39) 民間ノウハウによる施設管理運営 -2.53 

26 (30) 企業・大学等との連携 -2.85 

27 (28) 市民参加型環境美化活動 -3.72 

28 (35) 青少年育成支援の充実 -4.05 

29 (38) 祭り・伝統文化への市民参加 -4.23 

30 (36) 文化的環境の醸成 -4.32 

31 (2) 原っぱ教育・義務教育の充実 -5.32 

32 (5) 農道・水路整備の適切さ -5.94 

33 (1) 食育 ･ 地産地消の取組み -7.13 

34 (24) 上下水道の整備・充実 -7.55 

35 (37) 市政情報のわかりやすい伝達 -8.00 

36 (34) 企画展・講座事業等の充実 -10.72 

37 (29) 適正な家庭ごみ収集・処理 -13.10 

38 (21) 市営住宅戸数の適切さ -13.42 

39 (27) 再生可能エネルギー等への取組み -18.65 
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②「市民ニーズマップ」（全回答者）

重点維持分野 重点改善分野

維持分野 改善分野

満足度偏差値高い 低い

高
い

低
い

重
要
度
偏
差
値

市政情報の
わかりやすい伝達

生活習慣病予防等の充実

上下水道の整備・充実

食育･地産地消の取組み

再生可能エネルギー等への取組み

市民参加型環境美化活動

原っぱ教育・義務教育の充実

企画展・講座事業等の充実

市営住宅戸数の適切さ

防災体制の強化

介護予防・介護事業等の充実
子育て世帯への経済支援の充実

文化的環境の醸成観光ＰＲ・イベントの充実

保育サービスの充実

市道維持管理の適切さ

青少年育成支援の充実

農業支援
の充実

生涯学習環境の充実

福祉活動の身近な相談環境

祭り・伝統文化への市民参加

民間ノウハウによる施設管理運営

地域資源を活用した観光地づくり

スポーツに親しむ機会の充実

高齢者活動・
生活サービスの充実

市民の積極的なまちづくり参加

企業・大学等との連携
結婚支援の充実

自然環境保全の取組み
障がい者の生活環境整備

森林育成・林道整備の適切さ

求人情報・企業紹介等の充実

便利な市民バスの運行

道路除雪作業の適切さ

働く場所の確保

20

30

40

50

60

70

80

20304050607080

出産支援・乳幼児保健事業の充実

農道・水路整備の適切さ
治山治水・河川整備の適切さ

適正な家庭ごみ収集・処理
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③分野別施策（維持・改善）
・	市民ニーズマップの位置により、各施策を【重点改善分野】、【重点維持分野】、【改善分
野】、【維持分野】に分類した結果は、以下のとおりです。

重点維持分野

施策名 市民
ニーズ値

（11） 出産支援・乳幼児保健事業の充実 5.24 

（13） 介護予防・介護事業等の充実 4.63 

（16） 子育て世帯への経済支援の充実 4.43 

（19） 防災体制の強化 1.84 

（17） 保育サービスの充実 1.80 

（25） 市道維持管理の適切さ 0.73 

（10） 生活習慣病予防等の充実 -2.11 

（24） 上下水道の整備・充実 -7.55 

（37） 市政情報のわかりやすい伝達 -8.00 

（29） 適正な家庭ごみ収集・処理 -13.10 

維持分野

施策名 市民
ニーズ値

（18） 治山治水・河川整備の適切さ -0.79 

（32） 観光ＰＲ・イベントの充実 -0.87 

（28） 市民参加型環境美化活動 -3.72 

（35） 青少年育成支援の充実 -4.05 

（36） 文化的環境の醸成 -4.32 

（2） 原っぱ教育・義務教育の充実 -5.32 

（5） 農道・水路整備の適切さ -5.94 

（1） 食育 ･ 地産地消の取組み -7.13 

（34） 企画展・講座事業等の充実 -10.72 

（21） 市営住宅戸数の適切さ -13.42 

（27） 再生可能エネルギー等への取組み -18.65 

重点改善分野

施策名 市民
ニーズ値

（20） 道路除雪作業の適切さ 25.22 

（8） 働く場所の確保 20.76 

（23） 自然環境保全の取組み 14.70 

（9） 求人情報・企業紹介等の充実 14.07 

（15） 障がい者の生活環境整備 13.19 

（26） 便利な市民バスの運行 9.59 

（14） 高齢者活動・生活サービスの充実 7.72 

（7） 森林育成・林道整備の適切さ 6.88 

（12） 福祉活動の身近な相談環境 0.97 

（6） 農業支援の充実 0.42 

改善分野

施策名 市民
ニーズ値

（33） 地域資源を活用した観光地づくり 1.61 

（3） 生涯学習環境の充実 0.64 

（4） スポーツに親しむ機会の充実 -0.66 

（22） 市民の積極的なまちづくり参加 -1.17 

（31） 結婚支援の充実 -1.71 

（39） 民間ノウハウによる施設管理運営 -2.53 

（30） 企業・大学等との連携 -2.85 

（38） 祭り・伝統文化への市民参加 -4.23 
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４．北杜市がめざすべき今後のまちづくりについて

めざすべきまちの将来像（ＭＡ）

・	最も多い回答は「健康で安心して暮らせるまち（医療や福祉が充実したまち）」（75.4%）
となっています。次いで「自然と共生する美しいまち（自然が豊かで、環境にやさしい
まち）」（56.4%）、「便利で快適に暮らせるまち（生活環境が充実したまち）」（49.9%）
と続いています。

今後の学校教育の充実のために力を入れるべきこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「個性や才能を伸ばす教育指導の充実」（44.3%）となりました。次いで
「いじめ ･ 不登校など子どもの心の問題に対応するための支援体制強化」（36.8%）、「道
徳性の育成教育の推進」（33.7%）と続いています。

健康で安心して暮らせるまち（医療や福祉が充実したまち）

自然と共生する美しいまち（自然が豊かで、環境にやさしいまち）

便利で快適に暮らせるまち（生活環境が充実したまち）

郷土を愛し、市民同士がふれあい豊かに暮らせるまち（地域愛にあふれるまち）

農林商工業など活気ある産業のまち（雇用環境が豊かなまち）

多くの人が訪れる観光･交流のまち（観光客で賑わうまち）

教育･文化･スポーツ等が充実したまち（生涯学習のまち）

その他

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2.5%

19.6%

19.9%

27.5%

28.4%

49.9%

56.4%

75.4%

（%）

（n=1,151）（n=1,151）

個性や才能を伸ばす教育指導の充実
いじめ･不登校など子どもの心の問題に対応するための支援体制強化

道徳性の育成教育の推進
教職員の資質･指導力の向上

地域の資源を活用した原体験や実体験を重視した「原っぱ教育」の推進
家庭･地域･学校が連携した教育の推進

外国語教育の推進
少子化による学校の小規模化に伴う、教育環境の再編整備の推進

学校給食の地産地消の推進
情報通信技術（IT）を活用した教育の推進

その他

0 10 20 30 40 50

3.2%
10.7%

16.8%
17.6%

20.7%
25.0%

29.9%
31.2%
33.7%

36.8%
44.3%

（%）

（n=1,151）（n=1,151）
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文化 ･ スポーツ ･ 生涯学習の充実に重要なこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「施設の利用や講座 ･ 教室、サークル活動などに関する各種情報提供
の充実」（42.3%）となっています。次いで「住民の学習 ･ 文化 ･ スポーツなどの活動施
設の整備」（36.9%）、「施設の利用時間や管理体制など施設利用の利便化」（32.7%）と
続いています。

今後の産業振興に力を注ぐべき分野（ＭＡ）

・	最も多い回答は「農林業の振興」（37.2%）となっています。次いで「地域物産や土産品
などの開発・ブランド化への支援」（36.5%）、「後継者の育成など事業の継承への支援」
（33.9%）と続いています。

施設の利用や講座･教室、サークル活動などに関する各種情報提供の充実
住民の学習･文化･スポーツなどの活動施設の整備
施設の利用時間や管理体制など施設利用の利便化

各種講座･教室のテーマや内容の充実
地域への学校体育施設開放の推進

各種講座･教室の開催日時、場所などの改善
文化財の有効活用

サークル活動やリーダー養成への支援強化
各種指導員の増員など相談･指導体制の充実
住民の学習成果の発表会や競技大会、交流会などの充実

その他
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農林業の振興

地域物産や土産品などの開発・ブランド化への支援

後継者の育成など事業の継承への支援

情報、福祉、教育など新たな産業の誘致や育成

観光・ツーリズムの振興

企業や研究機関などの誘致

商店街の活性化支援など商業の振興

市内の製造業や建設業の支援

起業やベンチャー企業の育成のための支援

その他
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今後の農業振興に力を注ぐべき分野（ＭＡ）

・	最も多い回答は「市内の農家のための支援」（39.3%）となっています。次いで「後継者
の育成など事業の継承への支援」（38.1%）、「新規就農者のための支援」（35.8%）と続
いています。

観光 ･ 交流の振興について重要なこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「森林や河川などを活用した自然に親しめる場の整備」（54.2%）となっ
ています。次いで「宿泊施設や物産販売、飲食、観光案内、駐車場など受け入れサービ
ス施設の整備」（34.3%）、「魅力ある観光ルートの設定や観光案内標識などの整備」
（33.6%）と続いています。

市内の農家のための支援

後継者の育成など事業の継承への支援

新規就農者のための支援

特産品の販売支援及び開発

観光･ツーリズムと連携した交流･観光資源としての活用の推進

生産者が製品化や販売まで手掛ける6次産業化の支援

集落営農組織（集落単位で農機具の共有や農作業を共同で行う組織）の支援

農地の集約による広域型農業（集落を越えた広域的な農業）の推進

農業生産法人の誘致

その他
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森林や河川などを活用した自然に親しめる場の整備

宿泊施設や物産販売、飲食、観光案内、駐車場など受け入れサービス施設の整備

魅力ある観光ルートの設定や観光案内標識などの整備

市外への観光PRや情報提供の強化

地域の資材を活用した特色ある料理、土産品の開発

地域性のある各種イベントや交流企画の充実

農林業体験型観光の施設整備や企画の充実

地域の歴史･文化の観光資源としての活用、整備

インバウンド観光（海外からの観光客）への取り組み

その他
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子育て支援で力を入れるべきこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「保育園、認定こども園、病児 ･ 病後児保育など多様な保育サービス
の充実」（41.4%）となっています。次いで「子育てに伴う費用の軽減や支援の充実」
（37.3%）、「妊娠 ･ 出産に伴う費用の軽減や支援の充実」（28.5%）と続いています。

高齢者福祉で力を入れるべきこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「介護に伴う費用の軽減や支援制度の充実」（46.1%）となっています。
次いで「寝たきりや認知症の高齢者とその家族への支援」（43.7%）、「ホームヘルパー
の派遣やデイサービス ･ 訪問看護 ･ 在宅医療などの在宅ケアの充実」（41.1%）と続い
ています。

保育園、認定こども園、病児･病後児保育など多様な保育サービスの充実
子育てに伴う費用の軽減や支援の充実

妊娠･出産に伴う費用の軽減や支援の充実
子育て支援に積極的に取り組む企業の促進

子どもの遊び場などの充実
地域ぐるみで子育てを支援する体制の整備

放課後児童対策の充実
子育て世代への相談支援体制の充実

子育て世代への住宅取得等の支援制度の充実
学校や保育園での食育推進

子育て支援住宅の建設
子育て世代親子の交流機会の充実

乳幼児健診などの充実
その他
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介護に伴う費用の軽減や支援制度の充実
寝たきりや認知症の高齢者とその家族への支援
ホームヘルパーの派遣やデイサービス･訪問看護･在宅医療などの在宅ケアの充実

一人暮らしの高齢者への支援
生涯を通じた健康づくり対策

高齢者の就労支援
道路、公園、商店街等を高齢者が安全で快適に利用できるまちづくり
住民ボランティアなど高齢者が社会参加できる施策の充実

高齢者の趣味･学習対策
高齢者のための住宅対策

その他
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障がい者福祉で必要なこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「障がいがあっても地域の中で自立した生活ができるサービスの充実」
（56.8%）となっています。次いで「障がい者の就労支援」（55.6%）、「障がい者が安全
で快適に生活できるまちづくり」（47.4%）と続いています。

防災対策で力を入れて取り組むべきこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「災害時における情報伝達体制の整備」（60.7%）となっています。次い
で「緊急時に備えた日常品や水、食料などの備蓄」（53.6%）、「避難場所など防災拠点の
整備」（41.7%）と続いています。

障がいがあっても地域の中で自立した生活ができるサービスの充実

障がい者の就労支援

障がい者が安全で快適に生活できるまちづくり

障がい者やその家族が相談する体制の充実

障がい者の余暇活動や社会参加への支援

障がいに応じたボランティアの育成と活動への支援

その他
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災害時における情報伝達体制の整備

緊急時に備えた日常品や水、食料などの備蓄

避難場所など防災拠点の整備

河川木の処理など河川の適正な管理

効果的な防災訓練の実施

自主防災組織の強化と地域のリーダーの育成

耐震診断などへの補助制度の充実

防災講座･講習会などの啓発活動の充実

その他
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参加できる（したい）まちづくり活動（ＭＡ）

・	最も多い回答は「地域の自然を守り育てる自然保護 ･ 愛護活動」（43.0%）となっていま
す。次いで「高齢者や困っている人たちへの福祉ボランティア活動」（32.1%）、「資源
のムダをなくし環境を守るリサイクル活動 ･ 省資源活動」（28.3%）と続いています。

生活基盤の整備で力を入れるべきこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「市民バスなど公共交通の整備」（46.9%）となっています。次いで「秩
序ある開発に向けた土地利用の規制」（46.3%）、「幹線道路の整備（新設 ･ 改良 ･ 舗装）」
（32.2%）と続いています。

地域の自然を守り育てる自然保護･愛護活動
高齢者や困っている人たちへの福祉ボランティア活動
資源のムダをなくし環境を守るリサイクル活動･省資源活動
安全に暮らせるまちを目指す交通安全･防犯･防災活動
健康づくりや保健事業への参加、健康なまちづくり活動への協力
美しいまちを作るための花いっぱい活動や清掃活動
各種イベントや祭り、文化祭、体育祭など市や地区の各種行事への参加
郷土の歴史や文化を学び、後世に伝える歴史文化活動
青少年育成北杜市民会議などを通じた児童･青少年の育成活動
ホームステイの受け入れなど国内外との交流活動
男女が対等なパートナーとして能力や感性を発揮することのできる男女共同参画に向けた活動
まちづくりの企画･研究やリーダーとしての活動などまちづくりの推進役

その他
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市民バスなど公共交通の整備
秩序ある開発に向けた土地利用の規制

幹線道路の整備（新設･改良･舗装）
公園･緑地･広場などの整備

歩道の整備
河川など水辺環境の整備

建築物の高さ制限などによる景観や環境の保全
駐車場･駐輪場の整備
住宅の建設（公営住宅）

住宅地の整備（宅地分譲など）
その他
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環境問題への取組みで重要なこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「森林や緑地、水源地などの保全」（56.6%）と過半数を占めています。
次いで「再生可能エネルギーと自然環境との調和」（32.1%）、「河川や池、水路などの水
質の保全」（29.0%）と続いています。

地域連携強化に重要なこと（ＭＡ）

・	最も多い回答は「医療 ･ 介護 ･ 福祉分野での連携強化」（56.0%）と過半数を占めていま
す。次いで「交通インフラの整備や公共交通機関の地域間連携」（31.3%）、「近隣市町
村の情報の整理、発信、共有」（31.1%）と続いています。

森林や緑地、水源地などの保全
再生可能エネルギーと自然環境との調和

河川や池、水路などの水質の保全
動植物など、自然生態系の保全

太陽や水など再生可能エネルギーの活用
不法投棄の監視体制の強化

ビン、缶、ペットボトル、古紙など、資源の回収と再利用
農薬や化学肥料などの利用自粛、有機型農業（環境保全型農業）の推進
環境保全意識の啓発や、環境教育の推進

過剰包装の自粛や生ごみ処理機など、ごみの減量化
節電などの省エネルギーの推進

地域の環境美化や清掃活動への参加推進
その他
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医療･介護･福祉分野での連携強化
交通インフラの整備や公共交通機関の地域間連携

近隣市町村の情報の整理、発信、共有
買い物など生活機能の連携

広域連携によるメリットや取組みの情報発信
産業振興の連携による活性化と地産地消の強化

観光振興における連携強化
近隣市町村の住民交流会の実施（交流機会の増加）

移住･定住促進に関する連携強化
生涯学習活動での連携強化

その他
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市に提供してほしい情報（ＭＡ）

・	最も多い回答は「医療 ･ 保健などに関する情報」（46.6%）となっています。次いで「年
金や税金ガイドなど暮らしのお金に関する情報」（33.1%）、「道路計画や地域開発など
の計画についての情報」（26.5%）と続いています。

市に力を入れて欲しい施策（ＭＡ）

・	最も多い回答は「健康づくりへの支援や、医療体制の充実」（42.7%）となっています。
次いで「自然環境の保護や、公害の防止など快適な生活環境の維持」（36.8%）、「健康長
寿の達成に向けた保健 ･ 医療 ･ 福祉の充実」（35.0%）と続いています。

医療･保健などに関する情報
年金や税金ガイドなど暮らしのお金に関する情報
道路計画や地域開発などの計画についての情報

気象･防災に関する情報
市長や市議会の活動状況などの市政の動きに関する情報
芸術文化･学習活動やスポーツ活動に関する情報
福祉事業･ボランティア活動･福祉施設などに関する情報
観光･レクリエーションなどのレジャーに関する情報

子育て支援に関する情報
展覧会･競技会などの催し物やイベントに関する情報

産業振興に関する情報
その他
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健康づくりへの支援や、医療体制の充実
自然環境の保護や、公害の防止など快適な生活環境の維持
健康長寿の達成に向けた保健･医療･福祉の充実

公共交通機関の確保･充実と利便性の向上
学校教育の充実や、健全な青少年の育成
結婚･出産･子育てへの切れ目のない支援

豊かな自然環境や地域の魅力を活かした観光の振興
防災や防犯･交通安全の推進など、安全･安心な社会環境づくり

収益力向上や担い手確保など、農業の振興
緑化やまちなみ景観の形成など、快適な生活空間づくり
商店街の活性化や企業立地促進など、商工業の振興
公共施設の統合など、効果的･効率的な行政運営の推進

生涯学習･社会教育の充実
芸術･文化･スポーツの振興

市の計画策定や実施への市民参加機会の拡充
行政区やボランティア団体などが行う地域活動への支援
男女が等しく機会と責任を与えられる、男女共同参画社会の推進

国際交流や国内の他地域との交流の推進
その他
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総合計画策定の経緯

１．まちづくり市民アンケート調査

目的：『第２次北杜市総合計画』の策定にあたり、現行計画における市民のニーズを分
析するとともに、市民の生活環境をはじめとするまちづくり全般、市政運営等に
対する評価・意向を把握し、新しい計画に反映することを目的とする。

期間：平成27年11月19日（木）～平成27年12月22日（火）

対象：北杜市に居住する高校生以上の方（住民基本台帳より3,000人を無作為で抽出）

結果：有効回答数1,151票（有効回答率38.4％）

２．会議、ヒアリング、インタビュー関係

本部員会議

平成27年 5 月11日（月） 第1回本部員会議（総合計画策定スケジュールについて）

平成27年 8 月31日（月） 第2回本部員会議（総合計画策定方針・スケジュールについて）

平成27年 9 月28日（月） 第3回本部員会議（市民アンケート調査について）

平成27年10月13日（火） 第4回本部員会議（市民アンケート調査について）

平成27年10月19日（月） 第5回本部員会議（市民アンケート調査について）

平成27年11月 2 日（月） 第6回本部員会議（市民アンケート案について）

平成28年 2 月15日（月） 第7回本部員会議（基本構想案について）

平成28年 2 月29日（月） 第8回本部員会議（基本構想案について）

平成28年 7 月27日（水） 第9回本部員会議（基本構想案に係る意見等に対する回答案につ
いて、基本計画案について）

平成28年 8 月 3 日（水） 第10回本部員会議（基本構想案について、基本計画案について）

平成28年 8 月17日（水） 第11回本部員会議（基本計画案について）

平成28年 9 月21日（水） 第12回本部員会議（基本計画案について）

平成28年11月 9 日（水） 第13回本部員会議（基本計画案について）

平成28年12月 7 日（水） 第14回本部員会議（基本計画案について）

平成29年 1 月11日（水） 第15回本部員会議（基本計画案について）
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平成29年 2 月22日（水） 第16回本部員会議（基本計画案について）

平成29年 3 月 1 日（水） 第17回本部員会議（基本計画案について、実施計画案について）

審議会

平成27年 9 月 2 日（水） 委員委嘱、第1回審議会（基本構想案の審議）

平成27年10月29日（木） 第2回審議会（アンケート案等の審議）

平成28年 3 月24日（木） 第3回審議会（総合計画の諮問、基本構想案の審議）

平成28年 5 月12日（木） 第4回審議会（基本構想案の審議）

平成28年 8 月 8 日（月） 第5回審議会（基本構想の答申、基本計画案の審議）

平成28年 8 月24日（水） 第6回審議会（基本計画案の審議）

平成28年10月 3 日（月） 第7回審議会（基本計画案の審議）

平成28年12月27日（火） 第8回審議会（基本計画案の審議）

平成29年 2 月27日（月） 第9回審議会（基本計画案の審議、基本計画の答申）

各課ヒアリング（第1次総合計画の検証）

平成27年 9 月28日（月） 福祉課、子育て支援課

平成27年 9 月29日（火） 市民課、介護支援課、健康増進課、道路河川課、用地課

平成27年10月 2 日（金） まちづくり推進課、住宅課、教育総務課、明野・須玉・高根・長坂・
大泉・小淵沢・白州・武川総合支所

平成27年10月 5 日（月） 林政課、食と農の杜づくり課

平成27年10月 6 日（火） 観光・商工課、生涯学習課、学校給食課、学術課、中央図書館、甲陵
中学校・高校

平成27年10月 7 日（水） 環境課、上水道課、下水道課

平成27年10月 8 日（木） 政策秘書課、企画課、財政課、管財課、総務課、地域課、税務課、収納
課

平成27年10月13日（火） 農政課

関係団体・企業等ヒアリング

平成27年10月28日（木） 総合計画審議会委員21名

平成27年11月19日（木） 地域委員13名

平成27年11月25日（水）
　　　～ 12月 9 日（水） 関係団体4団体、企業6社

学生インタビュー

平成28年 5 月18日（水） 甲陵高等学校生徒10名
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平成28年 5 月19日（木） 北杜高等学校生徒10名

平成28年 5 月26日（木） 北杜市内中学生8名

平成28年 6 月 3 日（金） 帝京第三高等学校生徒9名

子育て世代インタビュー

平成28年 6 月 7 日（火） つくしんぼルーム利用者8名

平成28年 6 月 9 日（金） ひよこルーム利用者10名

パブリックコメント（基本構想案）

平成28年 6 月15日（水）
　　　　 7 月14日（木） 基本構想案について意見募集

各課ヒアリング（第2次総合計画の検討）

平成28年 7 月 4 日（月） 総務課、地域課、税務課、収納課

平成28年 7 月 5 日（火） 市民課、介護支援課、健康増進課

平成28年 7 月 6 日（水） 福祉課、子育て支援課

平成28年 7 月 7 日（木） 環境課、上水道課、下水道課

平成28年 7 月11日（月） 農政課、林政課、観光・商工課、食と農の杜づくり課

平成28年 7 月12日（火） 政策秘書課、企画課、財政課、管財課、まちづくり推進課、住宅課、
道路河川課、用地課

平成28年 7 月13日（水） 教育総務課、生涯学習課、学校給食課、学術課、中央図書館、甲陵中
学校・高校

パブリックコメント（基本計画案）

平成29年 1 月20日（金）
　　　～ 2 月20日（月） 基本計画案について意見募集
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北杜企第 375 号
平成28年３月24日

北杜市総合計画審議会
会　長　舩　木 　良　様

北杜市長　白　倉　政　司

第２次北杜市総合計画について（諮問）

　人口減少や少子・高齢社会の到来、生活環境のグローバル化や資源循環型社会への移行など、
行政を取り巻く社会・経済環境は急激に変化しています。
　今、自治体は、あらゆる分野での見直しや改革を迫られていますが、このような状況下、自
治体に求められるのは、自らの責任と判断で進むべき方向を決め、自ら実行する力です。併せて、
これからのまちづくりには、市民参加と協働が必要不可欠となっています。
　総合計画は、本市の魅力を十分に活かしたまちづくりを行う上で非常に重要な役割を担って
います。美しい山岳景観、国蝶オオムラサキの生息地、名水の里、日本一の日照時間など山紫
水明の地としての豊かな自然資源と首都圏からの利便性など地域特性を踏まえ、魅力ある豊か
な暮らしを創出できるよう、各個別計画との整合性を図る中で、個性ある本市独自の施策を総
合的かつ計画的に実施するため、第２次北杜市総合計画を策定します。
　ついては、第２次北杜市総合計画の素案について、北杜市総合計画審議会条例第2条の規定に
基づき、貴審議会のご意見を賜りたくここに諮問いたします。
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平成28年８月８日

北杜市長　白　倉　政　司　様

北杜市総合計画審議会
会　長　　舩　木　　良

第２次北杜市総合計画基本構想について（答申）

　平成28年３月24日付、北杜企画第375号で諮問のあった第２次北杜市総合計画について、当
審議会で慎重に審議を重ねた結果、基本構想について妥当であることを認めましたので答申い
たします。
　なお、本計画の推進にあたっては、市を取り巻く社会経済状況を勘案した上で、計画的・効
率的な行財政運営を進めるとともに、次の事項に十分配慮されるようお願いいたします。

記

１．第1次総合計画に関し、一定の評価ができることから、まちづくりの基本コンセプトである
「人と自然と文化が躍動する環境創造都市」や「８つの杜づくり」を踏襲する中で、その実現
に向けたまちづくりの推進に努めること。

２．人口減少、少子高齢化の進行は顕著に現れており、地域の活力低下や市税の減収など、市
政運営に大きな影響を与えることから、子育て世帯への支援策を継続するとともに、移住・
定住に向けた取組の強化に努めること。

３．周囲の環境がめまぐるしく変化している現状にあって、その変化を的確に捉え、より効率的・
効果的な行財政を推進すること。また、厳しい財政状況の中、さらなる健全化を図り、持続
可能な行政運営に鋭意取り組むこと。

４．北杜市の一体感の醸成に努め、人と人との結びつきを重視したまちづくりを進めること。
また、市民、企業、団体、行政などが連携、協働によるまちづくりに継続して取り組むこと。

５．審議の過程で示された意見、また、市民アンケート結果、各種ヒアリング結果、パブリッ
クコメントによる意見等を十分考慮すること。



131131

資
料
編

平成29年２月27日

北杜市長　渡　辺　英　子　様

北杜市総合計画審議会
会　長　　舩　木　　良

第２次北杜市総合計画前期基本計画について（答申）

　平成28年３月24日付、北杜企画第375号で諮問のあった北杜市総合計画前期基本計画（案）
について、当審議会での慎重な審議の結果、市の将来像として掲げた「人と自然と文化が躍動
する環境創造都市」の実現に向けての取り組むべき課題に対応した計画であることから、原案
のとおり承認する旨、答申いたします。
　なお、本計画の推進にあたっては、審議会での審議経過を尊重するとともに、次の事項に十
分配慮されるよう要望します。

記

１．合併に伴う特例措置の終了や今後の公共施設等に関する維持や更新に係る経費の増加など、
厳しい行財政事情を見据え、さらなる財政健全化に取り組んでいただきたい。

２．人口減少や少子高齢化の進行が顕著に現れている中で、地域活力を維持することが大きな
課題であることから、人口減少と少子高齢化社会への対策の強化という視点で事務・事業に
取り組んでいただきたい。

３．計画に示されている内容を市民にわかりやすく伝え、市が取り組むべき課題を十分理解し
ていただき、市民と行政の共通認識のもと市民目線に立った事務・事業に取り組んでいただ
きたい。

４．社会経済状況の変化を的確に捉え、財政状況を見極めながら、緊急度・優先度を踏まえて、
事務・事業の推進に努めていただきたい。

５．審議の過程で示された意見や提言、また、パブリックコメントによる意見等を十分考慮し、
計画の実現に向けた事務・事業に取り組んでいただきたい。
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北杜市総合計画審議会条例

平成17年３月22日
条例第４号

　（設置）
第１条　地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４第３項の規定により、北杜市総合計

画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
　（所掌事務）
第２条　審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。
　　⑴　総合計画の作成の基準となるべき事項
　　⑵　総合計画の実施に関して必要な事項
　　⑶　前２号に掲げるもののほか、総合計画に関連する重要事項
　（資料の提出等）
第３条　審議会は、必要に応じ市長を通じて関係行政機関に関し資料の提出、意見の陳述又は

説明を求めることができる。
　（組織）
第４条　審議会は、委員24人以内で組織する。
２　審議会に特別委員を置くことができる。
３　委員及び特別委員は、市長が任命し、又は委嘱する。
　（任期）
第５条　委員の任期は、当該諮問に係る審議が終了したときは、解任されるものとする。
２　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
　（会長及び副会長）
第６条　審議会に会長１人、副会長２人を置く。
２　会長及び副会長は、委員のうちから互選によってこれを決める。
３　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。
４　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。
　（会議）
第７条　審議会は、会長が招集し、その議長となる。
２　審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。
３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数の場合は、議長の決するところによ

る。
４　会長が適当と認めたものは、会議に出席して意見を述べることができる。
　（事務局）
第８条　審議会の事務局は、企画部企画課に置く。
　（委任）
第９条　この条例に定めるもののほか、審議会の議事及び運営に関し必要な事項は、市長が別

に定める。
　　　附　則
　この条例は、平成17年４月１日から施行する。
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北杜市総合計画に関する規則

平成18年３月23日
規則第93号

　（目的）
第１条　この規則は、北杜市総合計画（以下「総合計画」）の策定に関し、必要な事項を定める

ことを目的とする。
　（定義）
第２条　この規則において「総合計画」とは、本市の将来の健全な発展を促進するために策定

する本市政の総合的計画をいい、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」からなるものとする。
２　この規則において「基本構想」とは、本市及び本市の存する地域社会の将来の目標及び目

標達成のための基本的施策を明示するものをいう。
３　この規則において「基本計画」とは、基本構想に基づき本市行政の方向を明らかにするため、

本市行政の基本的な重要事項について作成する計画をいう。
４　この規則において「実施計画」とは、基本計画に基づき具体的な事務、事業の実施に関し

て作成する計画をいう。
　（計画策定の原則）
第３条　総合計画は、本市発展のための基本的施策を積極的かつ重点的に推進することにより

計画的かつ効果的な行政を確立し、行政各部門相互間に有機的関連を保ちつつ総合的成果を
あげるように策定しなければならない。

　（総合計画策定本部の設置）
第４条　基本構想及び基本計画の案を審議調整し、全庁的な策定体制を整備するため、北杜市

総合計画策定本部（以下「本部」という。）を設置する。
２　本部の組織等については、別に定める。
（基本構想の策定）
第５条　基本構想の期間は、10年とする。
２　基本構想は、本部で調整し、原案を作成して議会の議決を経て定める。
（基本計画の策定）
第６条　基本計画の期間は、５年とし、経過するごとに更新するものとし、社会経済情勢に適

合するように策定しなければならない。
２　基本計画は、実施計画その他の事務事業計画の基本とするものとし、前項の場合のほか、

特に著しい社会経済情勢の変化又は特別な理由がない限り変更しないものとする。
３　基本計画は、市長が定める基準に従い、本部で調整し、原案を作成し、市長が決定する。
　（実施計画の策定）
第７条　実施計画の期間は３年とし、１年次を経過するごとに検討を加え、後年度分を逐次繰

り入れ、常に３年先までの計画とする。
２　実施計画は、次の各号のいずれかに該当する理由による場合のほか、これを変更すること

ができない。
　　⑴　基本計画が変更されたとき。
　　⑵　国又は県の計画の変更により著しい事務事業量の増減が生じたとき。
　　⑶　災害その他やむを得ない事情が生じたとき。
　　⑷　その他市長が必要と認めたとき。
　　⑸　前項の規程により変更するとき。
３　実施計画は、基本計画に従い、これを実現するように本部で調整し、原案を作成し、市長

が決定する。
　（総合計画審議会への諮問）
第８条　市長は、第５条第２項の規定により基本構想を議会の議決に付そうとするとき及び第

６条第３項の規定により基本計画を決定しようとするとき、その他総合計画に関する重要な
事項の決定に当たり特に必要と認めたときは、総合計画審議会に諮問するものとする。

　（計画の実施）
第９条　総合計画に定められた事務事業は、これを実現するよう努めるものとする。
　（計画実施に必要な外部調整）
第10条　本部は、総合計画の実施に当たり必要な外部機関及び団体との連絡調整を行い、事業

が円滑に行われるよう図らなければならない。
　　　附　則
　この規則は、平成18年４月１日から施行する。
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北杜市総合計画策定本部規程

平成18年３月23日
訓令第33号

改正　平成19年３月26日訓令第５号
平成21年11月19日訓令第14号

平成27年３月27日訓令第２号
平成27年４月１日訓令第８号

　北杜市総合計画策定本部規程（平成17年北杜市訓令第２号）の全部を改正する。
　（設置）
第１条　北杜市総合計画（以下「計画」という。）を合理的かつ能率的に策定するため、北杜市

総合計画に関する規則（平成18年北杜市規則第93号）第４条の規定に基づき、北杜市総合計
画策定本部（以下「本部」という。）を置く。

　（所掌事務）
第２条　本部は、市の基本構想及び基本計画を策定するために必要な企画調査、調整、研究及

び資料の収集を行うものとする。
　（組織）
第３条　本部がその職務を行うのは、本部員会議、推進会議及び計画班によるものとする。
２　本部は、本部長、副本部長、本部員、部員、班長、副班長及び班員をもって組織する。
３　本部長は、市長を、副本部長は副市長及び教育長をもって充てる。
　（本部員会議）
第４条　本部員会議は、本部長、副本部長及び別表第１に掲げる職にある本部員をもって構成

し、本部長が招集する。
２　本部長は、本部員会議を総理する。
３　副本部長は、本部長を補佐し、本部長が不在のときは、その職務を代理する。
４　本部員会議は、計画に係る全ての原案策定を行うものとする。
　（推進会議）
第５条　本部に推進会議を置き、別表第２に掲げる職にある部員をもって構成し、企画部長が

招集する。
２　企画部長は、推進会議を総理する。
３　推進会議は、基本計画案及び実施計画案の策定を行うものとする。
　（計画班）
第６条　本部に計画班を置き、別表第３に掲げる班員をもって構成し、本部長が任命する。
２　班に班長及び副班長を各１人置き、企画部長が指名する。
３　班長は、会議を招集し、その議長となる。
４　計画班は、次に掲げる事項の中から本部長が指示した事項（以下「検討事項」という。）に

ついて調査検討し、その結果を企画部長を経て本部長に報告する。
　　⑴　基本計画及び実施計画の素案の作成に関する事項
　　⑵　合併前の事務事業の整理及び分析・検証に関する事項
　　⑶　担当する事務事業等及び各種関連計画との調整・整合に関する事項
　　⑷　担当する業務等に係る「現況と課題」、「基本方針」、「主要施策」、及び「施策及び事業」

等の素案の作成に関する事項
　　⑸　所属部署内の連絡調整及び意見の取りまとめに関する事項
　　⑹　市民で構成する研究集会と連携し、素案を検討することに関する事項
　　⑺　その他基本計画及び実施計画の作成に必要な事項
５　計画班は、検討事項ごとに班を編成し、調査検討に当たる。
６　班長は、必要に応じ計画班以外の者を会議に出席させ、説明又は意見を聴くことができる。
７　班長は、各班での調整が必要と認めた場合は、班長間で協議し、合同会議を開催すること

ができる。
８　班の庶務は、班長が指名する者において処理する。
　（庶務）
第７条　本部に関する庶務は、企画部企画課において処理する。
　（その他）
第８条　この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、本部長が別に定める。
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附　則
　この訓令は、平成18年４月１日から施行する。
附　則（平成19年３月26日訓令第５号）抄
（施行期日）
１　この訓令は、平成19年４月１日から施行する。
附　則（平成21年11月19日訓令第14号）
　この訓令は、平成22年４月１日から施行する。
附　則（平成27年３月27日訓令第２号）
　この訓令は、平成27年４月１日から施行する。
附　則（平成27年４月１日訓令第８号）
　この訓令は、平成27年４月１日から施行する。

別表第１（第４条関係）
職名

市長、副市長、教育長、部長、会計管理者、議会事務局長、監査委員事務局長、農業委員会
事務局長、支所長、次長、政策秘書課長、財政課長、総務課長
別表第２（第５条関係）

職名
企画課長、財政課長、管財課長、総務課長、地域課長、税務課長、収納課長、市民課長、介
護支援課長、健康増進課長、福祉課長、子育て支援課長、環境課長、上水道課長、下水道課長、
農政課長、林政課長、観光・商工課長、食と農の杜づくり課長、まちづくり推進課長、住宅課長、
道路河川課長、用地課長、教育総務課長、生涯学習課長、学校給食課長、学術課長、中央図
書館長、会計課長、各総合支所地域市民課長
別表第３（第６条関係）

計画班
ネットワーク都市班 政策秘書課、企画課、財政課、管財課、税務課、収納課、道路河川課、

会計課、議会事務局、監査委員事務局及び総合支所地域市民課に所
属する職員で、所属部、局又は支所の長等が推薦した者（所属ごと
に 1人）

環境共生都市班 総務課、環境課、上水道課、下水道課、まちづくり推進課、住宅課、
用地課及び総合支所地域振興課に所属する職員で、所属部、局又は
支所の長等が推薦した者（所属ごとに 1人）

交流産業都市班 農政課、林政課、観光・商工課、食と農の杜づくり課、農業委員会
事務局及び総合支所地域振興課に所属する職員で、所属部、局又は
支所の長等が推薦した者（所属ごとに 1人）

生活文化都市班 地域課、市民課、介護支援課、健康増進課、福祉課、子育て支援課、
教育総務課、生涯学習課、学校給食課、学術課、中央図書館及び総
合支所地域市民課に所属する職員で、所属部、局又は支所の長等が
推薦した者（所属ごとに 1人）
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北杜市総合計画審議会委員名簿

委嘱年月日：平成27年9月2日　順不同

番号 氏　　名 所属団体 備　考

1 秋
あき

　山
やま

　九
く

　一
いち 北杜市観光協会 副会長

2 粟
あわ

　澤
ざわ

　和
かず

　江
え 北杜市地域委員会（武川町）

3 岩
いわ

　間
ま

　勇
ゆう

　樹
き 北杜市立甲陵高等学校・生徒 ～ H28.7.31

3 萩
はぎ

　原
はら

　佳
か

　蓮
れん 北杜市立甲陵高等学校・生徒 H28.8.1～

4 小
お

　川
がわ

　昭
しょう

　二
じ 北杜市行政改革推進委員会

5 菊
きく

　見
み

　美
よし

　房
ふさ 北杜市地域委員会（須玉町） 　

6 輿
こし

　水
みず

　哲
てつ

　男
お 北杜市内小中学校校長会 ～ H28.3.31

6 高
たか

見
み

澤
ざわ

　　　肇
はじめ 北杜市内小中学校校長会 H28.4.1～

7 輿
こし

　水
みず

　順
よし

　彦
ひこ 北杜市商工会 　

8 齊
さい

　藤
とう

　けさ子
こ 北杜市地域委員会（大泉町） 　

9 坂
さか

　本
もと

　榮
よし

　富
とみ 北杜市消防団 　

10 櫻
さくら

　井
い

　八
や

州
す

彦
ひこ 北杜市代表区長会 　

11 清
し

　水
みず

　真
ま

理
り

子
こ 北杜市地域委員会（明野町） 副会長

12 清
し

　水
みず

　美
み

　佐
さ 帝京学園短期大学・学生 　

13 鈴
すず

　木
き

　今
け

朝
さ

和
かず 青少年育成北杜市民会議 　

14 茅
ち

　野
の

　光
こう

一
いち

郎
ろう 北杜市社会福祉協議会 　

15 入
にっ

戸
と

野
の

　一
いち

　明
あき 北杜市企業交流会 　

16 馬
ば

　場
ば

　君
きみ

　忠
ただ 北杜市農業委員会 　

17 日
ひ

　向
なた

　三
さぶ

　郎
ろう 北杜市長寿者クラブ 　

18 日
ひ

　向
なた

　　　勝
まさる 南アルプスユネスコエコパーク地域連絡会 　

19 日
ひ

野
の

水
みず

　丈
たけ

　士
し 北杜市民生児童委員協議会 　

20 舩
ふな

　木
き

　　　良
りょう 北杜市地域委員会（高根町） 会　長

21 溝
みぞ

　口
ぐち

　暁
あけ

　美
み 北杜市男女共同参画推進委員会 　

22 宮
みや

　澤
ざわ

　陽
よう

　子
こ 北杜市地域委員会（小淵沢町） 　

23 矢
や

　野
の

　　　望
のぞみ 北杜市地域委員会（長坂町） 　

24 山
やま

　田
だ

　輝
てる

　夫
お 北杜市地域委員会（白州町） 　
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